
はじめに 

平素は、当研究センターの業務推進につきましてご理解とご協力をいただきありがとう

ございます。 

さて、当研究センターでは「県立試験研究機関・第 1 期中期事業計画」に基づき、人、

環境、生態系を総合的に取り扱い、健康・環境行政を科学的・技術的に支援する中核試験

研究機関として、感染症対策、食の安全・安心対策、環境汚染対策など県民が地域で安心

して安全に暮らすための調査研究、試験分析及び普及啓発業務に取組んでまいりました。  

さらに、平成 18 年度からは、新たにスタートした「第 2 期中期事業計画」を受けて、行

政サービス機関としての一層の機能強化をめざし、｢ニーズに対応した成果の創出とその迅

速な還元｣を図ることとしています。 

昨今、新興・再興感染症の出現、食品の安全性等を揺るがす事件・事故の発生及び環境

リスクや廃棄物の問題など、対応をせまられている課題が山積しております。そのため、

健康・環境危機管理対応能力の充実強化、研究マネジメント機能の強化、試験分析法の開

発等に引き続き努めますとともに、行政機関への技術的支援や得られた研究成果等を県民

に対して迅速に情報提供していく所存です。 

今後も、行政との連携を図りながら、県民生活の安全と安心を支える中核試験研究機関

としての役割を担ってまいりますので、皆様方のご理解とご支援をお願いいたします。 

本業務年報は、平成 18 年度の業務実績を中心に同年度の研究発表内容等を取りまとめま

したので、忌憚のないご意見を賜れば幸いです。 

平成 19 年 6 月 

兵庫県立健康環境科学研究センター 

所 長   山 村  博 平 
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１ 沿   革 

 昭和 23 年 8 月 16 日 兵庫県衛生研究所規程（兵庫県規則第 78 号）が制定され，神戸市生田区下山手

通 4 丁目 57 において衛生研究所として発足． 
 昭和 24 年 5 月 17 日 機構拡充に伴い，神戸市長田区大谷町 2 丁目 13 に移転． 
 昭和 40 年 4 月 1 日  衛生研究所，工業奨励館にそれぞれ公害部を設置． 
 昭和 43 年 4 月 1 日  公害部を一元化し，公害研究所として発足． 
 昭和 43 年 4 月 20 日 保健衛生センター新築により，衛生研究所および公害研究所が神戸市兵庫区荒田

町 2 丁目 1 番 29 号に移転． 
昭和 50 年 8 月 1 日  公害研究所が新庁舎の施工により神戸市須磨区行平町 3 丁目 1 番 27 号に移転． 

 昭和 62 年 4 月 1 日  行政組織規則の一部を改正する規則（昭和 62 年兵庫県規則第 44 号）により，県

立衛生研究所，県立公害研究所に改称． 
 平成 14 年 4 月 1 日  機構改革により，県立衛生研究所と県立公害研究所が統合し，県立健康環境科学

研究センターとなる．庁舎は［兵庫］及び［須磨］． 
 

２ 研究センターの概要 
2.1 職員数                            平成１９年 4 月 1 日現在 

技 術 職 技能労務職 
区  分 事 務 職 医 師 職 研 究 職 そ の 他

技 術 職 
自 動 車

運 転 員 
動 物 
飼 育 員 

計 

総 務 部 ８ １   ３  １２ 
企 画 情 報 部   ３ ２   ５ 
感 染 症 部   ７ ２  １ １０ 
健 康 科 学 部   ８ １   ９ 
安 全 科 学 部   １１    １１ 
水 質 環 境 部   １１ １   １２ 
大 気 環 境 部   ８    ８ 

職 
 

員 
 

数 

計 ８ １ ４８ ６ ３ １ ６７ 
 
2.2 施設・設備 
2.2.1 兵庫庁舎  神戸市兵庫区荒田町 2 丁目 1-29 

   (1) 敷地面積  2,318.04 ㎡ 

   (2) 建築面積    880.73 ㎡     延面積  4,683.91 ㎡ 

      建面積内訳       本館( 地上 7階，地下 1 階建)    4,005.95 ㎡ 

                 別館( 3 階建)              576.00 ㎡ 

                 車庫・受水槽・ポンプ室           95.21 ㎡ 

                 危険物倉庫                  6.75 ㎡ 

 (3) 設備概要   特殊研究室  高度安全実験室(P3)，クリーンルーム，核種実験室 

動物舎(自動水洗飼育機) 

 
2.2.2 須磨庁舎  神戸市須磨区行平町 3 丁目 1-27 

   (1) 建面積内訳       本館（地上 6 階，地下 1 階建） 延面積 5,160 ㎡ 

              車庫，危険物貯蔵庫    延面積  115 ㎡ 

   (2) 設備概要 特殊研究室    特殊有害物質研究室（高分解能質量分析計） 

騒音・振動研究室  共通機器室(第１～第５機器室） 
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2.3 組織および分掌事務 

  

職員の身分取扱い・研修及び福利厚生に関すること 

 総務部…総務課 庶務事務 
 予算・経理事務 
業務の企画・調整（事業計画の調整等） 
本庁との連絡調整 
研究の評価・進行管理・調整，研究機能充実方策の検討 

  他機関との共同研究，プロジェクト型研究の企画調整 
疫学的調査研究の実施と総括 

企画情報部･･･ 研究所の危機管理機能の総括 
GLP に関すること 
県民に対する情報収集，提供（広報誌の発行，公開セミナーの開催等） 
インターネット等を活用した情報ネットワークシステムの構築 
健康教育や環境教育の促進，人材育成の支援 
研修業務に係る企画調整（疫学研修を含む） 
細菌性疾病，ウイルス性疾病に関する試験研究 

    結核，エイズ等の検査 
感染症部････ 食中毒感染源・感染経路調査 

感染症発生動向調査 
県感染症情報センターの運営 

所長            衛生検査所の外部精度管理 
｜   食品中の，食品添加物，残留農薬及び動物用医薬品等に関する試験研究 

次長   食品の毒性に関する試験研究 
   食品中の有害物質に関する試験研究 

健康科学部････ 医薬品，化粧品及び衛生材料等に関する試験研究 
家庭用品及び容器包装等に関する試験研究 
遺伝子組換え食品に関する試験研究 

   衛生害虫，カビ及び花粉等に関する試験研究 
特定の有害物質に関する試験研究（有害物質に関する公共用水域の水質等の測

定，工場立入調査等を含む） 
安全科学部････ 地下水･土壌汚染（有害物質）に関する試験研究 

廃棄物及び廃棄物処分場に関する試験研究 
ダイオキシン類に関する試験研究及び環境モニタリング調査 
水質の汚濁に関する試験研究（公共用水域の水質の測定，栄養塩削減指導調査 
等） 
地下水・土壌汚染（重金属等）に関する試験研究 
広域総合水質調査 
工場立入検査 

水質環境部･･･   沿岸域の環境保全・創造に関する研究 
水道水等の安全性に関する試験研究 

   水道水の監視項目等の検査 
   水道水質検査機関の外部精度管理 
   河川流域の水環境の保全・創造に関する研究 
   温泉に関する試験研究 
   大気汚染に関する試験研究（ばい煙発生施設や一般環境等に係る測定調査，大 

気中微粒子等の自動車公害及び酸性雨や温室効果ガス等の越境大気汚染問題

 大気環境部･･･ 等を含む） 
   放射能分析及び研究 
   アスベストに関する試験研究 

 ヒートアイランドに関する調査研究 
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2.4 職員一覧                            平成 1９年 4 月 1 日現在 
部 名 職 名 氏 名  部 名 職 名 氏 名 

 所   長 山村 博平  安全科学部 部   長 中野  武 
総務部［兵庫］ 次長兼総務部長 濵本 博昭  ［須磨］ 研 究 主 幹 古武家善成 
 
 

総 務 課 長 
担当課長補佐 

中部 正博 
竹林 富恵 

  主任研究員 
〃 

中野 貴彦 
松村 千里 

 〃 藤田 雅啓   〃 藤原 英隆 
 〃 田浦千鶴子   〃 吉田光方子 
 主 査 東本 信二   〃 岡田 泰史 
 技   師 和田  實   〃 北本 寛明 
   ［須磨］ 総務部主幹 井上 市朗   研 究 員 鈴木 元治 
  長野 寿子   〃 森口 祐三 
 主 任 技 師 神谷 眞司   〃 山本  淳 
  西田 勝紀  水質環境部 部   長 英保 次郎 
企画情報部 次長兼企画情報部長 前田 幹雄  ［須磨］ 研 究 主 幹 藤森 一男 

［兵庫］ 企画情報課長 利根川美智恵   主任研究員 小川  剛 
 主任研究員 沖  典男   〃 金澤 良昭 
 〃 小笠原芳知   〃 宮崎  一 
 主   任 山口 幹子   主   査 上村 育代 
感染症部 部   長 山岡 政興   研 究 員 仲川 直子 

［兵庫］ 研 究 主 幹 近平 雅嗣   〃 梅本  諭 
 主任研究員 

〃 
辻  英高 
山本 昭夫 

 ［兵庫］ 研 究 主 幹 
主任研究員 

山﨑 富夫 
山本 研三 

 〃 
〃 

西海 弘城 
押部 智宏 

  〃 
〃 

川元 達彦 
矢野 美穂 

 研 究 員 稲元 哲朗  大気環境部 部   長  (英保部長兼務） 
  榎本 美貴  ［須磨］ 研 究 主 幹 平木 隆年 
  谷岡 絵理   主任研究員 池澤  正 
  小柴 貢二   〃 藍川 昌秀 
健康科学部 部   長 市橋 啓子   〃 吉村  陽 

［兵庫］ 研 究 主 幹 三橋 隆夫   〃 坂本 美徳 
 主任研究員 武田 信幸   研 究 員 中坪 良平 
 〃 秋山 由美   〃 藤原 拓洋 
 〃 後藤  操  ［兵庫］ 主任研究員 礒村 公郎 
 課 長 補 佐 藤田 昌民     
 主任研究員 吉岡 直樹     
 研 究 員 祭原ゆかり     
 〃 松岡 智郁     
 
2.5 職員の異動 
転出（平成 19 年４月１日）              転入（平成 19 年４月１日）     
担当課長補佐 竹田 洋子 宝塚健康福祉事務所へ 次長兼総務部長 濵本 博昭 姫路循環器病センターより 

主任研究員 福永 真治 疾病対策課へ 次長兼企画情報

部長 前田 幹雄 薬務課より 

  〃 岡田 圭司 東播磨県民局県民生活部へ 企画情報課長 利根川美智恵 県立尼崎病院より 
  〃 鶴川 正寛 阪神北県民局県民生活部へ 担当課長補佐 竹林 富恵  旅券事務所より 
主   査 高橋 誠吾 県立塚口病院へ 主  査 上村 育代 生活科学研究所より 
   研 究 員 中坪 良平  大気課より 
     〃 仲川 直子 大気課より 
退職(平成18年12月31日) 辻本三郎丸   〃 稲元 哲朗 動物愛護ｾﾝﾀｰより 
  (平成19年 3月 31日) 上杉 輝之   谷岡 絵理 疾病対策課より 
  谷本 高敏 研 究 員 藤原 拓洋 新規採用 
  梅本  諭 再 任 用 森口 祐三 (安全科学部) 
  駒井 幸雄   〃 山本  淳 (  〃  ) 
  巻幡 希子   〃 梅本  諭 (水質環境部) 
  藤本 嗣人   〃 和田  實 (総 務 部) 
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2.6 試験研究主要備品 

機器名 型式 数量
取得 
年月

価格

千円
機器名 型式 数量

取得 
年月 

価格

千円

赤外分光光度計 日本分光 Ａ-302 1 S.56.2 5,940 高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ 島津 LC-10A システム 1 H.7.7 10,290
ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ･ｶｳﾝﾀｰ ロイコ 227 1 S.57.3 5,650 ICP 用試料供給装置 島津UAG-1 ICP-HVG 1 H.7.8 7,220

ＣＨＮコーダー 柳本 高速ＭＴ-3 1 S.58.2 6,900 粒径分析器 
ＴＳＩＭＯＤＥＬ 
3934Ｃ 

1 H.7.8 12,875

超音波風向風速計 海上電気 ＤＡＴ-300 1 S.58.3 5,230 卓上型四重極 GC/MS 島津  ＱＰ-5000 1 H.7.8 8,198

電子スピン共鳴装置 日本電子 JES-RE2X 1 H.1.10 28,840 低バッ クグ ラ ウンド

放射能自動測定装置 
アロカ LBC-472-Q 1 H.7.10 7,622

超遠心機 日立 ＣＰ－70 1 H.2.3 8,991 ゲルマニウム半導体核

種分析装置 
東芝 FA3100 1 H.7.12 16,490

自動比色分析計 日立  Ｕ－4000 1 H.2.3 9,000 全自動細胞分析装置 
ＦＡＣＳＣａ 
Ｌｉｂｕｒ 

1 H.8.3 17,973

ゲルマニウム半導体核種

分析装置 
SEIKO EG&G 社 1 H.2.10 16,299 イオンクロマトグラフ 日本ﾀﾞｲｵﾈｯｸｽＤＸ-100 1 H.8.3 5,562

高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ HP 社 HP1090M 1 H.2.10 6,664 高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ 
(アミノ酸分析) 島津 LC-10A システム 1 H.9.3 9,038

誘導結合ﾌﾟﾗｽﾞﾏ発光分光

分析計（ICP） 
島津 ICP-2000 1 H.3.3 27,999 高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ 

（ｶﾙﾊﾞﾒｰﾄ分析） 
島津 LC-10A システム 1 H.9.3 9,064

超遠心機 日立 ＣＰ－56Ｇ 1 H.3.12 7,769 ｲｵﾝﾄﾗｯﾌﾟ型 GC/MS サーモクエスト GCQ 1 H.9.3 18,173
高度安全実験施設 日立 ＢＨラボユニット 1 H.4.1 33,533 高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ 島津ＬＣ-10ＡＶＰ 1 H.9.10 7,332

イオンクロマトグラフ 日本ﾀﾞｲｵﾈｯｸｽＤＸ-300 1 H.4.3 17,201 高速溶媒抽出装置 
日 本 ﾀ ﾞ ｲ ｵ ﾈ ｯ ｸ ｽ

ASE-200 1 H.10.1 5,244

蛍光プローブ定量用プレ

ートスキャナ 
cytofluor2350 1 H.5.9 6,180 自動溶出試験機 大日本精機 RT-3Std 1 H.10.7 22,296

Ｐ＆Ｔ装置付ＧＣ／ＭＳ HP5972A-5890Ⅱ 1 H.5.11 19,852 ＤＮＡシーケンサー 
パーキンエルマー 
ＡＢＩ310-20E 

1 H.10.11 8,977

イオンクロマトグラフ DX-300 1 H.5.11 19,776 液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ／質量分

析計 
サーモクエスト LCQ 1 H.11.3 40,320

セミクリーンルーム SC-B53TTS 1 H.5.11 20,600 高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ ＨＰ-1100 1 H.11.3 9,240
GC/MS(統合ソフトウエ

アー付) 
パ ー キ ン エ ル マ ー 

Ｑ910 1 H.6.3 5,720 ガスクロマトグラフ 島津 GC-17A 1 H.11.3 6,594

ガスクロマトグラフ 
ﾋｭｰﾚｯﾄﾊﾟｯｶｰﾄﾞ社 
HP5890A 

1 H.6.3 5,921 卓上型二重収束 GC/MS ＪＭＳ-ＧＣ Mate 1 H.11.3 23,999

高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ 島津 LC-10A システム 1 H.6.3 7,039 卓上型四重極 GC/MS ＪＭＳ-ＡＭ Ⅱ150 1 H.11.3 14,280
ATD 試料導入装置 ｷｬﾆｽﾀｰ試料導入 ATD400 1 H.6.3 10,193 電子顕微鏡 日立 Ｈ－7500 1 H.11.3 49,245

ICP 質量分析装置 CPU:DEC POEMS 1 H.6.3 53,864 高速溶媒抽出装置 
ダイオネックス 
ＡＳＥ-200 1 H.11.3 5,244

自記分光光度計 日立 Ｕ－3500 1 H.7.3 5,974 液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ／質量分

析計 

HP1100 
フィニガン AQA 

1 H.12.3 16,515

原子吸光分光光度計 日立 Ｚ－8270 1 H.7.3 6,952 モニタリングシステム アロカ MAR-21 1 H.13.3 8,019

蛍光自動測定装置 
MILLIPORE 
サイトフロー2350 1 H.7.3 7,539 リアルタイムＰＣＲ 

ABI PRISM 
7900HT-4 1 H.14.2 15,067

高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ HP 社 HP1050 1 H.7.3 10,722 液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ／質量分

析計 

Agilent1100 
LC/MSD システム 

1 H.14.3 27,835

原子吸光分光光度計 
日立 Ｚ－8270 
分析装置付 

1 H.7.3 14,627 Ｐ＆Ｔ高速ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ

／質量分析装置 

サーモクエスト 
HP2000(HS) 1 H.15.1 21,693

卓上型四重極 GC/MS HP 社 HP5972A 1 H.7.3 15,656 熱・光学炭素粒子分析装

置 

ｻﾝｾｯﾄﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ社 
ＣＡＡ-202M 

1 H.15.3 6,814

蛍光Ｘ線分析装置 理学 RIX-2000 1 H.7.3 22,999 ｷｬﾋﾟﾗﾘｰ電気泳動装置 大塚電子 CAPI--3300 1 H.15.3 6,562

全窒素自動測定装置 柳本 ＴＮ-301 1 H.7.3 7,622 ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ質量分析装

置(ﾍｯﾄﾞｽﾍﾟｰｽｻﾝﾌﾟﾗｰ付)

島津ＧＣＭＳ-ＱＰ

-2010 
1 H.16.3 15,729

全有機炭素測定装置 島津  ＴＯＣ-5000Ａ 1 H.7.3 8,029 蛍光微分干渉顕微鏡 
及びデジタル装置 

オリンパス 
ＢＸ61-34-ＦＬＤ-1 1 H.16.3 6,216 

ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ HP5890A シリーズⅡ 1 H.7.6 7,971 ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ質量分析計 ｱｼﾞﾚﾝﾄﾃｸﾉﾛｼﾞｰ 
5973iert 1 H.16.8 15,435 

誘導結合ﾌﾟﾗｽﾞﾏ発光分光

分析計（ICP） 
OPTIMA3000XL 1 H.7.6 25,544 融合ﾌﾟﾗｽﾞﾏ質量分析計 パーキンエルマー 

ELANDRC－E 1 H.17.3 16,989 

イオンクロマトグラフ DX-AQ1110 1 H.7.6 6,746 ゲル浸透ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ ジーエルサイエンス社

Gーprep８１００ １ H.18.6 5,880 

原子吸光分光光度計 
パーキンエルマー 
SIMAA6000 1 H.7.6 14,461飛液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ行時間

型質量分析計 Agilent１１００ １ H.18.6 39.900 

超ミニクロトーム ﾗｲﾍﾙﾄ ULTRACUT-R 1 H.7.7 5,613高分解能ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ質

量分析ｼｽﾃﾑ 
日本電子 
JMS－８００D １ H.18.11 69,982 

（注）購入価格 500 万円以上の備品を記載 
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2.7 予算・決算 
2.7.1 歳入 

 
 
 
 
 
 
2.7.2 手数料及び受託事業収入の内訳 
 

項      目 件      数 金      額 

 
水 質 検 査 

 
温 泉 分 析 試 験 料 

 
生 物 学 的 検 査 料 

 
毒 性 試 験 検 査 料 

 
その他保険点数表に掲げる 
名称の使用料及び手数料 

                      
10,204 件 

                      
               12 
                    
              18 
                  
                 2 
 
              91 

                                

 
37,256,800 円 

 
  753,200 

 
540,300 

 
  84,000 

 
 87,360 

     

計 10,327 38,721,660 

 
 
 
 
 
 
 
 

項    目 調  定  額 収 入 済 額  収 入 未 済 額  

（款）使用料及び手数料 40,421,241 円 40,421,241 円 0 円 

 （項）使用料 1,699,581  1,699,581  0  

  （目）衛生使用料 1,699,581  1,699,581  0  

 （節）財産使用料 1,699,581  1,699,581  0  

 （項）手数料 38,721,660  38,721,660  0  

  （目）衛生手数料 38,721,660  38,721,660  0  

（節）研究センター手数料 38,721,660  38,721,660  0  

      

       

（款）諸収入 1,345,242  1,345,242  0  

 （項）雑 入 1,345,242  1,345,242  0  

 

（目）雑 入 1,345,242  1,345,242  0  

  
  

（節）雑 入 1,345,242  1,345,242  0   

  

計 41,766,483   41,766,483 
  

0   
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2.7.3 歳出 

（単位：円） 

 
 

 
 

決      算      額 
予算科目 予算額 

人件費 旅 費 需用費 備品費 その他 計 

 研究センター職員費 708,317,518  704,287,744          704,287,744  

 健環研職員費   3,769,793  3,761,482          3,761,482  

 研究センター運営及び調査研究費 84,152,000  22,143,690  6,059,115  35,195,000    20,255,663  83,653,468  

 研究センター整備費 80,900,000      4,300,000  76,588,144    80,888,144 

 研究センター費小計 877,139,311  730,192,916  6,059,115  39,495,000  76,588,144  20,255,663  872,590,838  

 保健衛生指導費 5,327,674  4,686,330  547,169        5,233,499  

 結核予防費 400,000      400,000      400,000  

 感染症・ﾊﾝｾﾝ病等対策費 1,354,000    154,000  1,200,000      1,354,000  

 食品衛生指導費 31,289,000    758,000  17,699,600  6,018,000  6,812,682  31,288,282  

 水道法施行経費 1,850,000      1,850,000      1,850,000  

 動物愛護管理費 2,000,000        2,000,000    2,000,000  

 環境行政総合調整費 5,287,000      5,286,757      5,286,757  

 大気汚染対策費 17,888,000  1,799,855  1,069,000  11,038,000  3,879,750  69,000  17,855,605  

 自動車環境等対策費 1,710,000    305,000  1,010,000    395,000  1,710,000  

 水質汚濁対策費 21,428,500    1,194,000  16,153,000    4,081,500  21,428,500  

 廃棄物適正処理対策費 2,583,000    56,000  2,517,000    10,000  2,583,000  

 健康福祉事務所運営費 6,020,000      6,020,000      6,020,000  

 医療法等施行経費 181,000    20,000  161,000      181,000  

 薬事法等施行経費 6,390,000  1,634,678  204,000  3,200,000    1,348,900  6,387,578  

 水産公害対策推進費 800,000      800,000           800,000  

行政機関から依頼経費 

小        計 
104,508,174  8,120,863  4,307,169  67,335,357  11,897,750  12,717,082  104,378,221  

 合         計 981,647,485  738,313,779  10,366,284  106,830,357  88,485,894  32,972,745  976,969,059  
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３ 研究部の概要

3.1 企画情報部 

企画情報部では，県民の健康維持･増進に関連する

各種の要因を明らかにするための疫学的調査研究を

実施したほか，人材育成のための各種研修の企画調

整，また県民向けセミナーの開催や紀要，業務年報

及び広報誌の発行，ホームページ等を通じた県民へ

の情報提供など情報基盤の整備や図書文献，研究報

告等の収集整備を図った． 
また，研究課題や事業について所内各研究部及び

関連機関との調整や，健康･環境危機管理の情報窓口

として関係部局との連絡調整を行った． 
県立の食品衛生検査施設における GLP(食品検査

の信頼性確保業務)として，当研究センター，健康福

祉事務所(７検査室)，食肉衛生検査センター及び食

肉衛生検査所に対し内部点検，内部精度管理，外部

精度管理調査を実施した． 
3.1.1 情報の解析・提供 

(1) 兵庫県下の結核患者発生情報の解析 

 結核・感染症発生動向調査事業のうち，結核患者

発生情報に関する業務は企画情報部が行っている．

企画情報部ではこれらの情報を収集・解析し，所内

掲示板を利用して結果を関係者に供覧した．また，

結核予防計画策定の基礎資料を得るために結核罹患

率将来予測モデルを検討し，予測結果を本庁担当課

に報告した． 
ア 平成 17 年の結核罹患率（人口 10 万対）都道

府県別順位は，大阪府（38.4），東京都（29.9），
兵庫県（27.3）の順で，兵庫県は全国ワースト

3 位である． 
イ 結核罹患者の年齢階級別割合は，平成 10 年

に全体の 35%を占めた 70 歳以上の割合が平成

17 年には 47%と著しく増加した． 
ウ 平成 17 年の結核罹患率は尼崎市，神戸市，

芦屋，洲本，伊丹の順で高い． 
エ 結核罹患率の将来予測値を得るために，昭和

38 年～平成 17 年（43 年間）の結核罹患率デー

タを用いて複数の傾向線モデルによる予測を検

討した．予測値が実測値に最も適合したモデル

を用いて将来予測を行った結果，2010 年の結核

罹患率は 17.3 と予測された． 
(2) 健康増進計画策定に関するデータ解析支援 

 平成 17 年度に国がまとめた「生活習慣病対策の

推進について」ではメタボリックシンドロームの概 

念に着目した対策が特に注目されている．兵庫県は

この概念に基づいた「健康増進計画」を策定するた

めに県下市町の住民健診データや職域健診データを

収集し解析を進めている． 
 企画情報部は性，疾患治療歴，BMI，腹囲，血圧，

血糖，ヘモグロビン A1C，トリグリセライド，HDL-
コレステロール等の健診データから高血圧，高血糖，

糖尿病，高脂血症，メタボリックシンドロームを判

定する EXCEL プログラムを作成し，本庁担当課に

提供した． 

(3) 研究センター講演会の開催 

第５回健康環境科学研究センター講演会を，平成

19 年 2 月 21 日(水)に兵庫県中央労働センター大ホ

ール･視聴覚室で開催した．内容は，京都大学大学院

工学研究科教授内山巌雄氏の特別講演「一般環境の

アスベストによる健康リスクについて」，職員による

一般講演 3 題及びポスター展示で，参加者は 160 名

であった．    
(4) 研究発表会の開催 

 試験研究機関中期事業計画のもと平成 13 年度か

ら17年度までの5年間で取り組んできた調査研究項

目について発表会を開催した．研究センターの講堂

で，平成 18 年 8 月 28 日（月）から 30 日（水）まで

の 3 日間を費やして，31 題の発表を行った．参加者

は，関係機関の職員等で延 188 名だった． 

(5) 広報誌の発行 

その時々の話題などを取り上げ，当研究センター

の業務を県民に対して分かりやすく解説した広報誌

「健環研リポート」を年 2 回，各 2000 部発行し，

県民局環境課や健康福祉事務所（保健所）等に配置

して情報提供を行った．話題性を考慮し，特集記事，

トピックス，研究センター便りとして編集し，特集

として，第 12 号(平成 18 年 7 月発行)では “ヒート

アイランド現象･光化学スモッグの発生など夏の都

市環境の変化”，第 13号(平成 19年 1月発行)では“食

品の安全の確保について－表示の義務がある物質

－”を取り上げた。またトピックスとして，“VOC
（揮発性有機化合物）規制と PRTR(環境汚染物質排

出･移動登録)”，“黄砂と環境基準”について掲載す

るとともに研究センター便りとして“食中毒につい

て”と“放射能調査”を取り上げた．  
(6) ホームページの運営 

ホームページでは，感染症情報は毎週，花粉情報
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はシーズン中に週２回程度更新して県民に最新情報

を提供したほか，年報や広報誌等の出版物について

は，発行に合わせてその内容の全文掲載を行った．

その結果トップページへのアクセスは約 2 万件で，

感染症情報へは約２万 5 千件，花粉情報では約１万

３千件のアクセスがあった． 
3.1.2 研究課題等評価調整会議の開催 

平成 18 年度県立健康環境科学研究センター研究

課題等評価調整会議（内部評価委員会）の第１回会

議を 11 月 22 日に開催した．環境関係 12 課題，健

康関係 21 課題について事前評価，中間評価及び事

後評価を受けた．事前評価及び中間評価を受け採択

または継続を承認された研究課題は次のとおりであ

る． 
(1) 事前評価 

 企画情報部「県民の生活習慣病対策に関する疫

学的調査研究」 
(2) 中間評価 

ア 安全科学部「PBC 汚染物等の適正処理技術構

築及び施設管理に関する研究」 
イ 安全科学部「有害化学物質環境リスク評価の

地域特化と総合化に関する研究」 
 また事後評価を受けた 28 課題（健康･環境共通 2 
課題含む）は，次のとおりである． 
(1) 企画情報部「県民の健康に関する疫学指標と生

活習慣等の要因の関連性」等４課題 
(2) 感染症部「食品を介した感染症の微生物学的リ

スクアセスメント」等 9 課題 
(3) 健康科学部「新規規制物質に対応した残留農薬

のモニタリング検査」等３課題 
(4) 安全科学部「生体試料によるダイオキシン類暴

露モニタリング」等 2 課題 
(5) 水質環境部（兵庫）「高度浄化処理に伴う臭素系

消毒副生成物の分析法の確立と副生成物の挙動」

等４課題 
(6) 水質環境部（須磨）「瀬戸内海沿岸の環境浄化能･

汚濁蓄積特性の評価及び経済的環境評価に基づ

く環境保全･創造施策の提言に関する研究」等２

課題 
(7) 大気環境部「酸性雨･酸性霧の生態系、林産物及

び建築物･文化財への影響に関する研究」等３課

題 
(8) 安全科学部･水質環境部･大気環境部「不測の環

境汚染事故等に備えるための危機管理機能の強

化に関する研究」 

 なお，評価を受けた研究課題のうち 22 課題につ 
いては，健康環境科学研究センター外部評価専門委 
員会（所轄本庁）の評価を受けた． 
3.1.3  危機管理情報の受信と情報共有 

平成 18 年度,企画情報部で受信した危機管理情報

は 76 件であった． 

油類の流出事故は 50 件の報告があったが，オイ

ルマット，オイルフェンス等を用いた処理により，

重大な事態には至らなかった．このうち，11 件につ

いては交通事故により燃料や積荷が河川に流出した

事案であったが，タンクの破損や移し替え時の漏洩

などによる事案が 20 件，不法投棄が 2 件あった． 
薬品の流出事故の報告は 9 件あったが，平成 18

年 5 月に三木市で発生した塩化硫黄流出事故は，ト

ラックの横転事故によりドラム缶が破裂したために

生じた．当研究センターに河川水の分析依頼があり

対応したが，その結果は，河川の平常時のデータと

大きな変化がなく，周囲の状況も加味したうえで河

川への影響が少ないと判断された．その他には，タ

ンクの破損や移し替え時の漏洩などにより薬品が河

川に流出した事案が 4 件あった． 
魚の斃死の報告は 16 件あったが，排水や汚水な

どの流出に関する事案が半数を占めた。平成 18 年 5
月に新温泉町でおきた養殖場のイワナの斃死に関し

ては，当研究センターに農薬や重金属類の分析依頼

があり対応したが，結果は定量下限値未満で原因の

究明には至らなかった．  
3.1.4 GLP 信頼性確保部門業務 

 平成10年4月1日付「兵庫県の食品衛生検査施設に

おける検査等の業務管理要綱」(平成16年４月1日一

部改正)に基づき，当研究センター感染症部，健康科

学部及び大気環境部，検査室設置健康福祉事務所(宝

塚，加古川，社，龍野，柏原，豊岡及び洲本)並びに

食肉衛生検査センター，食肉衛生検査所(西播磨，但

馬，淡路)の計14施設に対して内部点検を実施すると

ともに，内部精度管理及び外部精度管理調査の結果

を確認及び評価し，検査等の信頼性確保を行った． 

平成18年度に実施した信頼性確保部門による内部

点検は，定期点検14施設，検査項目ごとの点検157

項目，内部精度管理に係る点検171項目，外部精度管

理調査に係る点検31項目であった．その結果，不適

合事項は24件で後日改善を確認した.また1件の改善

通知を行い，講じられた改善措置内容を確認した．

さらに、兵庫県食品衛生検査施設業務管理連絡協議

会（平成18年5月26日開催）において検査部門責任
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者・検査区分責任者及び食品衛生課長・食品衛生監

視員に対して，兵庫県の食品衛生検査施設における

ＧＬＰ体制の徹底・強化を要請した． 

平成18年度はGLP検査実施項目全容把握のため，

GLP検査実施項目数の8～10割の内部点検実施を目標

に点検を行った。その結果，検査項目ごとの点検に

ついて全体で前年より1.7倍増になり， 8割以上の検

査実施項目の内部点検実施を達成した. 

 

3.2 感染症部 

 2003 年以来の高病原性鳥インフルエンザ（Ｈ5Ｎ

1）の人感染は世界 12 カ国に拡大し，新型インフル

エンザとしての対応がさらに求められている．2007

年 1 月には宮崎県そして岡山県でニワトリにＨ5Ｎ1

が発生した．いずれの場合も早期の発見と迅速な対

処によってそれ以上拡がることなく収束した．同時

期に熊本県で衰弱して保護されたクマタカからＨ5

Ｎ1 が検出された．分離されたウイルスは何れも

2005 年に中国西部の青海湖で大量の渡り鳥を死亡

させたウイルスと同じ遺伝子型であったと報告され，

渡り鳥の関与がさらに強く示唆された．感染症部は，

Ｈ5Ｎ1 の他に蚊媒介性で専ら北アメリカ大陸で流

行している西ナイル熱，現在は沈静化している SARS

などの新興再興感染症に加えて各種病原体による感

染症ならびに食中毒に関する調査研究及び試験検査

を行うとともに，これらに関する技術指導，普及に

努めた．定点からの患者材料を対象に行った感染症

発生動向調査における細菌及びウイルスを中心とし

た病原微生物の検出結果は，定点からの患者発生情

報とその解析を合わせて「兵庫県感染症発生動向調

査週報」，「同月報」及び「同年報」として，本庁担

当課，健康福祉事務所及び関係医療機関等に対して

提供するとともに，ホームページを通して広く県民

に公開した． 

調査研究は，昨年度までに研究課題評価委員会で

認められた 9 課題は終了し，新たに 7 課題に取組ん

でいる．試験検査については，薬務課からの医薬品

安全確保対策事業に基づく血液製剤および医療用具

の無菌試験を実施した．生活衛生課から食品衛生対

策事業の一環として昨年度まで行っていた鶏卵およ

び液卵の細菌汚染実態調査と低酸性飲料の規格試験

は保健所が担当し，気密性容器包装食品のボツリヌ

ス菌およびボツリヌス毒素の検査は検査開始からほ

ぼ 10 年間一度も問題が発生しなかったことから，所

期の目的は達成したものと判断され，当部では業務

から外れた．今年度からは，これらに代えて最近問

題になっている輸入ナチュラルチーズからのリステ

リア菌の検査に取組むために，今年度は試験的に実

施した．食中毒発生に際しては，病原体を特定する

と同時に病原細菌においてはパルスフィールド電気

泳動を中心にした遺伝子解析，ウイルスについては

冬季を中心に原因の多くを占めるノロウイルスに対

してリアルタイム PCR による遺伝子検出及びシーク

エンスによる遺伝子解析を行うことによって，感染

源及び感染経路を速やかに特定した．今年度はノロ

ウイルスによる嘔吐下痢症の立ち上がりが早く特に

感染症としての患者発生が目立った．これらの情報

は本庁担当課等に提供し，県が行う衛生行政を技術

的に支援した．厚生労働省委託事業の内，ポリオ，

日本脳炎およびインフルエンザに関する調査研究に

参加した．また，検査精度の向上と確保のため，県

下の登録衛生検査所に対して，HBs 抗原及び HCV 抗

体検出を目的とした外部精度管理を実施した． 

Ｈ5Ｎ1 については発生国での感染を疑う患者に

ついて，国立感染症研究所と連携しつつ PCR 法およ

びウイルス分離による行政検査を行い，検査要請に

対応した．また，新型インフルエンザについては感

染症発生動向調査による人からのウイルス分離と，

流行予測調査および系統発生調査保存事業による豚

からのウイルス分離に加えてカモからのウイルス分

離を行うことによって監視を続けた．さらに感染研

を中心にした文科省科学技術振興調整費による研究

班に参加し，野鳥からのウイルス分離を実施した． 

3.2.1 調査研究 

(1) 県内におけるウエストナイルウイルス（WNV）

の監視について 

ウエストナイル熱はアメリカ大陸において患者，

死者数共に深刻な事態となっており、国内への侵入

が危惧されている感染症である．本テーマでは，県

内への WNV の侵入を監視し，検査体制を事前に備え

ることを目的として，県内市街地の媒介蚊の生息状

況を調査し，媒介蚊および死亡鳥の WNV 保有監視を

行った． 

ア 県内における媒介蚊の分布状況 

今回実施した県内 4 市街地における蚊の捕集

状況から，人口密度の高い神戸，宝塚地区は，

ヒトスジシマカ，アカイエカが優占種であり，

比較的人口密度が低く市街地周囲に田園地帯が

広がる社，福崎地区はコガタアカイエカが占め

ることが明らかとなった．ウエストナイル熱発
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生時には，これらの地域の特徴に応じた蚊の発

生源防除対策を講じれば，より効率が良く有効

な防除が可能となることが考えられた． 

イ 県内市街地における媒介蚊および野鳥の WNV

保有監視 

   平成 18 年 7 月から 10 月までの計 10 回，県内

の 4 市街地（当研究センター，宝塚，社，福崎

健康福祉事務所敷地内）で蚊の捕集調査を行な

った．6 月から 10 月までは，当研究センターに

て定点捕集調査を実施した．捕集された 3,477

匹について WNV 検査を行ったところ WNV は検出

されなかった．また，平成 18 年 5 月に東播磨県

民局管内の海岸で発生した鳥（ミズナギドリ）

の大量死事例の死亡鳥 2 検体について WNV 検査

を行ったところ検出されず，県内への WNV の侵

入は確認されなかった．  

(2) 重症の呼吸器感染症を引き起こすウイルス，ク

ラミジア迅速診断法の確立 

肺炎などの重症の呼吸器感染症の流行時に，その

病原体を迅速に診断できる検査手法を確立する. 

ア マルチプレックス PCR 法を検討し、肺炎等の

呼吸器感染症患者からの検体に適用した．その

結果 19 名の患者からヒューマンメタニューモ

ウイルスを検出した．患者は 2006 年 3 月から 5

月に発生し、遺伝子配列を調べたところ 2 つの

遺伝子型が存在した．成人での感染例も見られ

た．同じ手法で RS ウイルスが９名の患者から検

出され,冬季のみでなく,8月から10月にも陽性

例が見られた． 

イ 通常、アデノウイルスの分離には HEp-2 細胞

（HeLa 細胞）等が汎用されている．我々は A549

細胞の方が HEp-2 細胞よりも、細胞の維持が容

易で検出感度も良いことを示した． 

ウ アデノウイルスとコクサッキーB 群ウイルス

の重複感染検体からウイルスを分離すると,一

方が増えて他方が培養中に検出できなくなって

しまう例を示した．アデノウイルス感染症が臨

床症状等から疑われる症例からコクサッキーウ

イルス B 群のみが分離された場合、PCR 等の手

法でも検討する必要があると考えられた． 

(3) 結核菌の分子疫学解析による感染実態調査 

結核対策の一環として，接触者の二次感染防止と

感染者の早期発見によって結核の蔓延防止を図るこ

とを目的として以下のことを実施した． 

ア 患者とその濃厚接触者、また既に加療中の患

者から分離された結核菌を制限酵素断片長多型

性（RFLP）分析することによって結核菌を分類

した．また，併せて反復配列多型(VNTR)分析法

による分類の有効性を検討する． 

イ 健康福祉事務所から検査依頼のあった菌株の

同定および薬剤感受性試験を実施する．   

その結果，以下の成果が得られた． 

(ｱ) 結核菌の RFLP分析およびVNTR分析による

分類の有効性  

       平成 18 年度に県内の 7健康福祉事務所(龍 

野，加古川，明石，社，洲本，和田山，赤穂)

から分析依頼のあった 28 菌株のうち 26 菌株

について，RFLP 分析および VNTR 分析を用い

て解析した．VNTR 分析は MIRU(Mycobacterial 

Interspersed Repetitive Unit）12 領域，

ETR(Exact Tandem Repeats) 4 領域，および

QUB (Queens University of Belfast) 12 領

域の計 28 領域について検討し，各菌株の反復

配列数を求めた． 

ａ  健康福祉事務所の調査で疫学的に患者間

の接触が疑われた 6 事例のうち 4 事例は、

RFLP および VNTR のいずれにおいても菌株

間に関連性が認められ、同一菌による患者

の感染が考えられた。また、他の 2事例は

菌株間に関連性はなく、患者間の感染は否

定された。 

ｂ  患者から分離された26菌株はRFLPで 19 

の型に VNTR では 21 の型に分類された．ま

た，RFLP と VNTR の結果を比較すると，同

一の RFLP パターンを示す菌株のうち疫学

的に関連性がある菌株では VNTR も同一で

あったが，RFLP パターンが同一の菌株や類

似した菌株で，患者間の関連性がない菌株

では VNTR は異なっていた． 

ｃ  VNTR 分析を行った 26 菌株のうち，疫学 

的に関連性がない 22 菌株について，28 領

域の DI 値（菌株識別値）を求めた．その結

果，各領域の DI 値は 0から 0.91 の範囲で

あり，領域によって大きな違いがみられた． 

ｄ  VNTR に基づいた WARD 法（正規化）によ 

る 26 菌株のクラスター解析の結果，県内の

分離株は大きく 2 つのクラスターに分類さ

れた．また，クラスター解析によって，RFLP

に比べて類似した菌株の群別化ができるた

め，県内の分離株の分類が可能であった． 
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今後，VNTR 法により，分離株を迅速に解析

していくためには，MIRU 等の領域の選択な

どについて，さらに検討が必要である． 

(ｲ) 菌株の同定および薬剤感受性試験 

ａ  明石健康福祉事務所から同定依頼された 

1菌株は結核菌(M.tuberculosis)と同定さ

れた． 

ｂ 龍野，明石，社，赤穂健康福祉事務所か

ら 5菌株の薬剤感受性を依頼された．その

結果，1 菌株はSMに耐性，1 菌株はINH，RFP

，SM，EB，KM，TH，LVFX，SPFX，CPFXに耐

性であった．その他の3 菌株は，試験した

薬剤に対して感受性であった． 

(4) 兵庫県における動物由来感染症対策のための

動物感染症サーベイランスおよび検査手法の確

立に関する研究 - ペットショップおよび学校飼

育鳥のオウム病クラミジア調査 

 地球温暖化による生態系の変化，食生活の多様化

やライフスタイルの多様化に伴って増加あるいは新

たに発生することが考えられる．動物を感染源とす

る種々の感染症の検査体制を構築すると共に，動物

での保有状況を調べて，今後の動物由来感染症対策

の一助とする． 

18 年度はオウム病について検査法の検討を行い，

ペットショップや学校飼育鳥について同病原体の保

有状況を調査した． 

ア PCR 法によるオウム病クラミジア遺伝子検出

に作成された 3 種類プライマー(MOPS，16sRNA

および Omp-1 遺伝子を増幅領域とする)の比較

では，MOPS 遺伝子増幅にデザインされたプライ

マーが特異性や検出感度が高いことが確かめら

れた． 

イ 県内の小学校 2 施設，幼稚園 1 施設およびペ

ットショップ2施設で飼育されていた60羽から

糞便検体を採種し，PCR 法でオウム病クラミジ

ア遺伝子の検出を行った．その結果，2 施設の

ペットショップで採種した 5 検体が同遺伝子陽

性(陽性率 8.3%)であった．陽性となったのはセ

キセイインコ4羽，ジュウシマツ1羽であった． 

ウ この結果、今後ペットショップから感染が拡

大することも予想され，このような施設への指

導が必要となることから，動物愛護センター職

員に対して，PCR 法による鳥類のオウム病クラ

ミジア検査法についての技術移転を行った． 

(5) ノロウイルス食中毒対策の一環としての生カ

キの衛生確保対策の推進 

感染が拡大傾向にあるノロウイルスの感染源の 1

つである生カキによるノロウイルス食中毒の防止対

策として，健康福祉事務所や農林事務所と共に生カ

キの養殖段階での汚染低減下策について検討し，生

カキによる食中毒防止の一助とする． 

18 年度は前回のテーマ実施時に見つけた現象で

ある，養殖カキのカキ棚における養殖深度別のノロ  

ウイルス汚染状況を確認する． 

ア 平成18年 10月～同19年 2月に4か所の生食  

 用カキ養殖海域で，1 海域あたり 2 か所のポイ

ントにおいて，水深 2m および 5m のカキを毎月

1 回採取し，合計 80 検体のカキを得た． 

イ 赤穂および龍野健康福祉事務所の食品衛生監

視員が，採取したカキから中腸腺を摘出した．

同一ロットのカキ10個体の中腸腺と1検体とし

て，凍結後に当センターに搬入した． 

ウ 摘出した中腸腺からのノロウイルス検出は，

現在実施中である． 

(6) 細菌感染症における分子疫学的解析による調

査研究 

 細菌感染症，特に細菌性食中毒事例についてパル

スフィールドゲル電気泳動（ＰＦＧＥ）を中心とし

た遺伝的多型解析法を事例の疫学的解析に応用する

ことにより疫学事象を解明して，感染症の拡大防止

ならびに以後の流行予防に役立てることを目的とす

る． 

ア 腸管出血性大腸菌（EHEC）による散発事例の

疫学的解析                      

腸管出血性大腸菌感染症の発生に伴って搬

入された腸管出血性大腸菌 69 株について，

PFGE による解析を行った．県内の患者から分

離された 38 株の O157 は 24 種類の PFGE 型に，

また31株のO26は 9種類のPFGE型に分類され

た。O157 感染事例で PFGE パターンが一致した

事例が 2例あり，うち 1事例は発生地域が異な

り，発生時期が 1 ヶ月以上離れていた． 

イ 健康保菌者から分離されたS. Infantisの菌

型解析 

   健康保菌者から分離された S. Infantis 1

株について PFGE を実施し，過去に分離された

S. Infantis 鶏肉由来株 16 株及び健康保菌者

由来株3株とのDNA切断パターンを比較した結

果，鶏肉由来株と切断パターンが一致した． 

ウ PFGE の標準化及び画像診断を基板とした分
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散型システムの有効性に関する研究 

国立感染症研究所との共同で PFGE の標準化

及び画像診断を基板とした分散型システム(パ

ルスネット)の有効性に関する研究を行った． 

(7) セレウリドの検出と薬剤耐性菌の分子疫学に

よる実態調査 

ア 腸管出血性大腸菌感染症の薬剤耐性 

腸管出血性大腸菌感染症の発生に伴って搬入

された EHEC69 株の薬剤耐性状況は，O157 の 38

株中 7 株，O26 の 31 株中 9 株が耐性を示した．

耐性の内訳はアンピシリン 12 株，カナマイシン

7 株，テトラサイクリン 12 株，ホスホマイシン

8 株，ST 合剤 3 株であった． 

イ 家畜由来の腸内細菌における ESBL 産生菌の

分離状況 

牛 106 頭，豚 46 頭の腸内細菌について ESBL

産生菌を調査した結果，6株の ESBL 産生菌を検

出した．PCR 法による耐性遺伝子からいずれも

CTX-M 型であった． 

3.2.2 試験検査 

(1) 血液製剤の無菌試験 

生物学的製剤基準についての告示に基づく

医薬品安全確保対策事業として，血液製剤の

無菌試験を実施した．県内の赤十字血液セン

ターから2回収去された人赤血球濃厚液，洗浄

人赤血球浮遊液，新鮮凍結人血漿，人血小板

濃厚液の4項目についてそれぞれ5検体を，お

よび白血球除去人赤血球浮遊液の5検体を対

象とした．2回の合計45検体について検査を行

った結果，細菌および真菌ともに陰性であり，

生物学的製剤基準に適合していた． 

(2) 医療用具の無菌試験 

（1）と同じ事業として県下の工場で製造された医

療用具 5検体について無菌試験を行った．その結果，

細菌および真菌ともに陰性であり，医療用承認基準

に適合していた． 

(3) 輸入ナチュラルチーズのリステリア菌の 

検査 

食品衛生対策事業の一環として輸入ナチュ

ラルチーズについて，リステリア菌 

（L.monocytogenes）の検査を行った．その結

果，検査を実施したシュレッドチーズ16検体

からリステリア菌は検出されなかった． 

(4) 結核菌の依頼試験 

健康福祉事務所から検査依頼のあった同定試験お

よび薬剤感受性試験をそれぞれ実施した．同定依頼

された１菌株は M.tuberculosis に該当した．また，

薬剤感受性試験の結果は，1 菌株は SM に耐性，1 菌

株は INH，RFP，SM，EB，KM，TH，LVFX，SPFX，CPFX

に耐性であり，その他の 3 菌株は試験した薬剤に対

して感受性であった． 

(5) その他の細菌に関する依頼検査 

 依頼により健康福祉事務所（保健所）で分離され

た病原菌の血清型，毒素，パルスフィールドゲル電

気泳動分析等を行った．また，平成 17 年度に運営要

綱が定められた耐塩素性原虫検討会のクロスチェッ

ク要領に基づき，県内の検査機関で検出された原虫

の画像データについて，クロスチェックを行った． 

(6) 感染症発生動向調査におけるウイルス検査（下 

痢症およびインフルエンザを除く） 

平成18年度に263名から採取された300検体中か

ら 117 件でウイルス，1 件でリケッチア,２件で肺炎

マイコプラズマを検出した．同定されたウイルスは

アデノウイルスが 4 種類の血清型（1 型, 2 型， 3

型， 5 型）と同定された．エンテロウイルスは 3種

類の血清型（コクサッキーウイルス A群 16 型，エン

テロウイルス 71 型，エコーウイルス 18 型）と同定

された． 

肺炎を引き起こすことで知られるRSウイルスが6

月～平成 19 年 2 月に 9 名，同じく肺炎起因ウイルス

であるメタニューモウイルスが4月と5月に合計16

名から検出された．ライノウイルスは 2 名から検出

された． 

急性肝炎を発症した幼児の血漿から HHV6 を検出

した． 

(7) 集団発生におけるインフルエンザ検査 

 2006/2007 年流行シーズンで 1 月末に集団発生が

報告された 4 施設(加古川 2 施設と社 2 施設)の 22

名から採取されたスワブから 3 株の A ソ連型を分離

した．何れも社 HC 管内の小学校および幼稚園の検体

であった． 

(8) 感染症発生動向調査におけるインフルエンザ 

検査 

 平成 18 年度に採取されたスワブ 54 検体から A ソ

連型 3株，A香港型 14株とＢ型 24株の合計 41株（分

離率 76%）のインフルエンザウイルスが分離された．

A ソ連型分離株は,ワクチン株 A/ニューカレドニア

/20/99 のフェレット感染血清（ホモ抗体価 1:1280）

に対して 1:40～160 を示し明らかに抗原性が変異し

ていた．Ｂ型分離株はすべて B/ブリスベン/32/2002



兵庫県立健康環境科学研究センター業務年報 第 6 号，2007  

- 13 - 

あるいは B/マレーシア/2506/2004 フェレット感染

血清に反応するビクトリアタイプであった． 

(9) 平成 18 年度ポリオ感染源調査（厚生労働省感 

染症流行予測調査） 

 ポリオ根絶計画の一環として標記の調査を加古川

健康福祉事務所の協力のもとに実施した．0～5 歳の

男女 69 名（男 43 名，女 26 名）からのウイルス分離

を実施したところ，ポリオウイルスは分離されなか

った．  

(10)HIV および B 型、C 型肝炎ウイルス検査 

県下の健康福祉事務所で採血し，当所に検査依

頼された HIV 抗体スクリーニングおよび確認検査，

B 型肝炎 s 抗原，C 型肝炎検査結果は以下のとお

りである． 

ア 605 血清検体について HIV 抗体，HBs 抗原

及び HCV 抗体の検査依頼があった． 

イ 平成 17 年度から HIV 抗体スクリーニング

検査は，健康福祉事務所が迅速法を用いて実

施しており，当所はスクリーニングで陽性と

なった検体，職員の健康診断等についての検

査を担当している．今年度に検査依頼があっ

た 244 検体のうち，237 件はスクリーニング

検査ですべて HIV 抗耐陰性であった．また，

健康福祉事務所から 7件の HIV 抗体確認検査

依頼があり，このうち 4 件が HIV 抗体陽性で

あった． 

ウ HBs 抗原検査は 244 検体について実施し，2

検体が陽性であった． 

エ HCV 抗体検査は 251 検体について実施し，

13 検体が陽性で，この陽性検体について

RT-PCR 法(アンプリコア HCV v2.0，ロシュ･

ダイアグノスティク)により HCV 遺伝子検査

を行い，4件が陽性であった． 

(11)市販生食カキのノロウイルス検査 

 「兵庫県食の安全安心条例」の事業として，生

カキのノロウイルス基準策定の可能性を検討す

るために，市販生食用カキ 300 検体の試買調査を

行い，現在検査を実施している． 

(12)集団感染症および食中毒の感染源、感染経路 

調査(集団嘔吐下痢症患者からのノロウイルス 

の検出) 

 健康福祉事務所から依頼された 115 事例の集団

嘔吐下痢症において，原因微生物追求のため

1,366 検体(患者便，患者吐物)を検査した．ノロ

ウイルスが検出された 101 事例のうちで遺伝子型

GⅠが単独で検出されたのは 1 事例，GⅡ単独は 99

事例，GⅠと GⅡが同時に検出されたのは 1 事例で

あった．ノロウイルス陰性の 14 事例中 1 例では A

群ロタウイルスが検出された． 

(13)集団感染症および食中毒の感染源、感染経路 

調査(感染症検査定点における下痢症ウイルス 

調査) 

ア 23 名の小児下痢症患者から下痢症起因ウ

イルスの検出を行った． 

イ ロタウイルス，アデノウイルスは検出され

ず，16 検体からノロウイルスを検出した．検

出ウイルスの遺伝子型はすべて GⅡであった． 

(14)平成 18 年度日本脳炎感染源調査（厚生労働省 

感染症流行予測調査） 

 日本脳炎の発生を未然に予測し、その予防対策を

効果的に行うため，6 ヶ月未満の豚血清中の日本脳

炎ウイルスに対する赤血球凝集抑制（HI）抗体を測

定し，日本脳炎ウイルスの活動状況を調査した．血

清は，7 月から 9 月にかけて 7 回にわたり採取し，1

回当たり 11 頭，合計 77 頭を供試した． 

ア 7 月 11 日，8月 2 日，11 日，29 日の調査では，

日本脳炎ウイルスに対する HI 抗体は検出され

なかった． 

イ 9 月 5 日の調査で今シーズン初めて HI 抗体

（11 頭中 11 頭（100％））が検出された．また，

そのうちの 1頭（9％）は 2ME 感受性抗体であっ

た． 

ウ 9 月 21 日，27 日の調査では，全頭（100％）

で HI 抗体が検出された．また，これらのうち

11 頭中 1 頭（9％）が 2ME 感受性抗体であった． 

(15)平成 18 年度新型インフルエンザウイルスの出 

現監視を目的とした感染源調査（厚生労働省感染 

症流行予測調査） 

 新型インフルエンザウイルスの出現監視を目的と

して，県内産の豚の鼻腔スワブからインフルエンザ

ウイルスの分離を行った．7 月から 3 月にかけて毎

月約 10 頭，合計 101 頭を供試した．その結果，すべ

ての検体からインフルエンザウイルスは分離されな

かった． 

(16)平成 18 年度新型インフルエンザウイルス系統 

調査・保存事業（厚生労働省） 

 新型インフルエンザウイルスの出現が予測される

ウイルス株のうちワクチン製造や検出キット等の作

製に必要な株を事前に収集し，迅速なワクチンの生

産や検査キットの供給を可能にすることを目的とし
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て，感受性動物である鳥や豚からインフルエンザウ

イルスの分離を試みた． 

ア 冬季に県内のため池に飛来した水鳥（ヒドリ

ガモ，オナガガモ，ホシハジロ等）の糞便 177

検体について発育鶏卵を用いて分離を試みた．

その結果，いずれの検体からもインフルエンザ

ウイルスは分離されなかった． 

イ 県内の豚から採取した鼻腔スワブ 30 検体に

ついて MDCK 細胞を用いて分離を試みたところ，

いずれの検体からもインフルエンザウイルスは

検出されなかった． 

(17)国内に飛来する野鳥における鳥インフルエン 

ザの生態調査 

感染症を国内に持ち込む恐れのある野鳥の飛行ル

ートを解明し，国内への侵入を監視する目的で行わ

れる，文科省科学技術振興調整費「野鳥由来ウイル

スの生態解明とゲノム解析」研究班(代表，山田章雄

感染研獣医科学部長)のサブテーマとして，野鳥にお

ける鳥インフルエンザウイルスの分離を行った．10

月から翌年 1 月にかけて兵庫県内で採取したカモ類

の糞 171 検体からウイルス分離を試みた．その結果，

A 型インフルエンザウイルス 4 株とニューカッスル

病ウイルス 1 株を分離した．A 型は H3N8 が 3 株と

H10N3 が 1 株であった．  

(18)感染症発生動向調査週報患者情報分析 

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律（感染症法）」並びに「兵庫県感染症予防

計画」に基づき，県内の感染症発生動向調査が継続

的に実施されている．基幹地方感染症情報センター

が当部に設置されていることから，政令市を含む県

下の医療機関からの感染症患者情報を分析し週報と

して保健所，市町，医師会，医療機関等に還元する

とともに，ホームページを通じて広く県民に公開し

ている．週報対象疾病についてはインフルエンザが

県下 199 定点から，小児科対象の 13 疾病が 129 定点

から，眼科対象の 2 疾病が 35 定点から，病院対象（基

幹定点）の 5疾病が 14 定点から毎週保健所を通じて

報告される．平成 18 年は延べ約 14 万人の患者報告

があり，毎週各疾病の発生状況を分析してコメント

及びグラフ化した発生状況を掲載した週報を 52 報

発行した． 

(19)感染症発生動向調査月報患者情報分析 

上記の週報対象疾病と同様に月報対象疾病につ

いても情報分析を行っている．月報対象疾病につい

ては性感染症の 4 疾病が県下 46 定点から，病院対象

（基幹定点）の 3 疾病が 14 定点から毎月保健所を通

じて報告される．平成 18 年は延べ約 3000 人の患者

報告があり，毎月各疾病の発生状況を分析してコメ

ント及びグラフ化した発生状況を掲載した月報を

12 報発行した．なお，従来月報は週報の中に記事と

して掲載していたが，平成 18 年 4月から月報として

独立して発行し，トピックス記事を掲載する等の内

容充実を図った． 

(20)感染症発生動向調査年報患者情報分析 

感染症法の対象疾病である１類～５類感染症（全

86 疾病）のうち，全数把握の疾病（58 疾病）につい

ては県内すべての医療機関からの患者発生届出を，

定点把握の疾病（28 疾病）については県内に指定さ

れた医療定点（全 293 定点）からの報告を保健所を

通じて集計・解析し，各種感染症の動向に関してコ

メントを付し年報として保健所，市町，医師会，医

療機関等に還元するとともに，ホームページを通じ

て広く県民に公開している． 

 平成 18 年の全数把握疾病報告患者数は，１類感染

症は報告がなく，２類感染症は細菌性赤痢 16 名，

腸チフス 1 名，パラチフス 1 名であった．３類感染

症の腸管出血性大腸菌感染症 166 名であった．４類

感染症は E 型肝炎 1 名，Ａ型肝炎 21 名，オウム病 2

名，つつが虫病 4 名，デング熱 1名，日本紅斑熱 1

名，マラリア 3 名，レジオネラ症 20 名，レプトス

ピラ症 1名であった．５類感染症はアメーバ赤痢 45

名，ウイルス性肝炎(Ｅ型肝炎及びＡ型肝炎を除く) 

26 名，急性脳炎(ウエストナイル脳炎及び日本脳炎

を除く) 5 名，クロイツフェルト・ヤコブ病 5 名，

劇症型溶血性レンサ球菌感染症 7 名，後天性免疫不

全症候群 48 名，ジアルジア症 2 名，梅毒 22 名，破

傷風 3 名，バンコマイシン耐性腸球菌感染症 1 名で

あった．レジオネラ症（H17：8 名→H18：20 名）及

び後天性免疫不全症候群（H17：26 名→H18：48 名） 

の報告数の増加が目立った．（以上，平成 19 年 4 月

11 日現在の把握数） 

 平成 17 年の兵庫県感染症発生動向調査年報を編

集し，冊子として発行した． 

 

 

3.3 健康科学部 

健康科学部では，以下の３項目に関する調査研究， 

試験検査および研修指導を行い，県民の安全で安心 

な生活を確保するための施策の推進に寄与してい 

る. 
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(1) 「食の安全と安心の確保」のための試験・研究  

(2) 医薬品の規格及び不正使用についての試験検査 

(3) 花粉飛散調査，衛生害虫及びカビ等の調査・研

究 

食品の試験検査は，主に「兵庫県食品衛生監視指 
導計画」による収去検査である．農産物・食肉中の

残留農薬，残留動物用医薬品，食品中の食品添加物，

カビ毒やアレルギー物質，遺伝子組換え食品および

家庭用品中の有害物質等について試験研究を行った．

医薬品の試験検査は「薬務課監視指導係年間監視計

画」に基づいて実施した． 
突発的な食品の事件・事故等が発生した場合は， 

日常業務や調査研究等で培った試験検査技術を駆使

して，そのつど有益なデータを提供した．迅速な原

因解明を行うことで，県民の「食」の安全確保に寄

与した． 
県のアレルギー性疾患対策の一環として，花粉症 

予防のために花粉飛散時期に毎日の飛散花粉数およ

び予測をホームページに掲載した．県民からの苦情

等においても，カビおよび衛生害虫等の試験検査を

行うなど，県民の「生活」の安心確保に努めた． 

厚生労働省の委託事業として，｢残留農薬一日摂取 

量実態調査｣および｢医療用後発医薬品再評価品質規

格策定事業｣を実施した. 研修指導については，健康

福祉事務所検査担当者等を対象に実施した． 

3.3.1 調査研究 

(1) ポジティブリスト制の導入に対応した残留農

薬等の多成分一斉分析法の検討 

ア 農産物中の残留農薬分析 
平成 18 年度は，農薬 457 種及び代謝物 43 種

をスクリーニング分析の対象とした．県生活衛

生課依頼のモニタリング検査では，農産物 199
検体中，しゅんぎく 1 検体から残留基準値を超

過したカルベンダジムが検出され，流通が禁止

された．また，国産の野菜 5 検体から適用外使

用が疑われる農薬が検出され，農家の指導のた

めに生活衛生課を通じて農林水産部に情報提供

した． 
今年度新たに標準品を入手した農薬 5 種及び

代謝物 5 種に，一斉分析法が適用できることを

確認し，平成 19 年度の検査項目に追加する．ま

た，LC/TOF-MS を確認試験に活用するため，

正イオン化法で 147 種，負イオン化法で 29 種の

農薬について，精密質量と保持時間のデータベ

ースを作成した． 

イ 畜水産物中の残留農薬分析 
厚生労働省から通知された GPC を用いた多成

分一斉分析法の追試を行い，農薬及び代謝物155
種に適用できることを確認した．このうち，食

肉に残留基準値が設定されている農薬 102 種及

び代謝物 9 種を分析対象として，県生活衛生課

の依頼で国産食肉 12 検体のモニタリング検査

を行った結果，定量限界値（0.01ppm）以上の

残留は認められなかった． 
稲に散布する農薬が稲わらを経由して家畜に

蓄積される可能性があるため，生活衛生課を通

じて農林水産部に調査を依頼した． 
ウ 畜水産物中の残留動物用医薬品分析 

テトラサイクリン類 4 種，サルファ剤 18 種及

びキノロン剤 11 種の一斉分析法を開発した．平

成 18 年度は県生活衛生課の依頼で，輸入食肉 15
検体及び輸入えび 15 検体について，動物用医薬

品 35 項目のモニタリング検査を実施した．その

結果，残留は認められなかった． 
エ マーケットバスケット方式による一日残留農  

 薬摂取量調査 

国民栄養調査の地域別摂取量をもとに，食品を

14 群（I 米類，II 穀類・芋類，III 砂糖・菓子類，

IV 油脂類，V豆・豆加工品，VI 果実類，VII 緑黄

色野菜，VIII 淡色野菜・海藻類，IX 酒・嗜好品

類，X 魚介類，XI 肉・卵類，XII 乳・乳製品，XIII

調味料，XIV 飲料水）に分けた後調理し，GC/MS，

LC/MS を用いて 500 種の農薬を分析し，一日摂取

量を調査した．定量限界値(0.01ppm)を超えた農

薬とその食品群を下表に示す． 

ADI：一日許容摂取量 対 ADI 比は体重 50kg で計算 

食 品 群 
VII  

緑黄色野菜 

VIII  淡色 

野菜・海草類 
XI  肉・卵類 

農 薬 ニテンピラム カルベンダジム エトキシキン 

種 類 殺虫剤 殺菌剤 飼料添加物 

濃 度

(ppm) 
0.012 0.011 0.011 

一日摂取量 

(μg) 
1.00 1.97 1.07 

ADI(mg/ 

kg 体重/日) 
0.53 0.03 0.06 

対 ADI 比 

(%) 
0.004 0.13 0.036 
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(2) 健康食品に含まれる医薬品成分の試験法の確  

 立 

健康食品に医薬品成分が不法に添加されることが

あり，その摂取による健康被害が問題となっている．

医薬品成分の不法添加を監視するためには，迅速で

正確な分析法が必要であることから，添加のおそれ

のある成分について試験法を開発した．平成 18 年度

は以下の２成分の試験法を確立した． 

ア  ヨヒンビンの迅速分析法 

ヨヒンビンは強壮作用を持つ植物アルカロ

イドである．滋養強壮を謳った健康食品への不

法添加が報告されており，副作用である血圧上

昇や動悸などが問題となる．健康食品の試験法

として GC/MS による迅速分析法を開発した．試

料にメタノールを加えてヨヒンビンを抽出し，

GC/MS で分析することにより定性と定量が可能

であった．クリンアップなどの前処理が不要な

ことから，１試料当りの所要時間は１時間程度

であり，迅速な分析が可能となった． 

イ マジンドールの簡易分析法 

マジンドールは食欲抑制作用を有する向精

神薬であり，薬物依存性があるため，使用は厳

しく規制されている．ところが，ダイエット効

果を謳った健康食品への不法添加が認められ

ており，健康被害が報告されている．マジンド

ールの分析には通常 HPLC が用いられるが，健

康食品においては共存成分の妨害などが問題

となる．このため，健康食品の簡易分析法とし

て GC/MS による方法を開発した．試料のアセト

ン抽出液をキャピラリーカラム GC/MS で分析す

ることにより，マジンドールは他成分の妨害を

受けずに，良好に測定できた．確立した試験法

では，アセトン抽出のみで試験溶液が調製でき

るため，簡易法として有効と考えられる． 

(3) アレルギー物質含有食品（特定原材料検査）の

試験法の検討 

種類が膨大な数となる加工食品について，食品の

性状及び加工状況等による検査への影響を検討し，

検査の実効性向上を目的とする． 
ア 検査法の抽出効率に関する検討 

粉砕時の条件による特定原材料（そば）の抽

出効率をみるため，加工程度が低く，「そば｣を

含むことが確認されている「そーめん」につい

て，検討を行った．試料の粉砕には公定法に表

記されている粉砕器を用いた．回転数を一定に

し，10 秒×１回～40 秒×５回の範囲で８段階

の条件設定により粉砕し，そば抗原タンパクを

測定した結果，測定値に差は認められなかった．

この粉砕条件設定の中で，10 秒×１回～20 秒

×１回（３段階分）までは，目視で明らかに顆

粒の認められる粉砕程度であった．ところが，

振とう抽出後には，いずれの検体も抽出液内で

泥状となっており，粉砕程度にかかわらず，抽

出液が浸とうし，十分にそば抗原タンパクが抽

出されたものと考えられた． 

3.3.2 試験検査 

(1) 穀類，野菜，果実等の残留農薬試験  

食品衛生対策事業の一環として，残留農薬の基準

を超える農産物がないかどうかを調査し，その安全

性の確保を目的とした．平成 18 年 5 月に農薬等のポ

ジティブリスト制が施行されたことに対応し，検査

対象項目を 490 種に拡大し，試験検査を行った．試

料は県内で流通している穀類，野菜，果実等を，健

康福祉事務所が収去した 199 検体であった．その内

訳は国内産品が116検体，輸入品が83検体であった．

違反品となったのは殺菌剤カルベンダジムが基準を

超えて検出されたしゅんぎくの１検体だけであった．

また，基準値内で検出された残留農薬の数は延べ（１

検体から複数の農薬が検出される場合がある）222

であった． 

(2) 国産食肉の残留農薬試験 

食品衛生対策事業の一環として，県内に流通予定

の国産食肉の残留農薬試験を行い，食品衛生行政の

推進に活用した．検体は，食肉衛生検査センターが

収去した国産の牛肉 4検体，豚肉 4検体，鶏肉 4検

体，合計 12 検体であった．含窒素系農薬 43 種類を

含む 111 種類の農薬およびその代謝物を検査対象項

目とした．残留農薬はいずれの検体からも検出され

なかった． 

(3) 畜水産食品等の残留医薬品試験 

食品衛生対策事業の一環として，県内に流通予定

の畜水産食品等に残留する抗生物質，合成抗菌剤お

よび合成ホルモン剤の試験を行い，畜水産食品の安

全確保に貢献した． 

各健康福祉事務所が収去した輸入食肉（牛肉，豚

肉，鶏肉）および輸入エビ等計 30 検体についてテト

ラサイクリン類 4 項目を含む合計 33（牛肉について

は 35）の残留医薬品の検査を行った．試験結果は，

残留基準値を超えるものはなかった．  

(4) 輸入柑橘類等の防かび剤試験 
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食品衛生監視事業の一環として，県内に流通して

いる輸入柑橘類に使用されている防かび剤の試験を

行い，食品衛生行政の推進に活用する試験検査であ

る．健康福祉事務所が収去したグレープフルーツ，

レモン，オレンジ等計 15 検体についてチアベンダゾ

ールなどの防かび剤４種類の試験を行った．ジフェ

ニルはいずれの検体からも検出されなかった．OPP

は 1 検体から，チアベンダゾールは 6 検体から検出

されたが，基準値（OPP およびチアベンダゾール共

に基準値は 10ppm）を超える違反はなかった．イマ

ザリルは 11 検体から検出されたが，基準値 5.0ppm

を超える違反はなかった． 

(5) 輸入食品における指定外添加物等の試験   

輸入食品が日本の基準に適合しているかどうかを

確認するために，収去した輸入食品の食品添加物を

調査した．輸入食品（チョコレート，ジャム，麺類

等）70 検体について， TBHQ（指定外添加物），ポリ

ソルベート（指定外添加物），着色料 36 種類（指定

外着色料 24 種類および日本で使用許可されている

12 種類），保存剤のソルビン酸，パラオキシ安息香

酸メチル（指定外添加物）および甘味料のサイクラ

ミン酸（指定外添加物）等を検査した．検体は全て

日本の基準に適合していた． 

(6) 米の成分規格試験 

食品衛生対策事業の一環として，県内で生産した

米のカドミウム試験を行い，食品衛生行政の推進に

活用した．健康福祉事務所が収去した新米 35 検体の

玄米について，原子吸光光度計を用いてカドミウム

の含有量を測定した．米中のカドミウム濃度範囲は

0.01ppm 未満から 0.41ppm の値であり，いずれも基

準に適合していた． 

(7) ピーナッツ等のカビ毒(アフラトキシン)試験 

食品衛生監視事業の一環として，県内に流通して

いる輸入ピスタチオナッツ等について，カビ毒（ア

フラトキシン）の試験を行い，食品衛生行政の推進

に活用した． 

健康福祉事務所が収去したピーナッツバター，ピ

スタチオナッツ，香辛料(ナツメグ)等 60 検体につい

てアフラトキシン(B1,B2，G1及び G2の 4 種)の試験を

行った． 

試験結果は，ナツメグ 8 検体中 2 検体からアフラ

トキシン B1が検出されたが，基準値 10ppb を超えて

ものはなかった．また，アフラトキシン B1が検出さ

れた検体のうち 1 検体からからは，同時にアフラト

キシン C2も検出された．ピーナッツバター10 検体中

2 検体から，またパプリカ 1 検体からもアフラトキ

シン B1が検出されたが，いずれも基準値以下であっ

た．  

(8) 重要貝類等毒化点検調査 

毒化貝類による公衆衛生及び産業上の危害を防止

するために，兵庫県近海貝類の毒化状況の調査を行

った．検査した貝類は麻痺性貝毒の試験ではアサリ

35 検体，マガキ 18 検体の計 53 検体であった．下痢

性貝毒の試験ではアサリ 14 検体，マガキ 18 検体で

あった．結果は，アサリ 9検体から麻痺性貝毒が検

出された．そのうち 5検体は規制値を超えていたた

め，貝類の毒力が低下するまで，貝類の採取が禁止

された．マガキについては麻痺性貝毒及び下痢性貝

毒のいずれも規制値以下であった．  

(9) 器具・容器包装の規格試験 

食品衛生対策事業の一環として，県内に流通して

いる食品用器具，容器等について調査試験を行い，

食品衛生行政の推進に活用した．ガラス製品，陶磁

器およびホウロウ製品の計 30 検体の容器について

鉛とカドミウムの溶出試験を行った．試験結果は，

いずれも基準に適合した． 

(10)食品用洗浄剤の規格試験 

食品衛生対策事業の一環として，県内に流通して

いる食品用洗浄剤（野菜，果実及び飲食器の洗浄に

用いる）の試験を行い，違反品の発見，排除に寄与

し，食品衛生行政の推進に活用した．健康福祉事務

所が買い上げた食品用洗剤 10 検体について，重金属

や蛍光増白剤等の規格試験を行った．試験結果は，

いずれも基準に適合した． 

(11)家庭用品(繊維製品)の試買試験 

家庭用品に対する安全対策の一環として，県内に

流通している衣類について，皮膚に障害を起こすホ

ルムアルデヒドの試験を行い，違反品の発見排除に

寄与し，安全性の確保を図った．健康福祉事務所が

買い上げたよだれかけ，下着，おしめ，おむつカバ

ーなど計 50 検体と，収去したよだれかけ 3 検体につ

いて，ホルムアルデヒドの試験を行った．試験結果

は，よだれかけ 4 検体の他はすべて基準値以内で，

適合していた．  

(12)医薬品及び医療用器具等の一斉監視指導の実 
施に伴う試験 
厚生労働省の指示による全国一斉の取締り調査に

参加し，規格に適合しているかどうかの収去試験を

実施した．医薬品の内服固形剤 2 検体の溶出規格試

験，化粧品 20 検体の保存料パラベン類の含量規格
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試験およびコンタクトレンズ 1 検体の品質規格試験

を行った．検査した医薬品等は全て規格に適合して

いた．  
(13)遺伝子組換え食品検査  

遺伝子組換え作物を利用した食品には表示が義務

化されており，遺伝子組換え作物の利用の有無につ

いての表示違反を調査した．大豆およびきな粉等 15

検体と，スイートコーン，ポップコーン等トウモロ

コシ 15 検体について除草剤耐性や害虫抵抗性の 6

遺伝子の検査を行った．大豆 4 検体で，除草剤耐性

遺伝子の混入が認められた（検出量された最大量は

0.45%）．表示義務は全原材料中重量が上位 3 位以内

で，かつ食品中に占める重量が 5％以上のものであ

ること（平成 13 年 3 月 21 日厚生労働省通知）から，

全ての検体が表示義務に適合していた．  

(14)アレルギー物質を含む食品の検査 

 加工食品において含まれるアレルギー物質の表示

に係る違反等の監視・指導を開始し，県内に流通す

る加工食品中のアレルギー物質（小麦，そば，乳，

落花生，卵）の検査を行った．そば粉，そうめん，

加熱食肉製品および菓子類等合計 10 検体につき試

験を行ったが，表示に違反するものはなかった． 

(15)空中飛散花粉の観測と情報の提供 

県下７カ所の健康福祉事務所検査室（宝塚，加古

川，社，龍野，豊岡，柏原，洲本）及び当研究セン

ターの８観測点で，年間を通じて大気中の飛散花粉

の観測を実施した， 
調査対象花粉は，スギ科，ヒノキ科，カバノキ科，

イネ科，キク科（ブタクサ属，ヨモギ属，アキノキ

リンソウ属）等，主として花粉症の原因として報告

のあった花粉である． 
観測結果については，当部で取りまとめ「兵庫県

の花粉情報」として健康生活部健康局疾病対策課，

各健康福祉事務所及び日本気象協会関西支社に情報

提供すると共に，当研究センターホームページで一

般公開（年間アクセス件数は、約 13,000 件）した． 
神戸市内では，平成 18 年のスギ・ヒノキ科花粉の

飛散開始日は 2 月 13 日，飛散終了日は 5 月 25 日で

飛散時期は 102 日間であった．平成 18 年中に当セ

ンターで観測した飛散花粉は，スギ科，ヒノキ科，

カバノキ科，イネ科，キク科等の飛散総数は

7773.5(個/cm2)であった．この量は平成 17 年の約半

分の量であった． 
(16)確認等の試験検査 

違反の疑いがあると指摘のあった食品および健康

福祉事務所等からの苦情による依頼検査を行った. 

ア チョコレートケーキ中の異物検査 

苦情の申し出による食品中の異物の検査を行

った． 

異物はカビ（Penicillium aurantiogriseum）

と同定した． 

イ セアカゴケグモの同定 

阪神北県民局の依頼により，住民の届け出の

虫の同定検査を行った.オオヒメグモの雌の成

体と同定した． 

ウ ミネラルウォーター中の異物 

白色および黒色の綿状浮遊物の中から，真菌

（Penicillium sp および Trichodema viride） 

を検出した． 

 (17)その他の試験検査 

ア 医療用医薬品の品質再評価に係る溶出試験 

厚生労働省の委託により，医療用医薬品の品

質を確保するために溶出試験法及び規格を策定

した． 
平成 18 年度は，フルタミドやエピリゾール

などの 11 製剤について公的溶出試験規格案の

妥当性検証に関する試験を行った．設定された

溶出試験規格は，中央薬事審議会の承認を得た

後，日本薬局方外医薬品規格第３部に収載され

る． 
イ 医薬品・医薬部外品の製造販売承認申請書の

妥当性審査 

本庁薬務課に提出された医薬品や医薬部外品

の製造販売承認申請書における規格や試験法並

びに安定性に関する妥当性を評価した．書類審

査した９品目は，規格や試験法などは適切であ

り，妥当性が認められた． 

 

 

3.4 安全科学部 

安全科学部は，有害化学物質及び産業廃棄物によ

る環境汚染に関する試験研究及びこれらに関する技

術指導等の業務を行っている． 
 調査研究については，有害化学物質環境リスク評

価の地域特化と総合化に関する研究，環境・生体中

における残留性有害化学物質モニタリングと環境影

響評価に関する研究をはじめ 4 課題を，試験・調査

については，水質汚濁防止法及び大気汚染防止法に

基づく常時監視，モニタリング，立入検査に加え，

ダイオキシン類対策特別措置法に基づく発生源調査
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等を実施している． 
3.4.1 調査研究 

 (1) 有害化学物質環境リスク評価の地域特化と総

合化に関する研究 

POPs 条約対象物質，内分泌撹乱化学物質，農薬，

PRTR 法指定化学物質など，人や生態系への影響が

懸念される微量有害化学物質の環境リスクについて，

地域に対応しかつリスクを総合的に評価することを

目的に研究を実施した． 
ア 暴露評価環境調査（大気環境） 

大都市圏の阪神地域，工業基盤を有する播磨   
  地域，自然環境豊かな但馬地域・淡路地域に 8

地点を選定し，揮発性有機化合物 42 種につい

てPRTR排出量と大気環境濃度により分類を行

い，地域による排出状況と検出状況の整合性の

特徴を明らかにした．また，工業地域の環境リ

スクを検討するために東播磨臨海工業地帯に立

地する事業所周辺の環境濃度を測定し，汚染傾

向を把握するとともに，既存の健康影響評価情

報を用いることにより地域における環境リスク

について評価を行った． 
イ 暴露評価環境調査（水環境） 

農村地域の環境負荷を検討するために北播磨

地域を選定して，89 種類の水田農薬について流

出特性を調査し，農薬が高頻度で使用される時

期に連動したモニタリングの有用性を明らか

にした．また，都市地域における化学物質負荷

のモデルとして，陰イオン界面活性剤 LAS や

フッ素系界面活性剤の都市河川における挙動

を調査し，下水道を経由しない負荷の影響を示

すとともに，陰イオン活性剤に関するこれまで

の長期モニタリングデータの統計解析から，

LAS の環境リスク低減には 85%以上の下水道

整備が必要であることを明らかにした． 
ウ 分析法開発 

PRTR 指定化学物質の農薬 5 種類，PCB 代替

絶縁油のジイソプロピルナフタレンなど 6 種類，

フッ素系界面活性剤の PFOS，PFOA などにつ

いて，GC/MS，LC/MS による高感度分析法を

確立した．また，酵母ツーハイブリッド法， 
ELISA キットなどを河川水のエストロゲン様

活性測定や農薬測定に適用し，有用性を検討し

た． 
(2) PCB 汚染物等の適正処理技術構築及び施設管理

に関する研究 

 PCB 廃棄物処理に関しては，PCB 特別措置法に

より平成 28 年 7 月までの処理義務が定められ，早

急な処理施設整備と処理の実施が必要となっている．

しかし，液状 PCB 廃棄物以外の PCB 汚染物につい

ては，保管実態・性状が把握されておらず，処理技

術が確立していないことから，PCB 汚染物等の適正

な処理技術の研究を実施した． 
これまでに，液状物以外の PCB 汚染物の種類お

よび保管方法を把握するとともに，簡易分析法を開

発し前処理とクリーンアップの迅速化を行った．さ

らに，昨年度に引き続き環境に優しいシクロデキス

トリン化合物を用いた PCB の処理技術構築のため

に基礎実験を行った． 
(3) 環境・生体中における残留性有害化学物質モニ

タリングと環境影響評価に関する研究 

県民の不安解消のため，高蓄積性，長期残留性，

長距離移動性など生態系への影響が懸念される

POPs 等有害化学物質の環境影響評価のための基礎

データを提供することを目的として，研究を実施し

た． 
ア 動態把握のためのモニタリング 

大気については，ローボリウムエアサンプラー

法により県下 3 地点において継続的な濃度レベ

ルの把握を行った．水質についても，県下河川の

濃度レベルの把握を行った． 
イ 生体試料における異性体分布の把握 

京都大学との共同研究により，水質と二枚貝の

濃度と異性体分布の把握を行い，濃縮率などの

算出を行なった．また，血液試料の分析を行い，

血清中異性体分布の把握を行った．  
ウ 臭素系有害化学物質の新たな発生源情報 

水処理薬剤（塩化第二鉄）中に不純物として， 
PCB（＃126）の他に臭素と塩素が置換した有

害化学物質が含有されている事を明らかにした．

現在その異性体情報について解析を行なってい

る． 
(4) 不法投棄など緊急時対応のための廃棄物性状

解析および環境影響に関する研究 

廃棄物諸問題の解決に有効に活用できる科学的知

見の策定を目的として，廃棄物の発生源情報や性状

及びその環境影響等に関する実態の把握とその情報

の整理，データベースの構築，分析手法の検討等を

行った． 
 不法投棄物等の持ち込み試料の分析，廃棄物排出

事業者への立入調査とサンプリング・分析，不法投
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棄現場への現地調査による状況確認・サンプリン

グ・分析を随時行い，それらのデータ整理を行った． 

 
3.4.2 試験検査 

(1) 公共用水域及び地下水の水質測定 

水質汚濁防止法第 16 条の規定に基づき策定され

た「平成 18 年度公共用水域及び地下水の水質測定

計画」に従って監視調査を行った． 
公共用水域では，河川環境基準点及びその他河川

地点計 43 地点を対象に，健康項目については，PCB
ではその中の24地点年２回（うち1地点は年1回），

トリクロロエチレン等 14 物質では環境基準点年６

回，その他河川地点年４回，また要監視項目につい

ては，イソキサチオン等 23 物質では環境基準点年

１回，の頻度で測定を行った．また，底質中 PCB
については，河川８地点，海域 43 地点で調査を行

った．調査の結果では，今年度新たに環境基準値を

超過した地点はなかった． 
地下水では，定点観測 65 地点，定期モニタリン

グ 163 地点について，環境基準項目及び要監視項目

の調査を実施した．以前から汚染が明らかになって

いる定期モニタリング以外には新たな基準超過地点

はなかった． 
(2) 有害大気汚染物質環境モニタリング調査(大気

環境部と分担して実施) 

 大気汚染防止法及び環境の保全と創造に関する条

例に基づき，県下の有害大気汚染物質の環境濃度を

調査した． 
 一般大気環境 5 地点，固定発生源周辺１地点及び

道路沿道 1 地点において，環境基準項目 4 項目（ベ

ンゼン，トリクロロエチレン，テトラクロロエチレ

ン，ジクロロメタン）,要監視項目 2 項目（塩化ビニ

ルモノマー,アクリロニトリル）を含む 12 物質の大

気中濃度を月 1 回測定した．その結果，環境基準項

目及び要監視項目については，すべての地点で環境

基準値及び指針値を下回った． 
(3) 工場立入調査  

水質汚濁法に基づく立入検査検体について，揮発

性有機化合物を対象とした 43 検体，PCB を対象と

した 3 検体の立入検査の検体を分析した．その結果，

排水基準超過事業場はなかった． 
(4) ダイオキシン類対策特別措置法に基づく立入

検査 

ダイオキシン類対策特別措置法に基づいて，排ガ

ス中のダイオキシン類濃度の立入検査を行った．排

出ガスについて，一般ゴミ，木屑，紙屑，廃プラス

チック等を焼却する廃棄物焼却炉 10 施設を検査し

た．いずれの施設も排出基準以内であった．排水は

４事業場，４検体を検査し，いずれも排水基準内で

あった． 
(5) 外因性内分泌撹乱化学物質環境調査  

人の健康や生態系への影響が懸念されてい

る外因性内分泌攪乱化学物質（いわゆる「環境

ホルモン物質」）について，全県的な環境調査

を実施し，今後の適切な対応策に資することを

目的として調査を行った． 
 水質・底質では，PCB，ノニルフェノール，4-t-
オクチルフェノール，ビスフェノール A 等 8 物質お

よび 17βエストラジオール，エストロゲン様活性（い

ずれも水質のみ）について，県下 13 河川（PCB に

ついては 15 河川）で調査した．その結果，PCB 他

8 物質については，いずれも水質，底質ともに，全

地点において，定量下限未満（ND）または過去に

おける環境省，国交省調査結果の範囲内であった．

エストロゲン様活性についても，濃度分布は昨年度

の結果に概ね合致した． 
大気に関しては， PCB，ヘキサクロロベンゼン

の 2 物質を対象に，6 地点で調査した．両物質とも

に全地点で検出されたが，環境省調査結果の範囲内

であった． 
(6) 土壌・地下水汚染対策調査 

平成９年度に施行された水質汚濁防止法第 14 条

の３で規定された「地下水の水質の浄化に係る措置

命令等」により，地下水汚染地区でのテトラクロロ

エチレン等の高濃度汚染個所において浄化対策の指

導とともに浄化経過を把握するための観測を継続し

て実施した． 
また，以前から土壌ガス吸引，もしくは土壌ガス

吸引と地下水揚水の併用による浄化を実施している

3 地区で継続した調査を行った．3 地区ともに浄化

開始当初と比較すると汚染物質濃度は減少傾向にあ

るが，浄化が完了したと判断されるには至っていな

い． 
(7) ゴルフ場農薬関係調査 

ゴルフ場で使用される農薬による水質汚濁の未然

防止を図るため，ゴルフ場からの排出水中の農薬の

実態把握と，ゴルフ場が多数立地する河川の下流へ

の影響を把握するための調査を実施した． 

春季 11 ゴルフ場，秋季 11 ゴルフ場の排出水及び

これらの排出水の流出先である6水系河川（24地点）
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で，環境省が暫定指導指針を定めた農薬 45 成分及び

兵庫県で独自に上乗せした 13 成分の検査を行った． 

その結果，春季には延べ 4 検体から延べ 4 物質，秋

季には延べ４検体から延べ 3 物質が検出されたが，

いずれも国が定めた暫定指導指針値の超過は見られ

なかった．また，河川からは全 24 地点で春季，秋季

ともに検出されなかった． 

(8) ベンゼン等有害大気汚染物質発生源調査 

大気汚染防止法に規定する指定物質のうちベンゼ

ン等について，発生源周辺での実態調査を行った．

東播磨地域（加古川市，高砂市）では，事業所敷地

内及び敷地境界濃度と事業所周辺環境濃度，西播磨

地域（たつの市）では事業所周辺環境濃度の調査を

行った．また，指定物質以外では，塩化ビニルモノ

マー及び 1,2-ジクロロエタンについて事業所周辺

の環境濃度測定を行った． 
(9) 特別管理産業廃棄物等監視事業 

 廃棄物の適正な処理を確保するため，事業場にお

ける特別管理産業廃棄物の監視，特別管理産業廃棄

物を排出する可能性のある排出事業場の調査，苦情

や不法投棄等による調査等の観点から，Cd，Pb，水

銀等の重金属及び農薬等化学物質の分析を行った． 
(10)化学物質環境汚染実態調査 

 人や生態系への多様な影響が懸念されている化学

物質について，環境汚染の実態を明らかにするため

の調査を行った． 
分析法開発調査では水系でアラクロールと PAP，
LC/MS 系でフェンバレレート，2,4-D，ベノミルの

計 5 物質，初期環境調査（水系）ではα‐シペルメ

トリンなど６物質，詳細環境調査（水系）ではジイ

ソプロピルナフタレンなど 2 物質群，初期環境調査

（大気系）では 2－(ジ－ｎ－ブチルアミノ)エタノー

ル，詳細環境調査（大気系）では 2,6－ジクロロベ

ンゾニトリルなど 2 物質について，分析法の開発や

環境試料の測定を行い，汚染レベルを把握すること

ができた． 
(11)水田農薬河川調査 

水田から流出した農薬について，公共用水域に至

るまでの挙動や，公共用水域の水質への影響を把握

するための調査を実施した．多可郡加美町を流れる

多田川・杉原川流域の 4 河川地点で，殺虫剤 22 種，

殺菌剤 25 種，除草剤 42 種の合計 89 種類の農薬に

ついて，約 10 ヶ月間の継続調査を行った．全体と

して，殺虫剤７種，殺菌剤 6 種，除草剤 15 種の計

28 種類が検出され，農薬散布時期に集中して使用さ

れた農薬成分が検出される傾向が強く表れた．また，

下流部では，上流部からの農薬流出の影響が軽減さ

れていることが認められた．これ以外に，殺虫剤の

水田への空中散布時に，周辺大気の農薬濃度及び水

路など水域の濃度を測定し，周辺環境での農薬の挙

動を調査した． 
 
 
3.5 水質環境部 

水質環境部では，公共用水域の水質等の常時監視，

工場・事業場排水の監視，水道水，温泉についての

試験検査及びこれらに関連する事項についての調

査・研究・技術指導を行っている． 
公共用水域の水質については県環境審議会に諮っ

た測定計画に従って常時監視を実施した．海域の富

栄養化対策のために栄養塩類の動態把握に努め，広

域総合水質調査では，近隣府県と調査時期や手法を

あわせて調査を行い，大阪湾や播磨灘の効果的な水

質評価を行った．さらに，総量規制に基づく陸域か

らの栄養塩類の排出実態調査及び負荷量削減指導を

行った．事業場排水については，本年度の排出規制

基準超過事業場はなかったが，昨年度の排出規制基

準超過事業場の確認試験を実施し，改善効果を確認

した．また，人工干潟をモデルとし，微生物等を活

用した直接浄化技術の開発や土地利用形態の違いに

よる水域への流出特性に関する研究などの調査研究

を行った． 
水道水については有害物質等による健康被害を未

然に防止し，安全で快適な生活環境を確保するため

の試験検査及び調査研究を行うとともに，県内の水

道原水中の化学物質の高感度迅速分析及び浄水処理

工程での低減化，有害微量金属類による飲料水汚染

に対応した高感度迅速分析法の研究に加え「兵庫県

水道水質管理計画」に基づく監視地点の水質監視モ

ニタリングを実施している．また，県内の水質検査

機関の外部精度管理調査とそれに伴う分析技術の研

修指導を実施した． 
さらに，自然・健康志向の高まりによる温泉利用

施設の拡充に沿った温泉資源の保全と適正利用のた

めの調査研究を実施している． 
3.5.1 調査研究 

(1) 微生物等を活用した海域及び底泥の直接浄化

技術の開発 

瀬戸内海では，昭和 46 年に「瀬戸内海環境保全

特別措置法」が制定されて以来，COD の総量規制の
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ような陸域の汚染源からの汚濁負荷の削減がなされ

てきた．このことは赤潮発生件数の減少に認められ

るように一定の成果を挙げたが，近年は汚濁負荷削

減から予期される改善効果を得ることが困難になっ

ている．よって，視点を海域側に移し，生態系を修

復することで栄養塩類の物質循環を円滑化し環境改

善を図ることを目的とした． 
これまでの調査結果から生物の生息を脅かす

最大の問題は貧酸素化であることが明らかとなった．

未だ大型藻類の定着が認められない人工干潟内にあ

って，先行して定着が認められる底生付着藻類は食

物連鎖の上位生物への飼料となり物質循環への栄養

塩類の取り込みに関与することで水質浄化に寄与す

る一方，光合成による酸素の放出は貧酸素化の緩和

への可能性が期待される． 
本研究ではこのように人工干潟の環境改善におい

て重要な役割を果たし得る付着藻類の現存量につい

てクロロフィル-aを指標としてモニタリングを行っ

た．また，干潟において水質浄化に寄与する二枚貝

であるアサリを指標種として底生生物への影響もあ

わせて検討した． 
4 月以降，光量の増加および水温の上昇に伴って

付着藻類量は増加し，9 月に最高値である 59μ

g/g(乾泥)となり，付着藻類の酸素生産による貧酸素

化の改善が期待された．一方，アサリの個体数およ

び湿重量は 7 月に人工干潟内の合計値としての最高

値（154 個体，114g）となって以降，9月にかけて急

減（47 個体，78g）した．外部からの貧酸素水の流

入の影響が大きく，現状の人工干潟内での付着藻類

量では対応できないことが主な原因であると考えら

れた．溶存酸素（DO）の連続観測結果からは夜間に

は藻類は呼吸のみ行うため夜明け前に DO が最低値

を示し，日照不足時には酸素放出量が減少すること

が認められた． 
アサリの減少を防止することはできなかったが，

全滅は阻むことができたことから，他の技術との併

用により水質改善機能の向上が期待できると考えら

れる．また，藻類の性状を考慮して環境改善に応用

していくことが重要であることが示されたことから，

今後の付着藻類応用技術の現場への適用のための基

礎となる知見を得た． 

(2) 土地利用形態の違いによる水域への流出特性

に関する研究 

兵庫県における農地からの汚濁流出に関する基本

情報を得るため，ぶどう畑における水収支と共に，

非作付期と作付期におけるため池水質の比較を行っ

た． 

加西市において調査を実施したブドウ畑の水収支

を明らかにするため，簡易型ライシメ－タ－（1m X 1m 

X 1m）をブドウ畑に隣接した空き地に設置した．傾

斜はブドウ畑と同じ 3 度とし，敷地内の土壌をライ

シメ－タ内に 80cm の深さまで入れブドウの苗木を

植えた．表層 0cm および最下部に採水用のパイプを

入れて，チュ－ブによりポリタンク等に接続し，流

出水を貯留した． 

調査は 2006 年 1 月から 2007 年１月まで実施し，

週 1 回の頻度で回収し流出量を測定した．降水量は

ブドウ畑に隣接した空き地に転倒マス型雨量計を設

置し，デ－タ記録装置によりデ－タを記録保管した．

なお，2006 年 6 月から 2007 年 8 月の期間は，貯留

用容器が転倒したため測定できなかった． 

 年間降水量は 1,455mm であり，１月から 6 月まで

は464mm，8月から1月までは527mmの降水量であり，

欠測期間以外では 991mm となった．この間のライシ

メ－タ－からの流出をみると，表層からの流出，す

なわち表面流出は観測されず，全て下部からの流出

となった．下部からの流出量は，期間の前半が 305mm，

後半が 393mm の計 698mm であった．降水量に対する

流出量の割合を求めたところ，流出率は 0.71 となっ

た． 

 次に，農村地域の水循環を明らかにするため，明

石のため池群における水質調査を非作付期と作付期

に実施した．調査対象のため池群は，兵庫県明石市

西部の松陰，松陰新田，鳥羽新田の 3 グル－プのた

め池群（ため池の数はそれぞれ 5，11，2）において，

非作付期間中の 2006 年 12 月と作付期間中の 2007

年 6 月に調査を実施し，全窒素と全リンの特徴を調

べた．2 回の調査を通じて濃度が大きく変化したの

は下流側に属し，全リン濃度が高いため池群であり，

全リン濃度が大きく増加していた．一方，12 月に全

リンが 2mg/L と最も濃度の高かった鳥羽新田地区の

平池は，他のため池とは異なり，全リンはやや増加

を示した．いずれにしても下流側に位置するため池

群の栄養塩濃度は高く変動も大きいことが示され，

流域の土地利用の影響が大きく反映される結果とな

った． 

ぶどう畑の水収支を把握すると共に，ため池水質

の作付け期および非作付け期の比較を行うことで，

土地利用形態の違いによる水域への流出特性に関わ

る基本情報の基礎的な知見を提供した． 
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(3) 地理情報システム等による兵庫県の流域環境

情報統合化に関する研究 

兵庫県における流域を単位とした水環境について，

自然的要因と社会的要因の情報を総合的に把握し，

兵庫県全域の河川情報データの整理を行い，県民に

とって分かりやすい形での情報提供を行う．そのた

めにバックグランドとなる水質データをとりまとめ

ることとし，平成 18 年度においては，環境基準項目

でもあるフッ化物イオンについて，兵庫県内の濃度

分布の特徴について明らかにすることとした． 

採水は，1999年度から2001年度の3年間に行い，

人為的な水質汚濁の影響を受けていない兵庫県内の

渓流河川を対象とした．調査地点は，原則として 5

万分の 1 地形図に示された河川の最上流地点とし，

現場で人家，電線，田畑の有無などを確認し，影響

のない上流で採水をし，持ち帰って冷蔵保存した．

採水日の前に降水の影響による増水等がないことを

確認した．採水した資料の総数は 777 試料であり，

円山川上流の一部を除いて，兵庫県全域を網羅した． 

分析前に 0.22μm のフィルタ－でろ過しイオンク

ロマトグラフ法によって，ふっ化物イオンを分析し

た． 

 最大値は 1.32mg/L，最小値は 0.01mg/L 以下，平

均値は 0.06mg/L，中央値は 0.05mg/L となった．ヒ

ストグラムは，低濃度側に偏る対数正規分布に近い

パタ－ンとなった．777 検体のうち，環境基準の

0.8mg/L を超過した地点は 3 地点で 0.3%を占めるの

みであった．0.5 mg/L～0.8mg/L は 4 地点であり，

報告下限値の0.05mg/L以下は345地点とほぼ半数近

くであった．一般に，フッ化物イオンの起源は，環

境中に広く分布し，平均地殻は 625mg/kg と 13 番目

に多く，海水中には 1.4mg/L と高濃度に含まれてい

る．また，飲用水中の 1mg/L 以上の濃度が，歯フッ

素沈着症状の NOAEL（無毒性量，化学物質の毒性試

験で悪い影響が見られない最大用量のこと）とされ

るが，兵庫県内の渓流水中のフッ化物イオン濃度に

ついては一部を除いて低濃度であることが明らかに

なった． 

 フッ化物イオン濃度の分布では，高濃度の地点は

兵庫県南部の六甲山系渓流水であり，東六甲山系の

宝塚市とおよび西宮市域に偏在している．調査地点

の流域には人為的な汚濁源は一切ないため，高濃度

のフッ化物イオンは自然起源である．六甲山系の地

質は花崗岩であるが，大きく領家帯に属する布引花

崗閃緑岩（新幹線神戸駅周辺）と新規の六甲花崗岩

からなり，六甲花崗岩はその岩相によって東部の芦

屋川花崗岩と中・西部の摩耶花崗岩に区分される．

渓流水のフッ化物イオン濃度は岩帯の分布と一致し

芦屋川花崗岩と関係していた． 

兵庫県がこれまで蓄積してきた貴重な流域環境情

報を，一元的に整理統合し，解析･評価するための基

礎的な知見を提供した． 

(4) 水生生物を用いた山林植生の環境影響評価 
近年広葉樹（特にブナ林）が環境に優しいといわ

れ，植林が盛んとなっている．その理由として，広

葉樹林での落ち葉量の多さによる保水効果以外にも

その流出水が河川及び海域に良好な影響を与え，生

態系維持に効果があるとされている． 

 未知の微量栄養成分を別として，落ち葉由来の水

溶性成分にこの効果があると考えると，水生生物及

びその幼生の成長に重要なミネラル（Ⅱ価鉄，微量

金属等）を容存状態のまま維持することが海域の生

態系維持ひいては豊かな瀬戸内海の復活に重要な因

子と考えられる．今年度は腐植成分の評価方法，特

に抽出方法について検討した． 

試験試料として，市販の腐植土を入手し，風乾後，

手で揉み，径 2mm 未満の篩い分けし調整した．溶出

方法は次の 4通り，①国際法（IHSS 法）に準拠した

0.1MのNaOH溶液で４時間振とう抽出，②同様に0.1M

のNaOH溶液＋0.1Ｍピロリン酸Naとの等量混合溶液

による４時間振とう抽出，③土壌汚染対策法に示さ

れた蒸留水による６時間振とう抽出法,④産廃試験

等の簡易抽出法である蒸留水 10 分超音波抽出法に

ついて実施し，溶出液の総炭素量，総窒素量を比較

した．溶出した総炭素量及び総窒素量濃度は共に①

＝②＞③＞④であり，①及び②で約 1300mg 炭素／Ｌ，

最も低い④法では 140mg 炭素／Ｌであった． 

 各抽出方法のバラツキをみると，①，②及び③法

は三回の繰り返し分析で 10%未満の変動係数であっ

たが，④法はバラツキが大きく，理由として超音波

槽内の位置による差が出たものと考えられる． 

 このことから，抽出方法は①，②，③が有効であ

るが，現場環境を考慮して方法を定めていきたい． 

山林植生の環境に与える影響を検討するための

基礎となる腐食評価の手法を比較検討し，森，川，

海と連なる環境施策に対する基礎的な資料を得た． 

(5) 県内の水道原水中の化学物質の高感度迅速分

析および浄水処理工程での低減化 

水道水の安全性確保のために，水道法に基づく水

質基準が定められている．水道水質が基準に適合し
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ない場合，取水停止，給水停止，原因究明に基づく

改善策の実施などが求められる． 

平成 16 年４月１日付で水質基準は大幅に改正さ

れ，水質基準項目の 50 項目に基準値が設定された．

また，水質管理上留意すべき項目として水質管理目

標設定項目の 27 項目に目標値が設定され，今後さら

に情報を収集すべき要検討項目として 40 項目が示

された．県下の水源の中には，規制物質以外に未規

制物質も検出されており，浄水処理による除去・低

減化策に関する研究が重要となっている．毎日飲み

続ける水道水の安全性に係る県民の関心は，この改

訂をきっかけにさらに高まっている． 

本研究では安全で安心できる水道水の確保に関す

る行政施策に資するため，規制有害化学物質のみな

らず未規制有害化学物質の水道水源における経年的

かつ年間の実態把握および浄水処理過程における挙

動を明らかにし，除去・低減化策を提言することを

目的とする．また，未規制有害化学物質の分析法の

開発研究は，県庁関係課及び県民局関係機関と一体

となった危機管理対応能力の向上に寄与するもので

ある． 
県民の水道水に対する安全・安心確保のために，

平成 18 年度は以下の 2 点を重点的に取り組んだ．

なお，イは次年度の目標課題であるが，緊急性・効

率性の観点からアと併行して今年度から実施するこ

ととした． 
ア 規制有害物質の系統的高感度分析法の開発，

実態把握，浄水処理過程における挙動 

規制 177 物質（VOC，消毒副生成物，農薬，

工業製品）について系統的高感度分析法の確立

と実態把握を行い，浄水処理で除去率の高い物

質（例えば農薬では除草剤シメトリン）と困難

な物質（例えば農薬では殺菌剤ピロキロン）の

特性（県下では簡易浄水処理施設も多い）を明

らかにした．また，ピロキロン等は塩素による

分解が困難であったが，活性炭では比較的高い

吸着特性を有することが認められ，ピロキロン

等が検出されやすい農繁期に活性炭投入を実施

した結果，著しい水質の改善が認められた．一

方，高度浄水処理のオゾン及び粒状活性炭処理

でピロキロンを含む殆どの化学物質は除去・低

減化されることが判明し，行政指導のための基

礎資料を得ることが可能となった． 
イ 未規制有害物質の系統的高感度分析法の開発，

水質事故への対応 

世界保健機関（ＷＨＯ），厚生労働省等の動

向も踏まえて，県下の水源で検出される可能性

の高い農薬，工業原料等について分析法の開発

や実態把握を行った．その結果， 
(ｱ) 水道原水から未規制農薬のブタクロール

（除草剤），メトルカルブ（殺虫剤）が高頻度

で検出される実態が明らかとなった．これら

の農薬は簡易な浄水処理では分解・除去率が

低い傾向を示した．しかし，高度処理の場合

では分解・除去されることが明らかとなった． 
(ｲ) 工業原料への分析対応：平成 18 年 5 月 24

日早朝，三木市県道でトラックの横転により，

積載物・工業原料（ゴム加硫剤）の塩化硫黄

が現場近くの河川へ流出する事故が発生した．

迅速な検査法の検討・確立を行い，水質分析

を行った結果，河川（水道水源）への影響は

認められず，結果を直ちに関係機関に連絡し，

早期に水道水の安全性確認に寄与した． 

(ｳ) 水道水中の塩素酸は平成20年4月から基準

項目に追加される見直しとなっている．塩素

酸は電気伝導度計により測定するが，炭酸イ

オンや硝酸イオンの妨害を受けやすいことか

ら，最適なカラムや分離条件の設定を行う必

要がある．基準改正施行に先駆けて，短時間

で精度の高い迅速分析法の確立を行った．水

道水中塩素酸の実態調査を実施した結果，基

準値超過の水道水の存在を認め，原因究明と

低減化策を検討し，行政及び水道事業体等の

関係機関へ資料提供し，水質の改善に寄与し

た． 
(6) 有害微量金属類による飲料水汚染に対応した

高感度迅速分析法の研究 

兵庫県下では，毒性の高い金属類（クロム，鉛，

ヒ素等）が多く扱われている実態がある．全国的に

も金属類による水源汚染事故が発生しており，これ

らに対する飲料水健康危機管理体制の整備が急務で

ある．このためには金属類を高感度に測定できる

ICP/MS 法が有効である．本研究では，① ICP/MS 法

を用いた水道原水中金属の高感度一斉分析法の確立

（40 種類以上），②分析精度の向上かつ高感度分析

のための前処理法の検討（妨害共存物質の除去及び

測定金属の濃縮を目的としたキレートディスク固相

法，イオン交換樹脂法等の検討），③有害金属類の簡

易分析キット（毒性の強い 10 種類以上）の有効性の

検証を行い，迅速な対応が求められている県民局や
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市町水道事業体等の関係機関への導入・整備を計画

する． 

平成 18 年度は，実施研究課題として緊急性のある

水質事故に対応するため，以下の 4 課題について重

点的に取り組んだ． 

ア 毒性の高いクロム，鉛，ヒ素を含む多元素一

斉分析に必要な最適機器条件の確立 

ホットプラズマ条件下で多原子イオンの除去

を目的としたダイナミックリアクションセル

（DRC）機能を備えた新しい ICP/MS を用いて，

セルガス等の諸条件の最適化の検討を行い，各

金属に適した高感度条件を確立した． 

イ 高感度迅速分析を目指した装置及びメソッド

定量下限値と毒性・基準値との比較 

定量下限値の求め方には 10σから求める方

法と変動係数(CV)－濃度曲線から求める方法が

ある．両手法によって求めた定量下限値と毒性･

基準値との比較を行い，緊急時の水試料の前処

理法(希釈，濃縮等)に繋げる資料(根拠データ)

とした． 

ウ 水道水の規制項目を含む金属 20 種類の高感

度一斉分析法の確立 

水道水質基準項目 11 種類に加えて，管理目標

設定項目 3 種類，要検討項目 4 種類，その他 3

種類の計，金属 20 種類の高感度一斉分析法を確

立した．行政効果として，淡路及び但馬県民局

管内で基準値を超過したウランと地質との関連

性を指摘し，適切な PAC 処理による原水中ウラ

ンの高い除去性について効果的な情報提供を関

係機関に行った． 

また，調査研究の結果，ウランと同様に浄水

処理で除去される金属類として，ヒ素，マンガ

ン，鉄などがあげられることが分かった． 

エ 兵庫県水道水質管理計画に基づく監視地点に

おける水道原水及び水道水中の金属類の濃度把

握と水質事故対応のためのバックグランドデー

タの蓄積 

水道原水及び水道水中の毒性の高い金属類の

濃度範囲は，それぞれクロムでは 0.04～1.4, 

0.08～1.3μg/l，鉛では<0.03～0.42, <0.03～

1.7μg/l，ヒ素では 0.21～18.8, 0.12～0.90μ

g/l 等であった．水道水におけるクロム，鉛，

ヒ素の基準値は，それぞれ，50，10，10μg/l

であり，原水中のヒ素は基準値と比較して，高

濃度の地点も認められた．一方，クロムや鉛は

基準値と比較して微量濃度レベルであった．ま

た，鉛や銅は原水よりも浄水で増える傾向を示

す事例が認められたが，これは配管等に由来す

るものと考えられた． 

これらのデータの経年的かつ年間濃度の把握･蓄

積は，緊急時の水質事故対応のためのバックグラン

ドデータとなり，水質事故の現状把握，拡大防止対

策，事故の収束判断において極めて重要な科学的根

拠データとなるものである． 

3.5.2 試験検査 

(1) 公共用水域の水質等の測定 

公共用水域の水質測定計画に基づき，兵庫県が担

当する 41 河川 57 地点（１地点はアルキル水銀のみ）

において，人の健康に関わる有害物質である鉛等の

7 項目を原則として 6回/年，要監視項目のアンチモ

ン等の項目を１～6 回/年，その他項目のトリハロメ

タン等生成能に関わる 6 項目については 10 河川 10

地点において 6 回/年の測定を行い，試験数は合計

4,066 であった．海水の混入により高い値を示した

感潮域地点のほう素を除き，いずれも人の健康に関

わる有害物質の環境基準値および要監視項目の指針

値以下の濃度であった．河川底質調査としては，主

要 26 河川の環境基準点等の 38 地点で 1 回/年行い，

鉛等の重金属 9 項目と含水率および強熱減量の測定

をした．海域底質調査としては，播磨灘の環境基準

点等の 9地点で 1 回/年行い，鉛等の重金属 9 項目と

含水率および強熱減量の測定をし，試験数は合計

517 であった． 

(2) 広域総合水質調査（環境省委託） 

国内の代表的な閉鎖性海域である，東京湾，伊勢

湾，瀬戸内海について，調査手法，調査時期を合わ

せて調査することにより COD（化学的酸素要求量），

窒素，燐の総量規制等の施策の評価を含む水質評価

を効果的に行う． 

平成 18 年度調査結果においては，7 月と 10 月に

大阪湾の 2 地点において，底層水の溶存酸素濃度が

底層の生態系に異常をきたす 3mg/l 未満となる貧酸

素化が認められた．また，大阪湾奥では 5 月，７月，

10 月，1 月に，播磨灘沿岸域では７月，10 月，1 月

に表層水のクロロフィル-aが10μg/lを超過し富栄

養化に伴う植物プランクトン量の増加が認められた．

表層水の COD，全窒素，全リンは大阪湾で高く(年間

平均値 COD:2.7 mg/l，全窒素: 0.36mg/l，全リン: 

0.04mg/l)，播磨灘で低く(年間平均値 COD: 2.1mg/l，

全窒素:0.19 mg/l，全リン:0.03 mg/l)，例年と同様
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の結果であった． 

(3) 地下水の水質等の測定（硝酸性窒素等地下水汚

染原因究明調査） 

水質汚濁防止法に基づき実施された地下水の常時

監視により判明した硝酸性窒素等地下水汚染につい

て，その汚染原因を究明し，必要な対策を講じるこ

とにより地下水汚染を除去することを目的とし，基

準超過井戸及びその周辺の井戸を調査した． 
昨年度，硝酸性窒素汚染が広範囲に及んでいる南

淡路市 2 地区（八木笑原，松帆）について，農林水

産部局及び地元営農者（農協）を交えた協議会を発

足させた経緯を踏襲し，今年度は協議会構成員に諮

問のうえ，南あわじ市内広範囲に調査を実施した．

10 月にスクリーニング調査として 32 井戸を選択し，

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素濃度を測定した． 
そのうち窒素の基準値（10 mg/l）を超過した地点

及び八木笑原，松帆間に位置する井戸数点の計 15
井戸を対象として 1 月に本調査を実施し EC，pH，

ｱﾙｶﾘ度，ｱﾝﾓﾆｱ，亜硝酸，硝酸，総窒素，ﾘﾝ酸，塩素，

硫酸，ｶﾙｼｳﾑ，ﾅﾄﾘｳﾑ，ｶﾘｳﾑ，ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ，界面活性剤，

二価鉄ｲｵﾝの 16 項目を測定した． 
(4) 工場立入調査 

水質汚濁防止法，兵庫県条例に基づく工場立入に

伴い採水した排水について，排水基準に定められて

いる重金属等の水質検査を実施した．  
西播磨県民局環境課等 7 県民局から搬入された

83 事業場の排水 98 検体について，鉛，カドミウム

等 11 項目，564 試験数の分析を行った．結果は各県

民局に報告した． 
今年度排水基準を超過した事業場はなく，全ての

項目について基準値以下の濃度であった． 
前年度の基準値超過事例について（北播磨県民局

管内，鉛排水基準超過）改善指導後の確認試験を一

件実施したが，基準値以下の値が維持され，改善効

果が確認された． 
(5) 栄養塩削減指導調査 

 瀬戸内海環境保全特別措置法に従って定めた兵庫

県の「窒素及びその化合物並びに燐及びその化合物

に係る削減指導方針」（県告示）に基づき，瀬戸内海

水域に立地する工場・事業場からの窒素及び燐の排

出負荷量実態把握及び削減指導に関する調査を行っ

た．調査は，県民局環境課が採水した 14 の工場・

事業場，59 検体について全窒素，全燐を測定した．

結果は水質課，県民局環境課に報告するとともに，

排水濃度や排水負荷量が高い場合，あるいは排水処

理施設における処理効率が低い場合には改善のため

の指導を行った． 
(6) 公共用水域の常時監視地点での基準超過の原

因究明調査 

公共用水域の水質測定計画に基づき，人の健康に

関わる有害物質である鉛等の７項目の測定を行って

おり，基準値超過の場合はその地点の上流河川や流

入する工場排水の測定など原因究明の調査を行うこ

ととしているが，本年度の基準超過はなく，原因究

明調査は実施しなかった． 

(7) 新規環境基準項目導入に伴うモニタリング実

施計画策定調査 

公共用水域の水質等の測定において，新たな環境

基準項目の導入を検討するにあたり，あらかじめ採

水，測定を行って現状を把握し水質のモニタリング

計画策定のための基礎資料とする調査を行うことと

しているが，本年度は新規項目導入の計画はなく，

調査は実施しなかった． 

(8) 水生生物の保全に関する有害物質の水質目標

設定のための測定調査 

水生生物の保全の観点からの水質目標は環境基

準項目にすることが適当であると位置づけられてお

り，基準値設定に向けて検討されている．このため，

現状を把握するための調査を安全科学部と共同で行

うこととしているが，本年度は水質環境部の担当す

る項目はなく，調査は実施しなかった． 

(9) 瀬戸内海環境情報基本調査 

“瀬戸内海再生“に向けた対策立案のための基礎

資料とするため，平成 17 年度に実施した瀬戸内海

環境情報基本調査のサンプルバンクに関わる新規予

備調査で得られた底質の腐植物質，微化石，および

同位体結果について，因果関係を明らかにするため

の要因解析を行うとともに，今後の調査方針のとり

まとめを実施した．兵庫県は，腐植物質の解析を行

い報告書をとりまとめるとともに，底質と水質との

関連性の検討が必要であることから，広域総合水質

調査実施時に，大阪湾３地点について採泥し，水質

（DO，COD，T-N，T-P，TOC），底質（TOC，T-N，T-P）

の分析を行った． 
(10)総量規制に基づく工場・事業場における窒素・

燐負荷量の測定調査 

瀬戸内海水域に立地する工場・事業場の排出水に

ついて，通日調査を行うことにより総量規制基準に

適合しているかどうかを見るための調査を行うこと

としているが，本年度は通日調査は実施されず，測



兵庫県立健康環境科学研究センター業務年報 第 6 号，2007  

- 27 - 

定は行わなかった． 
(11)水道水質管理計画に基づく水道水質基準項目 

の試験検査 
兵庫県水道水質管理計画に基づく監視地点の水道

事業体より搬入された水道水及びその原水について，

56 検体の基準 50 項目，管理目標設定 27 項目（うち

農薬類 101 種類）の試験を実施した．この結果，塩

素系有機溶剤のうち，トリクロロエチレン，シス-1,2

－ジクロロエチレンの濃度レベルは，昨年度の結果

と比較して，1 地点で検出濃度の上昇を認めた．直

ちに原因調査と再分析を行い，検出濃度が基準値以

下にあることを行政機関と連携のもとに再確認した．

その他の項目は直ちに問題となる濃度レベルにはな

く，基準値及び目標値以下であった． 

(12)水道水質管理計画に基づく監視項目の試験検 

 査 

水道法の水道水質基準改正により，水質管理目標

設定項目として 101 農薬がリストアップされた．新

たに規制された 101 農薬の構成は，従来のゴルフ場

使用農薬に，多くの水稲農薬を加えたかたちとなっ

ている．従って，水源に流入する可能性のある多く

の農薬の実態および除去性に関する調査は重要とな

っている．水道水に対する農薬規制は農薬の毒性を

総合的に評価しうる総農薬方式（個々の農薬の検出

濃度を各農薬の目標値で除した総和が１を超えない

こと）が，初めて導入され，画期的な方法として評

価されている． 
兵庫県下各市町水道事業体からの依頼により，水

道原水及び浄水中の殺虫剤，殺菌剤および除草剤で

ある 101 農薬について，分析を実施した．平成 18
年度の分析依頼検体数は，88 検体，5426 項目であ

った．分析した，いずれの試料からも検出指標値(総
農薬方式，目標値 1)を超えるものはなかったが，表

流水のみならず，地下水（浅井戸）においても農薬

が検出された． 
生活衛生課，水道事業管理者および管内の健康福

祉事務所等の関係機関に対して結果報告（情報提供）

し，兵庫県下の水道水質を広域的に把握する兵庫県

水道水質管理計画に反映されることとなった． 

(13)小規模水道事業体の水道水質検査 

165 検体につきホウ素（基準項目）の試験を実施

した．また，この結果，すべての検体で基準値以下

であった． 

試験結果の詳細は県生活衛生課，該当する水道事

業所および管轄の健康福祉事務所に報告した． 

(14)県内温泉の分析試験 

ア  温泉成分試験 

県民の健康指向の高まりに伴い，県下各地に

おける温泉の利用者数は増加している．温泉は

公共の地下水を利用するものであることから，

温泉の掘削や動力揚湯，また利用については知

事の許可が必要となっている．これを受けて，

今年度は 12 検体の温泉成分試験を実施した．

12 検体中７検体が温泉法に基づく規格試験で

ある中分析，５検体が温泉に適合するか否かを

推定する小分析であった．中分析中，全ての検

体が温泉法による鉱泉又は療養泉の規格に適合

していた． 
イ  温泉対策に関する調査 

2005 年 2 月に，温泉の成分等の掲示に関する

温泉法施行規則の改正（加水，加温，循環ろ過

の有無，入浴剤，消毒剤等添加の有無の項目に

ついて掲示を追加）が行われ，利用者から誤解

を受けることの無いように法的な整備が行われ

た．加えて，このたび環境省は，温泉資源の保

護対策及び温泉の成分に係る情報提供の在り方

の観点から温泉法を改正し（2007 年 4 月公布），

温泉成分の 10 年ごとの分析を義務づけた． 

これに先立ち，兵庫県においても再分析結果

の実態を早期に把握し，県として温泉対策に反

映させるための資料を得る目的から調査を実施

した． 
当研究センター（旧衛生研究所）がこれまで

に実施した県内の温泉水や井戸水等の分析結果

（1964. 11～2006.1（42 年間）の中分析及び小

分析 810 件）を用いて構築したデータベースを

活用し，再分析を実施している源泉についての

解析を行い，考察を加えた．その結果，溶存成

分，濃度等が変化（溶存物質量の変化）してい

る源泉の存在が明らかとなり，泉質名が変更さ

れた源泉も多数認められた．その理由の内訳（1
源泉での変更理由が複数ある場合を含む）は，

特殊成分の変動によるものが最も多く，副成分

の変動によるもの，溶存物質量の変動に伴う塩

化物泉から強塩泉への変更（逆も含む），泉温の

順であった．また，特殊成分の中でもラドン量

の変動によるものが最も多く，鉄，二酸化炭素，

硫化水素含有量の変動によるものの順であった．

変動の傾向としては，鉄，二酸化炭素，硫化水

素の含有量については減少傾向が認められ，溶
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存物質量，泉温については減少した源泉と増加

した源泉は同数程度であった．一方，ラドンに

ついては増加した源泉数の方が多い傾向が認め

られた．全国的な傾向と同様に，本県において

も再分析の必要性が認められ，温泉の保護と適

正利用に関する指導の強化が必要であることが

分かった． 

(15)水道原水中に含まれるフタル酸エステルの試

験検査 

兵庫県水道水質管理計画に基づく監視地点のうち，

県生活衛生課を通じて市から依頼された 40 検体の

フタル酸エステルを検査した結果，すべての検体で

目標値以下であった． 

生活衛生課，水道事業管理者および管内健康福祉

事務所に結果の報告を行い，水道水の安全性の確認

を行った． 

(16)毒物および飲料水危機管理に関する水道原

水・飲料水等の検査 

ア 但馬県民局管内の浄水で塩素酸が管理目標値

以上に検出され，多量の次亜塩素酸塩の使用と

塩素酸が高い次亜塩素酸ソーダを使用している

ことが原因であった．適切な次亜塩素酸ソーダ

の使用と純度の高い次亜塩素酸ソーダの確認を

行った結果，規制値の 1/10 以下の濃度レベルに

改善された． 

イ 但馬県民局管内の浄水でウランが管理目標値

以上に検出され，ウラン濃度が高い地下水を取

水していることが原因であった．ウランを含ま

ない，少ない原水に変更して，浄水を供給する

ことで対策をとった． 

(17)水道水質検査機関に対する外部精度管理 

 平成６年 11月に兵庫県水道水質管理連絡協議会の

中に精度管理委員会が設立され，水質試験精度管理

実施要領が定められた．当所が精度管理実施機関と

して，県下で水道水質検査を実施している全機関に

対し，平成６年から毎年外部精度管理調査を実施し

ている．平成 18 年度は水道法水質基準改正で基準

項目となった TOC（全有機炭素），鉄及び銅（金属）

について実施した．調査試料を調製・配布し，各機

関から提出されたデータの取りまとめ，データの解

析等の作業を行い，全体及び各機関の結果と評価を

行った．回収率に課題を有する機関（鉄で 2 機関，

銅で 1 機関）が認められたため，原因究明の実施と

技術指導を行い，改善が確認された．これらの実施

結果は報告書としてまとめ，連絡協議会の承認を得

て公表（県刊行誌）された． 
  
   
3.6 大気環境部 

 大気汚染，ヒートアイランドおよび放射能につい

ての調査研究や技術指導(安全科学部の所掌に属す

る有害物質を除く)を行っている．大気汚染について

は，大気汚染防止法ならびに県の条例に基づき，工

場立入調査等により，ばいじん，窒素酸化物，いお

う酸化物や塩化水素等のばい煙やアスベストについ

て，発生源における監視測定等を行っている．特に

アスベストについては建物解体現場での監視調査と

一般環境大気のモニタリングも実施している．また，

窒素酸化物やいおう酸化物等のガス状汚染物質が硝

酸塩や硫酸塩等の二次的汚染物質へと生成・成長す

るメカニズムの解明のための調査研究を行っている．

さらに，主にディーゼル排ガスから排出されるとさ

れている微粒子は PM2.5 問題として解決すべき課

題となっており，現場の実情に応じた精度の高い測

定方法を確立し実態把握に努めている．地球環境問

題では，兵庫県下３箇所での酸性雨監視調査や東ア

ジア地域への技術移転などに取り組んでいる． 
身近な問題として県下のヒートアイランド現象の

解明と対策について調査・研究を行っている．また，

光化学スモッグにかかる研究として，週末に高濃度

となる現象を解明するとともに，ベリリウムセブン

を用い成層圏オゾンについても調査を行っている．  
核実験や原子炉事故の影響を評価するため，環境

放射能水準調査，輸入食品の放射性セシウム調査や

ガンマ線線量率レベルの調査研究を行っている． 
3.6.1 調査研究 

(1) 解体現場から飛散する角閃石系アスベスト濃 

度測定法の検討  

建築物解体現場から飛散する可能性のある蛇紋岩

系アスベスト（クリソタイル）・角閃石系アスベスト

（クロシドライト・アモサイト）を位相差顕微鏡に

よって精度良く分別定量する方法を確立するため，

米国およびカナダで研究されているアスベスト測定

精度管理手法を導入し，アスベスト測定の精度管理

手法としてクロスチェック方法の検討を行った． 
なお，測定精度の観点から国内の他機関と測定値

を相互比較できない問題にたびたび遭遇するため，

国内の自治体の試験研究機関２２都道府県２６機関

５８名の協力を得た．その結果，複数回の実施で参

加各機関とも精度の向上が認められた． 
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また，アスベストの同定に幾何学的定義が用いら

れているが，形態的判別法を導入することにより精

度を向上させることが可能となる．アスベスト繊維

の形態的特徴を解析するため，アスベスト繊維やア

スベスト類似繊維の画像データベースの作成を行っ

た． 
(2) 兵庫県におけるヒートアイランド現象実態把

握及び対策の有効性の検討に関する研究 

ヒートアイランド現象とは，人工排熱の増加，人

工被覆の増加等の人工化の過剰な進行によって，都

市中心部の気温が郊外に比べて高くなる現象で，都

市特有の環境問題である．ヒートアイランド現象の

進行と熱中症に伴う死亡者数や真夏日，熱帯夜の日

数との相関が報告されるなど社会的関心も高まって

きている．このような状況を受け，国においてヒー

トアイランド対策大綱が平成１６年３月３０日に策

定された．また，東京都や大阪府ではその実態調査

が行われ，それに基づく対策が検討されつつある．

一方，兵庫県ではこれまで気温分布やその経年変化

について科学的観点からとりまとめられたものはな

かった．これらのことから兵庫県として本県域にお

けるヒートアイランド現象について調査・研究する

必要があり，本調査研究が平成１８年度から開始さ

れた．また，ヒートアイランド現象への県の取り組

みとしては，「兵庫県ヒートアイランド対策推進計

画」が平成１７年８月に策定されている．  
本調査研究においては，兵庫県におけるヒートア

イランド現象の把握及びその緩和へ向けて調査・研

究を行う．ヒートアイランド現象は各都市域の人口，

広さ（面積）等の各都市域固有の特徴を反映した現

象であることから，最初に兵庫県におけるヒートア

イランド現象の現況を適切に把握する必要がある．

そのために兵庫県の主要都市域における気温測定網

を整備・確立することを最初の目標とした．次に，

その気温測定網により，気温データを蓄積し，ヒー

トアイランド現象の現況及び将来推移を観測し，「兵

庫県ヒートアイランド対策推進計画」の効果検証を

行うことを目指す．また，行政施策への反映として

は，ヒートアイランド現象対策施策の有効性をシミ

ュレーション等の手法により検討し，有効なヒート

アイランド対策推進施策の提言を行うことを目的と

した． 
ア 平成１８年度においては阪神・播磨地域の小

中学校２７校の協力の下，百葉箱を利用した，

兵庫県におけるヒートアイランド現象の現況

把握を行うための測定網を整備した． 

イ その測定網による気温観測を実施した結果，

気温は季節（８月および１２月）によりそれぞ

れ特徴的な分布を示し，８月（夏季）には海岸

から５～１０km 内陸部で気温が高くなりやす

かったが，１２月（冬季）には海岸沿いで気温

が高くなりやすい特徴が明らかとなった．また，

この分布には平均気温と日較差が関係してお

り，それを支配する因子としては季節による日

射の強さの違いと人工排熱が関係しているこ

と等が明らかとなった． 

(3) 自動車排ガスによる大気汚染の低減のための

対策効果の検証とPM2.5汚染の実態把握について 

幹線道路近傍での NO2や SPM の環境基準が達成で

きていない状況のもと，運行規制等の対策の実効性

をより高めていくため，県条例による運行規制の実

施前後で，阪神地域の幹線道路における PM2.5 を含

む大気汚染の状況を比較し，対策の効果を検証する

ことが必要である．また，健康への影響が明らかに

されている大気中微小粒子状物質（PM2.5）について

は，環境基準の設定はいまだに行われておらず，汚

染実態の把握が進んでいない．このことから，県下

の PM2.5 汚染の実態を明らかにし，汚染原因として

の PM2.5 の主要成分である炭素成分濃度の実態解明

を進める． 

神戸市須磨区（当センター）と芦屋市（市役所）

でモニタリングを実施した．PM2.5 モニタリング結

果は，須磨で 17.5μg/m3（16 年度）から 18.5μg/m3

（17 年度）に 6%増加，芦屋で 18.6μg/m3（16 年度）

から 19.4μg/m3（17 年度）に 4%増加の傾向を示し

た．一方 PM2.5 に含まれる元素状炭素濃度は，須磨

で 1.9μg/m3（16 年度）から 1.6μg/m3（17 年度），

芦屋で 2.7μg/m3（16 年度）から 2.2μg/m3（17 年

度）にいずれも 20%減少の傾向を示した．  
 (4) 大気汚染物質濃度の評価と予測モデルに関す

る研究 

環境基本法で定められている環境基準の達成状

況を把握するため，県は大気汚染監視網を運営して

いるが，測定局が瀬戸内側に集中しており県下の状

況を正しく把握できていない．また，大気汚染監視

網が整備されてから 30 年以上が経過し，その間に

移動発生源の増加，道路網の整備，大規模発生源の

移転など大気汚染物質を取り巻く環境は大きく変化

している．このため，監視局の適正配置について検

討する必要が生じており，県下の大気汚染の状況を
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効率的かつ適切に把握するため，測定局の配置や項

目の見直しについて検討することを本調査研究の目

的とした． 
一方，大気の汚染の状況の常時監視に関しては平

成 17 年 6 月に環境省によりその事務の処理基準に

ついての一部改正が行われ，都道府県は常時監視の

ための望ましい測定局又は測定地点の数の水準を決

定することが求められている． 
これらのことから，平成 18 年度に、改正された

事務処理基準に基づき必要とされる測定局又は測定

地点を決定する方針を策定するにあたり，行政との

協議及び行政への助言を行い，必要とされる測定局

又は測定地点の数を決定するための方針策定に関

与・貢献した．また，その決定された方針に基づき

計算された必要とされる測定局又は測定地点と現在

設置されている測定局の数を比較検討し，測定項目

ごとの測定局の過不足を明らかとするとともに，い

くつかの測定項目については測定局の再配置へ向け

検討した． 
(5) 光化学大気汚染の挙動解明ならびに対策効果

に関する研究 

光化学オキシダントによる大気汚染の原因物質と

される窒素酸化物や非メタン炭化水素は環境濃度が

近年漸減しているにもかかわらず，光化学オキシダ

ント濃度は減少していないため，原因物質の環境濃

度と光化学オキシダント濃度の因果関係を究明する

ことを目的とした． 

兵庫県下に設置されている大気汚染常時監視測定

局の長期間（1976～2003 年度）の時間値データを用

いた解析した結果，原因物質の濃度が週日に比べ週

末に減少するにもかかわらず，光化学オキシダント

濃度が増加する現象（weekend effect）が認められ

た． 

兵庫県におけるweekend effectの原因について検

討したところ，週末には一酸化窒素の排出が減少す

るため，平日に比べオゾンを消費しないことが一因

となっている可能性はあるが，窒素酸化物が減少す

ることによって光化学オキシダントの生成を促進し

たことが一因となっている可能性もあると考えられ

た．weekend effect の原因を解明するためには非メ

タン炭化水素と窒素酸化物との比も重要な因子とし

て考慮する必要があるため，測定局の再配置の検討

を含め，さらなる解析が必要である． 

(6) 7Be を用いた光化学オキシダントに占める成層

圏オゾンの評価 

光化学スモッグの指標として測定されている光化

学オキシダントは O3が大部分を占めているが，大気

中の O3 の中には成層圏で光化学的に生成された O3

も含まれている可能性がある．そのため，成層圏で

宇宙線により作られる天然放射性核種である 7Be（ベ

リリウムセブン）を指標元素として成層圏に由来す

る O3量を評価し,地上での O3濃度への寄与率を把握

することを目的とした． 

①春季に O3濃度が高くなる．②夜間になっても濃

度が低下しない場合がある．③大気の清浄な地域で

も高い濃度が認められるという現象があった．この

原因を調べるため， 7Be と O3を通年測定した．その

結果，春季には 7Be と O3が良好な正の相関関係を示

し、成層圏（もしくは自由対流圏）から降下する O3

量が多かった．しかし、夏季は 7Be と O3の相関が悪

く地上で光化学反応により生成されるO3の寄与が大

きかった．秋季の昼間は 7Be と O3の相関は無いが，

夜間は正の相関関係が認められるため，降下する O3

量は春季より少ないものの大気中O3濃度に大きな影

響を与えていた．冬季には昼間，夜間とも O3と
7Be

に相関が認められ，O3 降下量は他の季節よりも少な

いが，地上発生する O3がより少なかったと推定され

る． 

3.6.2 試験検査 

(1) 金属物質環境汚染監視調査 
 環境大気中の浮遊粒子状物質に含まれる有害な重

金属物質を測定分析し，兵庫県南部地域における重

金属による大気汚染の実態を常時監視するとともに，

大気中における金属物質の動態分布を解明するため

の根拠資料を得ることを目的とする．測定地点は，

赤穂市，相生市，たつの市，高砂市，加古川市，稲

美町，明石市，神戸市，芦屋市，宝塚市，伊丹市の

11 地点である．試料は，ローボリウムエアサンプラ

ーに石英繊維製ろ紙を装着し，１ヶ月間大気を吸引

捕集し，６金属成分(Mn,Fe,Ni,Zn,Pb,Cd）を原子吸

光法またはＩＣＰ質量分析法で分析した． 

 浮遊粒子状物質(SP)については，前年度に比べ濃

度が 8 地点で 9～39％増加した．長期的な濃度推移

傾向をみると，1983 年以降多くの地点で濃度の横ば

いないし漸減傾向が続いている． 

  金属物質については長期的濃度推移をみると，多

くの地点で横ばい状態ないし，漸減傾向がみられる．

Ni はたつの市及び加古川市で測定以来の最低濃度

を記録し，Pb 及び Cd は宝塚市を除き測定以来の最

低濃度を記録した．しかし，Mn は 2002 年度以降や
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や漸増傾向がみられ，相生市及び稲美町で測定開始

以来の最高濃度を記録した．また，Fe は全地点で２

年連続増加し，たつの市及び稲美町で測定開始以来

の最高濃度を記録した． 

(2) ばい煙発生施設・特定粉じん発生施設に係る測

定調査 

 ばい煙発生施設・特定粉じん発生施設への立入検

査時に主要な施設についての測定調査を行い，大気

汚染防止法の規制値に適合しているか否かを判定し，

行政指導の根拠資料とすることを目的とする． 
 ばい煙発生施設について，窒素酸化物の測定を７

ヶ所実施した．結果は全ての施設で規制値に適合し

ていた． 
 揮発性有機化合物について平成 22 年度からの規

制適用に向け，県下 10 事業所で排出状況を調べた． 
特定粉じん（アスベスト）の大気中濃度について，

アスベストを使用している工場の敷地内 4 方位と使

用場所直近の計 5 地点において，連続する 3 日間大

気のサンプリングを行い，位相差顕微鏡法でアスベ

スト繊維を測定した．平成 18 年度は 1工場で調査を

行い，アスベスト繊維は検出されなかった． 

(3) 一般環境大気アスベストモニタリング調査 

一般環境 12 地点（尼崎市，播磨町，芦屋市(2 地

点），伊丹市，宝塚市，西宮市，社町，たつの市，豊

岡市，丹波市および洲本市)と，過去にアスベスト製

品を製造・使用していた 15 工場の敷地境界 30 地点

の合計 42 地点において，大気中のアスベスト濃度を

測定した．調査は夏期と冬期の 2 回実施した．18 年

度の夏期調査では，一般環境 2 地点で 0.03 本/L の

アスベスト繊維が検出されたが，その他の 40 地点で

はアスベスト繊維は検出されなかった． 

(4) 特定粉じん排出作業場の周辺環境調査（建築物

解体現場でのアスベスト調査） 

建物の解体や改修の際に吹付けアスベスト等が周

辺環境に飛散するのを防止するため，アスベスト除

去工事中の周辺環境濃度の監視測定を行った．解体

現場に顕微鏡等の分析装置を持ち込んでアスベスト

の分析を現場で迅速に行い，アスベストが漏洩した

場合に県民局が行う作業の改善指示や工事中止（指

導）命令の根拠となる測定結果を，ほぼリアルタイ

ムで提供した．アスベストを排出する解体改修工事

の届け出のうち殆どの工事に立ち会い，平成 18 年度

は延べ 228 施設 504 地点で空気中のアスベスト濃度

測定を行った．10 本/L 以上のアスベストの漏洩が認

められた工事は 9 施設 10 地点であった． 

また，非飛散性アスベスト建材が使用されている

建築物の解体工事について，13 件の解体工事現場の

周辺で大気中のアスベスト濃度を監視測定した． 

(5) 酸性雨監視調査 

 本県における酸性雨の状況を調査監視することに

より，今後の酸性雨対策の推進に資することを目的

とする．調査地点は，神戸市，豊岡市，丹波市の 3
地点で，雨水自動測定装置により採取した．測定項

目は，pH，導電率，SO42－，NO3―，Cl－，NH4+，

Ca2+，Mg2+，K+，Na+の 10 項目とし，分析は「湿

性沈着モニタリング手引書（第２版）」(環境省地球

環境局環境保全対策課・酸性雨研究センター，平成

13 年３月)によって実施した． 
 1 年間の降水回数は神戸：103 回(総降水量 1110 
mm )，柏原：114 回(総降水量 1461.5mm)，豊岡：

136 回(総降水量 1722mm)であった．豊岡が回数，

総降水量とも最大である理由は冬季の降雪によるも

のである．pH の年平均値は神戸 4.4，柏原 4.5，豊

岡 4.5 であり，神戸，豊岡，柏原とも昨年度より同

等か又は高い値であり地点間差は少なかった．   
(6) 有害大気汚染物質環境モニタリング調査(安全

科学部と分担して実施) 

大気汚染防止法第 18条の 23 第１項及び環境の保

全と創造に関する条例第 25 条の規定に基づき，県下

の有害大気汚染物質による大気の汚染状況を把握す

るために実施した．当部の測定項目は浮遊粉じん中

の 6 金属成分(ニッケル，ひ素，ベリリウム，マンガ

ン，クロム，水銀)とベンゾ[a]ピレンであり，測定

地点は洲本市，たつ野市，西脇市，豊岡市，三田市

と芦屋市の 6 地点であった．浮遊粉じんの採取はハ

イボリウムエアサンプラーとロ－ボリウムエアサン

プラーを用いて行い，24 時間サンプリングを月 1回

年間 12 回行った．平成 18 年度の年平均値は，指針

値が設定されているニッケルと水銀について，全地

点で指針値をクリアしていた． 
(7) 国道 43 号沿道等における騒音・振動実態調査 

国道 43 号及び周辺道路における交通騒音等の実

態を把握し，環境の改善対策を検討するための根拠

資料を収集することを目的とする．国道 43 号，４

地点で平成 18 年 6 月 13 日午後１時から 14 日午後

１時までの 24 時間連続調査を行った． 
 全地点において環境基準・要請限度に適合してい

た．  
(8) 新幹線鉄道騒音・振動監視調査 

県下の新幹線騒音の現況を継続的に調査し，環境
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基準(住居地域で 70dB 以下，商業・工業地域で 75dB
以下)及び暫定基準(住居地域で 75dB)との適合状況

を把握することを目的とする．県下において新幹線

が通過する 11 市２町(尼崎市，伊丹市，西宮市，神

戸市，明石市，播磨町，加古川市，高砂市，姫路市，

太子町，たつの市，相生市，赤穂市)各 1 地点（たつ

の市のみ２地点）で，測定側軌道中心から，12.5m，

25m，50m の 3 点で行った． 
すべての測定点で暫定基準内であり，また，全測

定点 42 のうち，16 測定点で環境基準を超えていた

が昨年度より 1 地点改善した．振動は全地点指針値

以下であった．経年的変化では，騒音は改善傾向に

あるが，振動については減少傾向は見られなかった． 

(9) 関西国際空港に係る航空機騒音の測定調査 

平成 6 年 9 月 4 日に関西国際空港が開港したが，

開港前の事前調査結果と開港後の環境騒音の状況結

果を把握し，航空機騒音に係る環境基準を設定する

際の根拠資料とすることを目的とする．調査は淡路

島の 5 地点で，各地点で 1 年間に 4 回，1 回約 2‐3
週間の測定を実施した． 

全地点，期間において WECPNL 値の平均値は，

55WECPNL を下回っていた．  

(10)自動車騒音常時監視調査 

平成 11 年 7 月の騒音規正法の一部改正により，

自動車騒音の常時監視が法定受託事務として制定さ

れたことにより，兵庫県下の自動車騒音の現状の把

握とその低減を図ることを目的として調査する．本

調査では，県下 40 地点で 24 時間連続測定を実施し

た．環境基準値である昼間 70dB を超える地点は 17
地点，夜間 65dB を超える地点は 17 地点で，夜間は

昨年度より５地点で改善が見られた． 

(11)環境放射能水準調査 

県下の人工放射性核種の濃度把握のために文部科

学省から委託を受けて，県下の環境試料，食物等に

含まれる人工放射性核種の分析をおこなっている．

また人の住む環境の放射線線量率を測定するために

空間ガンマ線線量率の測定を行っている．さらに原

子力施設の事故などを早期に見つけるために，ﾓﾆﾀﾘ

ﾝｸﾞﾎﾟｽﾄを用いてガンマ線線量率を常時連続測定し

ている， 

平成 18 年 10 月 9 日に北朝鮮が地下核実験を行っ

たために10月25日まで放射能調査強化体制をとり，

降水降下物 30 検体，大気浮遊塵 30 検体を兵庫庁舎

と豊岡健康福祉事務所で採取して調査した．結果は

核実験に伴う放射性核種は検出しなかった． 

(12)輸入食品の放射能調査 

昭和61年のチェルノブイリ原子炉事故によりヨー

ロッパには放射性核種が多量に降下した．放射性セ

シウムの半減期は約30年と長いために，ヨーロッパ

から輸入される食品は放射性セシウムが混入してい

る可能性があるためにヨーロッパから輸入され，市

販されている食品について含まれている放射性セシ

ウムの濃度を調査した．結果は全て暫定基準値

（370Bq/kg）以下であった． 

(13)食品中の汚染物質等の一日摂取量調査（国立保

健医療科学院依頼） 

各種食品中の放射性核種濃度と地域分布を明ら

かにし，日本人固有の食事摂取形態による放射性核

種の曝露(摂取量ならびに被ばく線量)に関する評価

の目的で，我が国に流通する食品を調査した．日常

的に摂取される食品量データに基づき調整したトー

タルダイエット試料について，人工，天然γ線放射

性核種，β線放出核種の 90Sr および 238U 系列およ

び 232Th 系列について濃度測定を行い，対象放射性

核種について，食品中濃度実態ならびに一日摂取量

と被ばく線量を推定した． 
その結果，推定した被ばく線量は一般公衆の線量

限度である 1ｍSv/年（ICPR1990 年勧告や自然放射

性核種から成人が受ける年平均実効校線量 0.29ｍ
Sv（UNSCERA2000）に比較して十分に小さい数値

であると評価された．結果は J.Health Science,53 
107-118(2007)に投稿した． 
(14)ヒートアイランド対策推進事業 

「兵庫県ヒートアイランド対策推進計画」（平成１

７年８月策定）の効果検証の観点から，尼崎市，明

石市，西宮市，芦屋市，伊丹市，加古川市，宝塚市，

高砂市，川西市の小中学校２７校で気温測定を行っ

た．小中学校に設置されている百葉箱を利用し，年

度を通して測定を行った．測定は１５分ごとに行い，

各正時の気温を解析データとして用いた．得られた

データから，季節や地域による気温分布の違い等を

明らかとした．また，測定地点の分布の偏りを解消

し，科学的に精度の高い測定結果を得るために，新

たな測定地点の設置を検討し，測定網の見直し・再

整備についても検討した． 
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４ 試験検査の概要 
 
4.1 行政検査件数 

検 査 件 数 
試 験 検 査 項 目 

感染症部 健康科学部 安全科学部 水質環境部 大気環境部 計 
備 考 

水 質 検 査 件 件 件 358 件 件 358 件  

細 菌 学 的 検 査 152      28   180   

ウ イ ル ス 学 的 検 査 2,719     2,719   

穀 物 ， 野 菜 等 の 残 留 農 薬 試 験  200    200   
ピ ー ナ ッ ツ 等 の カ ビ 毒 試 験   60     60   
器 具 ・ 容 器 包 装 の 規 格 試 験  30    30  
米 の カ ド ミ ウ ム 試 験  35    35  
輸 入 食 品 等 の 添 加 物 試 験   70    70  
輸 入 柑 橘 類 の 防 か び 剤 試 験  15    15  
食 品 用 洗 浄 剤 の 規 格 試 験   10     10   
家 庭 用 品 の 試 買 試 験  53     53   
輸 入 食 品 の 放 射 能 測 定 試 験      35 35   
遺 伝 子 組 み 換 え 食 品 試 験  30      30  
ア レ ル ギ ー 食 品 試 験  10    10  
国 産 食 肉 の 残 留 農 薬 試 験  12    12  
輸 入 食 肉 の 残 留 医 薬 品 試 験  15     15   
輸 入 魚 介 類 の 残 留 医 薬 品 試 験  15     15   
生食用生かきのノロウイルス試験  321       321  
貝 毒 試 験  85    85  

食

品

等

の

理

化

学

的

検

査 
小  計    321 640    35  996   

医 薬 品 検 査      47 11     58   
そ の 他  9     9   

医
薬
品
等

の
検
査 

小  計      47 20    67  

産 業 廃 棄 物 理 学 検 査   3   3  
有 害 化 学 物 質 ・ 重 金 属 検 査   547  1,070 1,617  
公 共 用 水 域 水 質 検 査   2,102   2,102  
工 場 ・ 事 業 場 排 水 水 質 検 査   123 98  221  
土 壌 ・ 底 質 検 査   204   204  
藻類・プランクトン・魚介類検査   16   16  
常 時 監 視 （ 河 川 ）    400  400  
常 時 監 視 （ 底 質 ）    47  47  
広 域 総 合 水 質 調 査    90  90  
栄 養 塩 削 減 指 導 調 査    59  59  
水生生物調査指導者養成講習会     26  26  
硝酸性窒素等に係る地下水調査     95  95  
試 験 研 究 に 係 る 試 験 分 析     718 12,775  13,493  
S O 2 ・ N O ｘ ・ O ｘ     379 379  
浮 遊 粒 子 状 物 質     540 540  
酸 性 雨 ・ 酸 性 霧     1,667 1,667  
騒 音 ・ 振 動     412 412  
放 射 能 環 境 試 料     751 751  
放 射 能 食 品     72 72  

環 
境 
関 

係 

の 

検 

査 

小  計   2,995 1,533 17,666 22,194  

合      計 3,239 660 2,995 1,919 17,701 26,514
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4.2 一般依頼検査項目別手数料 

検  査 件 数

   名       称

 単 価

 （円） 感染症部 水質環境部 計

 金 額

 （円）

簡易な方法による検査 1 成分 400 件 59 件 件 23,600

一般的な方法による検査 1 成分 2,400 1,610,400

1 試料 5,500 308,000
 AAS，ICP による検査

1 成分 3,400 2,441,200

 PT－GC／MS，PT－GC 1 試料 8,000 640,000

HS－GC／MS による検査 1 成分 2,000 1,472,000

固相抽出－GC／MS 1 試料 10,000 1,690 ,000

固相抽出－GC による検査 1 成分 3,000 13,215,000

固相抽出－HPLC による

検査

1 試料

1 成分

10,000

3,000

682

2,339

6,820,000

7,017,000

溶媒抽出－GC／MS 1 試料 10,000 910,000

溶媒抽出－GC による検査 1 成分 6,000 852,000

一 括

検 査
水道法施行規則規定検査 1 試料 4,600 257,600

小分析試験 1 試料 18,200 91,000
温泉分析試験料

中分析試験 1 試料 94,600 662,200

食品衛生法によ

る規格検査

微生物（ウイル

スを除く）の

検査 無 菌 試 験 1  件 6,800 2 13,600

ウイルスの

検査
定 性 試 験 1  件 35,000 15 15 525,000

毒性試験検査料 毒性試験検査 1 件 42,000   2 84,000

保険点数に掲げる

名称の手数料
  HIV 抗体検査 1  件 960 91

  2

  2

1 種目 1,700 1 １,700  1

91 87,360

合       計 38,721,660

671

56

718

80

736

169

4,405

91

142

56

5

7

59

682

2,339

671

56

718

80

736

169

4,405

91

142

56

111 10,216 10,327
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５ 調査研究課題一覧表 

研 究 部 調  査  研  究  課  題 実施概要

感 染 症 部 県内におけるウエストナイルウイルス（WNV）の監視について 

重症の呼吸器感染症を引き起こすウイルス，クラミジア迅速診断法の確立 

結核菌の分子疫学解析による感染実態調査 

兵庫県における動物由来感染症対策のための動物感染症サーベイランスおよ

び検査手法の確立に関する研究‐ペットショップおよび学校飼育鳥のオウム

病クラミジア調査 

ノロウイルス食中毒対策の一環としての生カキの衛生確保対策の推進 

細菌感染症における分子疫学的解析による調査研究 

セレウリドの検出と薬剤耐性菌の分子疫学による実態調査 

p． 9 参照

p．10 〃

p．10 〃

p．11 〃

 

 

p．11 〃

p．11 〃

p．12 〃

健康科学部 ポジティブリスト制の導入に対応した残留農薬等の多成分一斉分析法の検討 

健康食品に含まれる医薬品成分の試験法の確立  

アレルギー物質含有食品（特定原材料検査）の試験法の検討 

p．15 〃

p．16 〃

p．16 〃

安全科学部 有害化学物質環境リスク評価の地域特化と総合化に関する研究 

PCB 汚染物等の適正処理技術構築及び施設管理に関する研究 

環境・生体中における残留性有害化学物質モニタリングと環境影響評価に関

する研究 

不法投棄など緊急時対応のための廃棄物性状解析および環境影響に関する研

究 

p．19 〃

p．19 〃

p．19 〃

 

p．19 〃

水質環境部 微生物等を活用した海域及び底泥の直接浄化技術の開発 

土地利用形態の違いによる水域への流出特性に関する研究 

地理情報システム等による兵庫県の流域環境情報統合化に関する研究 

水生生物を用いた山林植生の環境影響評価 

県内の水道原水中の化学物質の高感度迅速分析および浄水処理工程での低減

化 

有害微量金属類による飲料水汚染に対応した高感度迅速分析法の研究 

p．21 〃

p．22 〃

p．23 〃

p．23 〃

p．23 〃

 

p．24 〃

大気環境部 解体現場から飛散する角閃石系アスベスト濃度測定法の検討  

兵庫県におけるヒートアイランド現象実態把握及び対策の有効性の検討に関 

する研究 

自動車排ガスによる大気汚染の低減のための対策効果の検証と PM2.5 汚染の 

実態把握について 

大気汚染物質濃度の評価と予測モデルに関する研究 

光化学大気汚染の挙動解明ならびに対策効果に関する研究 
7Be を用いた光化学オキシダントに占める成層圏オゾンの評価 

p．28 〃

p．29 〃

 

p．29 〃

 

p．29 〃

p．30 〃

p．30 〃

 



兵庫県立健康環境科学研究センター業務年報 第 6 号，2007  

 - 36 - 

６ 試験検査項目等一覧表 

研  究  部 試    験   検   査   項   目 実施概要 

企画情報部 兵庫県下の結核患者発生情報の解析 

健康増進計画策定に関するデータ解析支援 

研究センター講演会の開催 

研究発表会の開催 

広報誌の発行 

ホームページの運営 

研究課題等評価調整会議の開催 

危機管理情報の受信と情報共有 

GLP 信頼性確保部門業務 

p．7 参照 

p．7  〃 

p．7  〃 

p．7  〃 

p．7  〃 

p．7  〃 

p．8  〃 

p．8  〃 

p．8  〃 

感 染 症 部 血液製剤の無菌試験 

医療用具の無菌試験 

輸入ナチュラルチーズのリステリア菌の検査 

結核菌の依頼試験 

その他の細菌に関する依頼検査 

感染症発生動向調査におけるウイルス検査（下痢症およびインフルエンザ 

を除く） 

集団発生におけるインフルエンザ検査 

感染症発生動向調査におけるインフルエンザ検査 

平成 18 年度ポリオ感染源調査（厚生労働省感染症流行予測調査） 

HIV および B型、C 型肝炎ウイルス検査 

市販生食カキのノロウイルス検査 

集団感染症および食中毒の感染源、感染経路調査(集団嘔吐下痢症患者か

らのノロウイルスの検出) 

集団感染症および食中毒の感染源、感染経路調査(感染症検査定点におけ

る下痢症ウイルス調査) 

平成 18 年度日本脳炎感染源調査（厚生労働省感染症流行予測調査） 

平成 18 年度新型インフルエンザウイルスの出現監視を目的とした感染源

調査（厚生労働省感染症流行予測調査） 

平成 18 年度新型インフルエンザウイルス系統調査・保存事業（厚生労働省） 

国内に飛来する野鳥における鳥インフルエンザの生態調査 

感染症発生動向調査週報患者情報分析 

感染症発生動向調査月報患者情報分析 

感染症発生動向調査年報患者情報分析 

p．12 〃 

p．12 〃 

p．12 〃 

p．12 〃 

p．12 〃 

p．12 〃 

 

p．12 〃 

p．12 〃 

p．13 〃 

p．13 〃 

p．13 〃 

p．13 〃 

 

p．13 〃 

 

p．13 〃 

p．13 〃 

 

p．13 〃 

p．14 〃 

p．14 〃 

p．14 〃 

p．14 〃 

健康科学部 

 

   

 

 

 

穀類，野菜，果実等の残留農薬試験  

国産食肉の残留農薬試験 

畜水産食品等の残留医薬品試験 

輸入柑橘類等の防かび剤試験 

輸入食品における指定外添加物等の試験  

米の成分規格試験 

ピーナッツ等のカビ毒(アフラトキシン)試験 

p．16 〃 

p．16 〃 

p．16 〃 

p．16 〃 

p．17 〃 

p．17 〃 

p．17 〃 
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研  究  部 試    験   検   査   項   目 実施概要 

健康科学部 重要貝類等毒化点検調査 

器具・容器包装の規格試験 

食品用洗浄剤の規格試験 

家庭用品(繊維製品)の試買試験 

医薬品及び医療用器具等の一斉監視指導の実施に伴う試験 

遺伝子組換え食品検査  

アレルギー物質を含む食品の検査 

空中飛散花粉の観測と情報の提供 

確認等の試験検査 

[チョコレートケーキ中の異物検査] 

 [セアカゴケグモの同定] 

 [ミネラルウォーター中の異物] 

その他の試験検査 

[医療用医薬品の品質再評価に係る溶出試験］ 

［医薬品･医薬部外品の製造販売承認申請書の妥当性審査] 

p．17 〃 

p．17 〃 

p．17 〃 

p．17 〃 

p．17 〃 

p．18 〃 

p．18 〃 

p．18 〃 

p．18 〃 

 

 

 

p．18 〃 

安全科学部 公共用水域及び地下水の水質測定 

有害大気汚染物質環境モニタリング調査(大気環境部と分担して実施) 

工場立入調査 

ダイオキシン類対策特別措置法に基づく立入検査 

外因性内分泌撹乱化学物質環境調査 

土壌・地下水汚染対策調査 

ゴルフ場農薬関係調査 

ベンゼン等有害大気汚染物質発生源調査 

特別管理産業廃棄物等監視事業 

化学物質環境汚染実態調査 

水田農薬河川調査 

p．20 〃 

p．20 〃 

p．20 〃 

p．20 〃 

p．20 〃 

p．20 〃 

p．20 〃 

p．21 〃 

p．21 〃 

p．21 〃 

p．21 〃 

水質環境部 公共用水域の水質等の測定 

広域総合水質調査（環境省委託） 

地下水の水質等の測定(硝酸性窒素等地下水汚染原因究明調査) 

工場立入調査 

栄養塩削減指導調査 

公共用水域の常時監視地点での基準超過の原因究明調査 

新規環境基準項目導入に伴うモニタリング実施計画策定調査 

水生生物の保全に関する有害物質の水質目標設定のための測定調査 

瀬戸内海環境情報基本調査 

総量規制に基づく工場・事業場における窒素・燐負荷量の測定調査 

水道水質管理計画に基づく水道水質基準項目の試験検査 

水道水質管理計画に基づく監視項目の試験検査 

小規模水道事業体の水道水質検査 

県内温泉の分析試験 

水道原水中に含まれるフタル酸エステルの試験検査 

毒物および飲料水危機管理に関する水道原水・飲料水等の検査 

水道水質検査機関に対する外部精度管理 

p．25 〃 

p．25 〃 

p．26 〃 

p．26 〃 

p．26 〃 

p．26 〃 

p．26 〃 

p．26 〃 

p．26 〃 

p．26 〃 

p．27 〃 

p．27 〃 

p．27 〃 

p．27 〃 

p．28 〃 

p．28 〃 

p．28 〃 
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研  究  部 試    験   検   査   項   目 実施概要 

大気環境部 金属物質環境汚染監視調査 

ばい煙発生施設・特定粉じん発生施設に係る測定調査 

一般環境大気アスベストモニタリング調査 

特定粉じん排出作業場の周辺環境調査（建築物解体現場でのアスベスト調

査） 

酸性雨監視調査 

有害大気汚染物質環境モニタリング調査(安全科学部と分担して実施) 

国道 43 号沿道等における騒音・振動実態調査 

新幹線鉄道騒音・振動監視調査 

関西国際空港に係る航空機騒音の測定調査 

自動車騒音常時監視調査 

環境放射能水準調査 

輸入食品の放射能調査 

食品中の汚染物質等の一日摂取量調査（国立保健医療科学院依頼） 

ヒートアイランド対策推進事業 

p．30 〃 

p．31 〃 

p．31 〃 

p．31 〃 

 

p．31 〃 

p．31 〃 

p．31 〃 

p．31 〃 

p．32 〃 

p．32 〃 

p．32 〃 

p．32 〃 

p．32 〃 

p．32 〃 

 
 
 
 



兵庫県立健康環境科学研究センター業務年報 第 6 号，2007  

 - 39 - 

７ 普及啓発活動一覧表 

7.1  研究センター講演会 

開 催 日：平成19年2月21日（水） 

開催場所：兵庫県中央労働センター 大ホール・視聴覚室 

特別講演 
一般環境のアスベストによる健康リスクについて 

京都大学大学院工学研究科 教授 内山巌雄 

一般講演 

演      題      名 発      表      者 

環境中のアスベストと兵庫県の対応 大気環境部  研究主幹  平 木 隆 年  

安全な食品の提供のために 健康科学部  部  長  市 橋 啓 子 

安全な水を求めて 水質環境部  部  長  英 保 次 郎 

 

7.2 研究発表会 

開 催 日：平成18年8月28日（月）～30日（水） 

開催場所：県立健康環境科学研究センター 講堂 

発表内容：企画情報部  2題 「県民の健康に関する疫学指標と生活習慣等の要因の関連性－兵庫県民の死因別 

               死亡の特徴－｣ほか  

     感染症部    9題 「最近のインフルエンザの実態調査」ほか 

     健康科学部  4題 「食品等に含まれる有害物質の系統的試験法の確立」ほか 

     安全科学部  6題 「有害化学物質環境リスク評価の地域特化と総合化に関する研究 ①ＰＲＴＲ 

データと環境濃度の比較及び健康影響評価情報による有害化学物質の評価」ほか 

     水質環境部  7題 「高度浄水処理に伴う臭素系消毒副生成物の分析法の確立と副生成物の挙動」ほか 

     大気環境部  3題 「兵庫県における酸性雨調査･研究」ほか 

 

7.3 県職員の研修指導 

研修・講習名 実施期間 
年月日 実施担当部 実    施    課    題 実施対象者 

所属機関等 実施場所 備 考 

飲料水中有機リン

の分析技術研修 
H18.5.22 
 
 

水質環境部 ｷｬﾋﾟﾗﾘｰｶﾗﾑ対応のｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾑによ

る有機ﾘﾝ系農薬の検査 
社健康福祉

事務所 
１名 

兵庫庁舎 社健康福祉

事務所依頼 

県民局職員騒音常

時監視測定研修 
H18.5.29 大気環境部 常時監視測定法 各県民局職

員 10 名 
須磨庁舎 大気課主催 

アスベスト，県民

局担当者研修 
H18.7.31 大気環境部 アスベスト調査手順 県民局環境

担 当 職 員

13 名 

須磨庁舎 大気課主催 

食品添加物「プロ

ピレングリコー

ル」の試験検査に

ついて 

H18.9.26 健康科学部 ガスクロマトグラフ等を含めた検査

技術の習得および検査精度の向上を

目的とする 

洲本健康福

祉事務所検

査室 1 名 

健康科学部 洲本健康福

祉事務所依

頼 

水中硫化水素の分

析法に関する技術

研修 

H19.1.12 
 

水質環境部 硫化水素の高感度分析法 
 

洲本健康福

祉事務所 
１名 

兵庫庁舎 
 

洲本健康福

祉事務所依

頼 
北部ブロック健康

福祉事務所検査業

務担当者研修 

H19.1.19 大気環境部 放射能検査の実際、被爆線量の考え

方および輸入食品の放射能検査結果

等について 

北部健康福

祉事務所検

査 室 職 員 

11 名 

但馬地域地

場産業振興

センター 

豊岡健康福

祉事務所依

頼 
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花粉観測担当者研

修 
H19.2.2 健康科学部 標準花粉プレパラートの作成につい

て 

洲本健康福

祉事務所検

査室 1 名 

健康科学部 洲本健康福

祉事務所依

頼 

健康福祉事務所検

査担当者専門研修 
H19.2.15 

～2.16 
感染症部 
健康科学部 
水質環境部 

リアルタイムPCRによるノロウイル

スの迅速診断法 
HPLC による食品中合成着色料の

分析 
水道水質に係る陰イオン分析，油定

性分析，硬度分析 

宝塚 ,加古

川,龍野,社, 
豊岡,柏原, 
洲本健康福

祉事務所 
9 名 

兵庫庁舎 健康環境科

学研究セン

ター主催 

健康福祉事務所検

査室長研修 
H19.3.9 企画情報部 

感染症部 
健康科学部 
安全科学部 
水質環境部 

感染症法の改正について，最近の食

品衛生について，水道水質基準の見

直し等について，北朝鮮核実験に伴

う緊急放射能調査及び人が日常生活

で受ける放射能被爆，今シーズンの

ノロウイルス流行と検査状況，健康

科学部における医薬品検査につい

て，本年度のＧＬＰの内部点検結果

等について 

宝塚 ,加古

川,龍野,社, 
豊岡,柏原, 
洲本健康福

祉事務所 
７名 

兵庫庁舎 健康環境科

学研究セン

ター主催 

水道法水質基準改

正に伴う新規規制

項目塩素酸の分析

技術研修 

H19.3.16 
 

水質環境部 水道水中塩素酸の検査 
 

豊岡健康福

祉事務所検

査室 
１名 

兵庫庁舎 豊岡健康福

祉事務所依

頼 

原子吸光光度計に

よる重金属分析技

術研修 

H19.3.22 
 

水質環境部 Cd,Pb 及びヒ素の前処理と測定法 
 

洲本健康福

祉事務所 
１名 
柏原健康福

祉事務所 
１名 

須磨庁舎 洲本及び柏

原健康福祉

事務所依頼 

健康項目測定技術

研修 
H19.3.23 
 

水質環境部 フェノール及び全シアン分析方法の

実習 
柏原健康福

祉事務所 
１名 

須磨庁舎 柏原健康福

祉事務所依

頼 

 

7.4 県職員以外の研修指導 

研修・講習名 実施期間 
年月日 実施担当部 実    施    課    題 実施対象者 

所属機関等 実施場所 備  考 

神戸大学医学部学

生研修 
H18.5.23

～5.26 
健康科学部 
水質環境部 
大気環境部 

水質分析手法 
COD 等の分析実習 
水質と生物について 
アスベストの対策と問題点 
食品中の毒物検査 

神戸大学医

学 部 学 生 

10 名 

兵庫庁舎 
須磨庁舎 

神戸大学の

依頼 

JICA 環境負荷物

質の分析技術及び

リスク評価研修 

H18.6.26 
～7.28 

企画情報部 
健康科学部 
安全科学部 
水質環境部 
大気環境部 

開発途上国の環境分野の技術者が，環境

負荷物質による人の健康及び環境に対す

る安全性の評価ならびにモニタリング技

術に理解を深め，知識ならびに技術を習

得し，環境及び農作物の安全性確保の整

備に資することを目的とする． 

ﾁﾘ，ｴｼ゙ ﾌ゚ ﾄ，

ﾌｨｼ゙ ｰ，ｲﾝﾄ゙ ﾈ

ｼｱ，ﾖﾙﾀﾞﾝ，

ｵﾏー ﾝ，ﾊ゚ ﾅﾏ 
7 ｶ国7名 

須磨庁舎 
兵庫庁舎 

JICAの依頼 
 

市町職員特殊公害

前期研修 

 

 

H18.8.3 
 

大気環境部 

 
騒音測定法と解析手法 
 

県内市町職

員 33 名 
神戸市教育

会館 
大気課主催 

JICA 研修（パラナ

湾沿岸域における

モニタリングシス

テムの構築と漁場

の持続的な利用に

関するプロジェク

ト） 

H18.8.16 
 

水質環境部 兵庫県及び我国における水質の現状

と水質保全対策 
ブラジルパ

ラナ州 

1名 

神戸市 ひょうご環

境創造協会

の依頼 

神戸高専研修 H18.9.7 大気環境部 大気汚染研究について 神戸高専の

学生 20名 
須磨庁舎 神戸市立工

業高等専門

学校の依頼 
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JICA 閉鎖性海域の

水環境管理技術研

修 

H18.9.12 
9.14. 
9.25. 
10.5 
10.20 

水質環境部 

安全科学部 
 

閉鎖性海域の環境管理を行う中堅行

政担当官等に対して，我が国の水質

保全等に関する経験とその技術移転

を通じて各国行政担当官等のレベル

アップを図る． 

中国，ｺｰﾄｼﾞ 

ﾎﾞｱｰﾙ，ｲﾝﾄﾞ 

ﾈｼｱ，ｻｳｼﾞｱ 

ﾗﾋﾞｱ，ﾀｲ 

5カ国6名 

須磨庁舎 

水質調査船 

新ひょうご 

JICA  
環境局水質 
課の依頼 

JICA 東アジア酸性

雨モニタリングネ

ットワーク研修 

H18.11.10 
11.17 
11.21 

大気環境部 東アジア諸国において酸性雨問題に

従事する中堅技術者を対象に酸性雨

の発生機構，試料の採取法等の講義

を行い，酸性雨問題への理解を深め，

各国技術者のレベルアップを図る． 

ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ，中

国，ｲﾝﾄﾞﾈｼ

ｱ，ﾗｵｽ，ﾏﾚ

ｰｼｱ，ﾓﾝｺﾞﾙ，

ﾐｬﾝﾏｰ，ﾌｨﾘ

ﾋﾟﾝ，ﾀｲ，ﾍﾞ

ﾄﾅﾑ 10 名 

須磨庁舎 JICAの依頼 
(材)ひょうご

環境創造協

会の依頼 

市町職員特殊公害

ブロック研修 

H18.12.1 大気環境部 

 

騒音測定法・解析手法と対策 県内市町職

員 15 名 
須磨庁舎 大気課主催 

市町職員特殊公害

ブロック研修 

H18.12.13 大気環境部 騒音測定法・解析手法と対策 県内市町職

員 16 名 
柏原福利セ

ンター 

大気課主催 

食品衛生検査施設

における業務管理

に関する研修 

H19.1.25 
 

企画情報部 

感染症部 

健康科学部 

標準作業手順書と検査記録簿 

精度管理の実施状況 

食品中の残留農薬及び残留抗生物質

食品添加物の効率的分析法 

遺伝子組み換え食品の検査 

熊本県健康

危 機 管 理

課 ,保健環

境科学研究

所 ,有明保

健所 ,八代

保健所 
7 名 

兵庫庁舎 熊本県の依

頼 

医師臨床研修 H19.1.29
～2.2 

企画情報部 

感染症部 

健康科学部 

安全科学部 

水質環境部 

大気環境部 

県立健康環境科学研究センターの概

要，疫学概論及び実習，感染症発生

動向調査概要及び実習，細菌感染症

概要及び実習，ウイルス感染症概要

及び実習，有害化学物質調査，健康

科学部概要，アスベスト問題，総括

加古川市民

病院研修医

5名 

兵庫庁舎 

須磨庁舎 

加古川市民

病院の依頼 

 

7.5 研修会等での講演 

研 修 会 等 の 名 称 年 月 日 担 当 者 講 演 内 容 主 催 者 場  所 

アスベスト対策近畿 4 府県連

絡会 
H.18.5.31 英保 次郎 アスベスト分析法に関する最新の

動向について 
環境管理局大気

課 
兵庫県民会

館 

水辺の教室 
 

H.18.6.2 小川  剛 水生昆虫の採集と観察および水質

評価  
中播磨県民局 福崎町立福

崎小学校 
水生生物調査指導者技術講習

会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H.18.6.6 
   6.8 
     6.20 
     6.22 
    6.27 
    6.29 

7.6 

小川  剛 水生生物調査普及啓発のための指

導者養成 
環境学習課 山崎町生涯

学習センタ

ー学遊館,丹
波の森公苑, 
南あわじ市

サイクリン

グターミナ

ル , 養父市

立関宮公民

館 , 姫路市

立夢前町公

民館,奥猪名

健康の郷,や
しろ鴨川の

郷 

水辺の教室 H.18.6.13 小川  剛 
 

水生生物の採集と観察および水質

評価 
丹波県民局 丹波市立中

央小学校 
水辺の教室 H.18.6.26 小川  剛 

 
水生生物の採集と観察および水質

評価 
西播磨県民局 たつの市立

香島小学校 
水辺の教室 H.18.6.30 小川  剛 

 
水生生物の採集と観察および水質

評価 
中播磨県民局 福崎町立高

岡小学校 
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水辺の教室 H.18.7.4 小川  剛 
 

水生生物の採集と観察および水質

評価 
中播磨県民局 姫路市立置

塩小学校 
水辺の教室 H.18.7.5 小川  剛 

 
水生生物の採集と観察および水質

評価 
丹波県民局 丹波市立後

川小学校 
水辺の教室 H.18.7.7 小川  剛 

 
水生生物の採集と観察および水質

評価 
但馬県民局 朝来市立糸

井小学校 
水辺の教室 H.18.7.11 小川  剛 

 
水生生物の採集と観察および水質

評価 
北播磨県民局 加東市立鴨

川小学校 
水辺の教室 H.18.7.13 小川  剛 

 
水生生物の採集と観察および水質

評価 
中播磨県民局 市川市立小

畑小学校 

宝塚・三田農業改良普及セン

ター職員研修 

H.18.7.21 市橋 啓子

秋山 由美

 

農薬等のポジティブリスト制度に

おける食品衛生監視体制と農産物

等の残留農薬検査の実態と課題に

ついて 

宝塚・三田農業

改良普及センタ

ー 

 

JA 兵庫六甲

阪神営農総

合センター

青少年科学技術体験学習 

 

H.18.8.1 小川  剛 水生生物と水質 科学振興課 須磨庁舎 

大気環境保全研修会 Ｈ18.8.4 
 

英保 次郎 大気環境の保全～身近な問題～

「アスベスト」 
大気環境保全連

絡協議会丹波支

部 

柏原福利セ

ンター 

水辺の教室 H.18.8.10 小川  剛 
 

水生生物の採集と観察および水質

評価 
中播磨県民局 姫路市立安

富北小学校 
兵庫県水道水質管理連絡協議

会 

H18.8.21 川元 達彦 ホルムアルデヒド，亜鉛，ホウ素

の精度管理 
生活衛生課 神戸市 

兵庫県水道水検査外部精度管

理委員会 
H18.3.22 川元  達彦 TOC，鉄，銅測定値の精度管理 生活衛生課 神戸市 

平成 18 年度阪神･淡路ブロッ

ク健康福祉事務所検査担当研

修会 
 

H18.9.28 山口 幹子 食品衛生外部精度管理調査につい

て(平成 18 年度食品衛生検査施設

信頼性確保部門責任者等研修会よ

り) 

宝塚健康福祉事

務所 
宝塚健康福

祉事務所 

平成18年度第13回河川整備事

業成果発表会 
H18.10.27 駒井 幸雄 山林集水域における窒素汚染原因

解明と流域水質へのインパクトに

関する研究 

海運クラブ （財）河川環

境管理財団 

エコフェスティバル H.18.10.28 
10.29 

小川  剛 
 

きれいな水をみんなの手で ひょうごエコフ

ェスティバル実

行委員会 

丹波の森公

苑 

室内環境から見たアスベスト

汚染について 
Ｈ18.11.30 小坂  浩 アスベストの測定法を中心に国内

外の現状について 
室内環境学会 東京ビッグ

サイト 

姫路市環境衛生研究所職場研

修会 

H19.1.12 小坂  浩 アスベスト使用の実態と今後の対

策について 
姫路市環境衛生

研究所 
姫路市中央

保健センタ

ー 
環境省環境科学セミナー H19.1.25 中野  武 化学物質環境調査全般における留

意事項 

環境省 東京都 

講演会 H19.1.27 駒井 幸雄 六甲山系の河川と湧水の水質 兵庫県勤労者山

岳連盟 
中央労働セ

ンター 
JICA インドネシア地方環境分

析官のための環境管理能力向

上コース研修 

H19.2.2 古武家善成 日本の産業汚染 －その歴史と社

会的背景－ 

JICA兵庫 神戸市 

第9回全環研協議会近畿ブロッ

ク 有害化学物質部会 

H19.2.23 松村 千里 環境試料中のクロルデン等分析 全環研協議会近

畿ブロック 

須磨庁舎 

大気分析研修講義 H19.2.26 中野  武 環境モニタリングと研究 環境調査研究所 所沢市 

第 41 回年会レビュー講演 H19.3.17 中野  武 環境微量分析における課題と最近

の動向 
日本水環境学会 大阪産業大

学（大東市） 
 

7.6 委員会の委員等の就任 

委 員 会 等 の 名 称 委 嘱 機 関 名 職 員 名 

瀬戸内海環境保全協会・調査委員会 瀬戸内海環境保全協会 山村 博平 

瀬戸内海水質汚濁研究公害研会議 兵庫県 山村 博平 

兵庫県公衆衛生協会 兵庫県公衆衛生協会 山村 博平 
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兵庫自治学会運営委員会 兵庫自治学会 山村 博平 

神崎川水質汚濁対策連絡協議会委員 神崎川水質汚濁対策連絡協議 山村 博平 

地研全国協議会近畿支部疫学情報部会 地研全国協議会近畿支部疫学情報部会 沖  典男 

結核対策検討会議 健康生活部健康局 沖  典男 

兵庫県精度管理専門委員会委員 知事 山岡 政興 

動物由来感染症対策検討会 知事 山岡 政興 

健康危機管理調整会議 健康生活部 山岡 政興 
地方衛生研究所全国協議会つつがむし病小委員会委員 地方衛生研究所全国協議会 

つつがむし病小委員会 
藤本 嗣人 

近畿地区アデノウイルスレファレンス委員 衛生微生物技術協議会 
レファレンス委員会 

藤本 嗣人 
 

医療用医薬品溶出試験規格検討会 厚生労働省 三橋 隆夫 

日本環境化学会 評議員 日本環境化学会 中野  武 

化学物質環境調査総合検討会・分析法（大気系）分科会 環境省環境安全課 中野  武 

化学物質環境実態調査における要望物質の実行可能性検討会 (財)日本環境衛生センター(環境省) 中野  武 

POPs モニタリング調査マニュアル作成等検討会 (財)日本環境衛生センター(環境省) 中野  武 

東アジアPOPs モニタリングワークショップ委員 環境省環境安全課 中野  武 

POPsモニタリング検討会 国立環境研究所 中野  武 

POPsモニタリング検討会分析法分科会 国立環境研究所 中野  武 

MLAP認定審査 審査委員 製品評価技術基盤機構 中野  武 

PCB廃棄物処理事業検討会技術部会 日本環境安全事業(環境省） 中野  武 

初期環境調査の結果に関する精査検討会 (株)数理計画(環境省) 中野  武 

ヘキサクロロベンゼン等排出インベントリー検討会 (環境省) 中野  武 

非意図的生成のPOPs排出抑制対策検討会 (株)エックス都市研究所(環境省) 中野  武 

日本水環境学会 理事 日本水環境学会 古武家 善成 

環境技術学会 編集委員 環境技術学会 古武家 善成 

環境技術学会 査読委員 環境技術学会 古武家 善成 

化学物質環境汚染実態調査分析法検討会（LC/MS）検討委員 (株)帝人・エコサイエンス（環境省） 古武家 善成 

化学物質環境汚染実態調査精査検討実務者会議検討委員 (株)数理計画（(環境省) 古武家 善成 

国土交通省ダイオキシン類精度管理委員会 (財)河川環境管理財団(国土交通省) 松村 千里 

ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査会 (社)環境情報科学センター(環境省) 
松村 千里 

北本 寛明 

MLAP認定審査 審査委員 製品評価技術基盤機構 松村 千里 

兵庫県水道水質検査外部精度管理委員会 生活衛生課 
英保 次郎 

川元 達彦 

衛生試験法・水質試験法専門委員会委員 日本薬学会 川元 達彦 

河川におけるケイ酸など無機溶存物質の流出機構に関する研究会 （財）河川環境管理財団 駒井 幸雄 

（社）日本水環境学会関西支部幹事 （社）日本水環境学会関西支部 駒井 幸雄 

平成 18 年度温室効果ガス排出量算定方法検討会委員 環境省 平木 隆年 
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環境大気測定機の信頼性評価検討会委員 環境省 平木 隆年 

大気環境学会編集委員会 大気環境学会 平木 隆年 

アスベスト大気濃度調査検討会 環境省 小坂  浩 

走査電子顕微鏡によるアスベスト分析法検討ワーキンググループ 環境省 小坂  浩 

大気環境学会近畿支部事務幹事 大気環境学会近畿支部 藍川 昌秀 

衛生試験法注解 編集委員 日本薬学会 礒村 公郎 

 

7.7 非常勤講師・客員研究員等の就任 

名 称 科 目 ・ 研 究 テ ー マ 等 委嘱機関 期 間 職 員 名 

医学研究員 
 

食品中に混入した毒劇物の分析法に関する法医中毒学的研

究 
神戸大学 
 

H18.4～ H19.3 

 

吉岡 直樹 
 

医学研究員 最近のインフルエンザの実態調査 神戸大学 H18.4 ～ H19.3 山岡 政興 

客員研究員 アデノウイルスの疫学 東京大学 H18.4 ～ H19.3 藤本 嗣人 

客員研究員 
 

ため池とその周辺を含む地域生態系での水循環に関する基

礎的研究 

国立環境研究所
 

H18.4 ～ H19.3 

 

梅本  諭 

駒井 幸雄 
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８ 学会発表一覧表 

演    題    名 発 表 者 名 学    会    名 

企画情報部 

兵庫県における 3 歳児健診受診者を対象と

したアレルギー疾患実態調査 

沖 典男，衣笠良信 第65回日本公衆衛生学会総会 抄録集

p.669, 2006.10 富山市 

保育園における腸管出血性大腸菌 O26 の集

団感染事例について 

山口幹子ほか 

 

第 45 回日本公衆衛生学会近畿地方会 

口演・示説要旨集 p102, 2006. 5 

京都市 

ヒスタミンによる食中毒事例について 粟田礼子（山口幹

子）ほか 

第 45 回日本公衆衛生学会近畿地方会 

口演・示説要旨集 p103, 2006. 5 

京都市 

感染症部 

アデノウイルス分離におけるA549細胞の有

用性；HEp-2, RD との比較 

藤本嗣人ほか 

 

第47回日本臨床ウイルス学会 抄録集

p.50, 2006.6 東京都 

コクサッキーウイルス B 群とアデノウイル

ス重複感染が確認された扁桃炎患者の咽頭

検体中のウイルス分離および定量 

藤本嗣人ほか 
第 7 回 日本アデノウイルス研究会 

抄録集 p.9 2006.11 名古屋市 

髄液からのウイルス分離で証明されたアデ

ノウイルス 6型無菌性髄膜炎 

渡邉香奈子（藤本嗣

人）ほか 

第 7 回 日本アデノウイルス研究会

抄録集 p.7 2006.11 名古屋市 

兵庫県内の食鳥処理場から分離されたカン

ピロバクターの分子疫学的解析 

福永真治ほか 

 

平成18年度全国公衆衛生獣医師協議会

調査研究発表会 要旨集 p.28，

2006.9 東京 

下痢症患者から分離された変異型stx2遺伝

子保有大腸菌 O128：HNM の性状 

福永真治ほか 平成 18 年度日本獣医公衆衛生学会（近

畿） 要旨集 p.159，2006.10 堺市

β-D-glucuronidase 陽性 E.coli O157 の分

離について 

小林ゆかり（福永真

治）ほか 

第 65 回日本公衆衛生学会 要旨集

p.911，2006.10 富山市 

小学校およびペットショップにおける鳥類

のオウム病汚染実態調査ならびにオウム病

保有鳥発見時の対応 

稲元哲朗（押部智

宏）ほか 

日本獣医公衆衛生学会（近畿）講演要

旨集 p.153 2006.10 堺市 

兵庫県内海域養殖カキのノロウイルス（NV）

汚染調査 

押部智宏 平成 18 年度日本獣医公衆衛生学会（近

畿）講演要旨集 p.157 2006.10 堺

市 

兵庫県内海域養殖カキのノロウイルス（NV）

汚染調査 

 

押部智宏 平成 18 年度日本獣医公衆衛生学会 

地区学会賞受賞講演 要旨集 p.258

2007.2 大宮市 

健康科学部 

Multiresidue analysis of 500 pesticide  
residues in agricultural products 
using GC/MS and LC/MS 

 

Y.Akiyama,     
N. Yoshioka,  
T. Matsuoka 

11th IUPAC International Congress 
of Pesticide Chemistry， 
Book of Abstracts(2)，p.190，2006.8 
Kobe 
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演    題    名 発 表 者 名 学    会    名 

Daily intake of pesticides based on the 
market basket method in Hyogo  
prefecture, Japan 

N.Yoshioka,  
Y. Akiyama,  
T. Matsuoka 

11th IUPAC International Congress 
of Pesticide Chemistry， 
Book of Abstracts(2)，p.215，2006.8  
Kobe 

GC-MS による死蝋中脂質の構造解析 主田英之, 足立順

子, 吉岡直樹, 浅

野水辺, 上野易弘 

第31回日本医用マススペクトル学会年

会 2006.9 名古屋市 

神戸市におけるスギ科花粉の日内時間帯別

飛散数と風向との関連性 

後藤 操, 南 利幸，

小笠原寛 

日本花粉学会４７回大会 講演要旨集

P66,2006.10 和歌山市 

寒冷前線通過時の西風による瀬戸内の花粉

飛散について（2006 年 4 月 8 日の例） 

南 利幸, 後藤 操 日本花粉学会４７回大会 講演要旨集

P30,2006.10 和歌山市 

ポジティブリスト制施行に向けた分析対象

農薬の拡大（その 3） 

－GC/MSおよびLC/MSによる500種農薬のス

クリーニング分析－ 

松岡智郁 , 秋山由

美, 吉岡直樹 

第 43 回全国衛生化学技術協議会年会 

講演集 p.51-52，2006.11  米子市 

活性炭カートリッジを用いた食品中TBHQの

簡易分析法 

祭原ゆかり, 三橋

隆夫, 市橋啓子  

第 43 回全国衛生化学技術協議会年会

講演集 p.103-104，2006.11  米子市 

兵庫県における３６種類の食用タール色素

の分析について 

吉岡直樹，市橋啓子 平成１８年度地方衛生研究所全国協議

会近畿支部理化学部会，2007,2 大津

市 

安全科学部 

環境試料中クロルデン類の異性体分布 中野 武，松村千

里，鶴川正寛 

第 15 回環境化学討論会 講演要旨集 

p68-69，2006.6 仙台市 

POPs モニタリングにおける大気生物試料

の超高感度分析方法の最適化 

高菅卓三，山下道

子，渡邉清彦，嶽盛

公昭，中野 武，福

嶋 実，柴田康行 

第 15 回環境化学討論会 講演要旨集 

p72-73，2006.6 仙台市 

化学物質環境モニタリングの新しいアプロ

ーチ（1）－環境省 ELISA 実証事業における

試験結果－ 

高 橋  悟 ， 角 脇

怜，古武家善成，北

本寛明，古谷長蔵，

山根一城，小島節子

ほか 

第 15 回環境化学討論会 講演要旨集 

p754-755，2006.6 仙台市 

LC/MS による化学物質分析法の基礎的研究

（24） 

佐々木和明，田原る

り子，横尾保子，古

武家善成，中野 武

ほか  

第 15 回環境化学討論会 講演要旨集 

p768-769，2006.6 仙台市 

LC/MS による化学物質分析法の基礎的研究

（25） 

古武家善成，長谷川

敦子，江原 均，中

野 武ほか 

第 15 回環境化学討論会 講演要旨集 

p770-771，2006.6 仙台市 
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演    題    名 発 表 者 名 学    会    名 

LC/MS による化学物質分析法の基礎的研究

（26） 

浦山豊弘，上堀美智

子，下尾和歌子，古

武家善成，中野 武

ほか 

第 15 回環境化学討論会 講演要旨集 

p772-773，2006.6 仙台市 

焼却灰埋立処分後の安定化について 森口祐三，中野貴

彦，藤原英隆 

第 15 回環境化学討論会 講演要旨集

p798-799，2006.6 仙台市 

大気中ジクロロベンゾニトリル異性体の分

析方法 

松村千里，鶴川正

寛 , 岡田泰史 , 中
野 武 

第 15 回環境化学討論会 講演要旨集

p538-539，2006.6 仙台市 

水域での二枚貝を用いたＰＯＰｓモニタリ

ング手法の開発 

高部祐剛，是枝卓

成, 津野 洋, 永禮

英明，松村千里，鶴

川正寛, 中野 武 

第 15 回環境化学討論会 講演要旨集

p816-817，2006.6 仙台市 

海洋における有害化学物質モニタリング 鶴川正寛，松村千

里，中野 武，功刀

正行 

第 15 回環境化学討論会 講演要旨集

p394-395，2006.6 仙台市 

POPs 分析法上の問題点と課題 平本幸子，鶴川正

寛，松村千里，中野 

武，功刀正行 

第 15 回環境化学討論会 講演要旨集

p416-417，2006.6 仙台市 

鉱物油による環境汚染時の GC-MS を用いた

汚染成分の分析事例 

藤原英隆，鈴木元

治，吉岡昌徳，中野

武 

第 15 回環境化学討論会 講演要旨集 

p610-611，2006.6 仙台市 

水田使用農薬の河川への影響 吉田光方子，鈴木元

治, 森口祐三, 吉

岡昌徳 

第 15 回環境化学討論会 講演要旨集

p208-209，2006.6 仙台市 

ELISA 法を用いた河川中イソプロチオラン、

イソキサチオンの分析 

吉田光方子，北本寛

明，古武家善成 

第 15 回環境化学討論会 講演要旨集

p572-573，2006.6 仙台市 

PRTR 指定化学物質にあげられる農薬類の分

析法 

吉田光方子，森口祐

三，中野 武 

第 15 回環境化学討論会 講演要旨集

p584-585，2006.6 仙台市 

化学物質環境モニタリングの新しいアプロ

ーチ(3)－ELISA 技術における諸課題の追加

検討(B)－ 

北本寛明 , 古武家

善成, 吹屋貞子, 下
濃義弘, 薮田行雄 

第 15 回環境化学討論会 講演要旨集

p758-759，2006.6 仙台市 

化学物質環境モニタリングの新しいアプロ

ーチ(1)－環境省ELISA実証事業における試

験結果－ 

北本寛明 , 古武家

善成ほか 

第 15 回環境化学討論会 講演要旨集

p754-755，2006.6 仙台市 

GC/MS を用いた環境中のアルキルナフタレ

ン類の測定 

鈴 木 元 治 ， 中 野

武，松村千里 

第 15 回環境化学討論会 講演要旨集

p98-99，2006.6 仙台市 

N,N-ジメチルドデシルアミン=N-オキシド

（底質）の分析 

古武家善成 平成18年度化学物質調査分析法講習会

講演要旨集 p172-174，2006.6 東京都

テフルトリンなど 9 種農薬の一斉分析 吉田光方子 平成18年度化学物質調査分析法講習会

講演要旨集 p56-58，2006.6 東京 
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演    題    名 発 表 者 名 学    会    名 

ジイソプロピルナフタレンの分析方法 鈴木元治 平成18年度化学物質調査分析法講習会

講演要旨集 p4-6，2006.6 東京 

DEVELOPMENT OF OBSERVATION TECHNOLOGY 

FOR GLOBAL-SCALE MARINE POLLUTION WITH 

HAZARDOUS CHEMICALS DEPLOYED ON 

VOLUNTARY OBSERVATION SHIPS 

Kunugi M., 

Fujimori K., 

Nakano T. 

Proceedings of Dioxin 2006, Vol.68, 

p2422-2424, 2006.8 Oslo 

化学物質環境モニタリングへの ELISA 法の

適用 

古武家善成 第 12 回バイオアッセイ研究会・日本環

境毒性学会合同研究発表会講演要旨集

p1-2，2006.9 東京都 

試行から見えてきたこと・健全性指標への

提言（2） 

古武家善成 日本水環境学会関東支部公開シンポジ

ウム「地域の水環境を評価する」講演

要旨集 p36-39，2006.9 東京都 

身近な水辺環境に関する大学生の意識調査

－西宮市内都市河川を対象として－ 

中澤 暦，山本義

和，古武家善成 

第 6 回環境技術学会研究発表会及び特

別講演会予稿集 p45-46，2006.9 大津

市 

免疫化学測定（ELISA）キットの評価と環境

分野での利用 

古武家善成 (社)日本水環境学会関西支部平成18年

度第 2 回ミニフォーラム 簡易分析法

の現状と課題 p13-20, 2006.9 大阪市

固定発生源周辺地域における揮発性有機化

合物の濃度と環境リスク評価 

岡田泰史，吉岡昌

徳，中野 武 

第 47 回大気環境学会年会 講演要旨集

CD-ROM P20, 2006.9 東京都 

鉱物油による環境汚染時の GC-MS を用いた

汚染成分の分析事例 

藤原英隆，鈴木元

治, 吉岡昌徳 , 中
野 武 

平成 18 年度全国環境研協議会東海・近

畿・北陸支部廃棄物専門部会講演要旨

集 p4-5，2006．11 三重県 

固定発生源周辺地域における大気中揮発性

有機化合物の濃度と環境リスク評価 

岡田泰史，吉岡昌

徳，中野 武 

第 21 回全国環境研協議会東海・近畿・

北陸支部研究会 要旨集 p14，2007.2

岐阜市 

日本とタイの河川に対する水環境健全性指

標の適用 

原田 泰，古武家善

成，KUNPRADID T.，

小川かほる，岡内完

治，PEERAPORNPISAL 

Y. ， TANGSIKABUTH 

P.，土永恒彌 

第 41 回日本水環境学会年会講演集

p75，2007.3 大東市 

陰イオン界面活性剤 LAS の環境リスク解析

－環境リスク削減のための要因評価－ 

古武家善成 第 41 回日本水環境学会年会講演集

p202，2007.3 大東市 

水質環境部 

CHARACTERISTICS OF HEAVY METAL 
CONCENTRATIONS OF SURFACE AND 
CORE SEDIMENTS IN THE OSAKA BAY, 
THE EASTERN SETO INLAND SEA, JAPAN

YUKIO KOMAI, 
YOKO TAKEDA, 
and AKIRA 
HOSHIKA 

The7th International Conference on 

the Environmental Management of 

Enclosed Seas, Session1(Part)4, 

2006.5 Caen, France 
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演    題    名 発 表 者 名 学    会    名 

Change of Water Quality by a Dam 
Reservoir in Forested Watershed - 
Evaluation of Input-Output Budgets of 
Nutrients and Major Ionic Species based on 
Long-term Investigtion- 

Y.Komai, . 
S.Umemoto, 
Y.Takeda, 
T.Inoue, and 
A.Imai 

The 10th International Specialised 

Conference on Diffuse Pollution and 

Sustibnable Basin Management,CD of 

Proceedings, F-200, 2006.9  

Istanbul, Turkey 

加古川におけるケイ酸の濃度の変化に及ぼ

す要因の検討 
駒井幸雄，竹田洋

子，梅本 諭 
第 41 回日本水環境学会，講演要旨集

p.257，2007.3 大東市 

六甲山系住吉川における流下方向にみた水

質の特徴について 

竹田洋子,駒井幸

雄，梅本 諭 

第 41 回日本水環境学会講演要旨集，講

演要旨集 p.258，2007.3 大東市 

水稲から小麦への転作が栄養塩流出に及ぼ

す影響 3 代かき・田植え時期における汚濁

負荷量の特徴 

杉本好崇，國松孝

男，肥田嘉明，駒井

幸雄 

第 41 回日本水環境学会講演要旨集，講

演要旨集 p.107，2007.3 大東市 

山林集水域からの汚濁物質の流出について 梅本 諭，駒井幸

雄，竹田洋子，井上

隆信，今井章雄 

第 33 回環境保全・公害防止研究発表会

講演要旨集, p.64，2006.11 新潟市 

林集水域からの汚濁物質の流出について 梅本 諭，駒井幸

雄，竹田洋子，井上

隆信，今井章雄 

平成18年度県立農林水産技術総合セン

ター試験研究成果発表会 要旨 1-4，

2007.2 加西市 

人工干潟における付着底生藻類のモニタリ

ング 

宮崎 一, 木幡 邦

男 

第 41 回日本水環境学会年会 講演集

p.280, 2007.3 大東市 

Survey of 101 Pesticides in Raw and Tap 

Water from Hyogo Prefecture in Japan 

Kawamoto.T., 

Yano.M., 

Makihata.N., 

Eiho.J.,Fukui.N.,

Nishida.K. 

and Kouno.Y. 

11th IUPAC International Congress of 

Pesticide Chemistry p.213, 2006.8 

Kobe, Japan 

親水性相互作用ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌｨｰを用いた ESI/MS

法によるｲﾐﾉｸﾀｼﾞﾝ三酢酸塩の高感度分析 

川元達彦,矢野美

穂,巻幡希子,山﨑

富夫,英保次郎 

第 43 回全国衛生化学技術協議会年会 

講演要旨集 p.165-166, 2006.11  米子

市 

Concentration levels and detection 

frequencies of pesticides in raw waters 

from Hyogo prefecture in Japan 

(2001-2005)  

Yano. M.， 

Kawamoto. T.， 

Makihata. N.， 

Eiho. J.， 

Fukui. N.， 

Nishida. K. and 

Kouno. Y. 

11th IUPAC International Congress of 

Pesticide Chemistry, p. 213 , 2006.8,  

Kobe, Japan 

温泉の枯渇防止に関する研究－泉質変化か

らみた温泉水の湧出特性－ 

矢野美穂, 川元達

彦，山﨑富夫，英保

次郎 

第 43 回全国衛生化学技術協議会年会 

講演要旨集 p.181-182, 2006.11 米子

市 
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演    題    名 発 表 者 名 学    会    名 

大気環境部 

冬季、日本海沿岸地域における高時間分解

能試料採取調査法による越境移動大気汚染

物質（ガス・エアロゾル）濃度調査（第２

報） 

藍川昌秀，平木隆

年，玉置元則，笠原

三紀夫，近藤 明，

向井人史，村野健太

郎 

第 47 回大気環境学会年会 講演要旨集

2Ｃ0936, 2006.9 東京都 

都市近郊の山間部（神戸市六甲山）におけ

る酸性霧 

藍川昌秀，平木隆

年，玉置元則 

第 47 回大気環境学会年会 講演要旨集

1Ｃ1700-2, 2006.9 東京都 

降水成分濃度から見た大気成分の洗浄係数 

 

平木隆年,藍川昌

秀，英保次郎 

第 47 回大気環境学会年会 講演要旨集

1Ｃ1324, 2006.9 東京都 

幹 線 道 路 近 傍 に お け る PM2.5 中 の

Elemental Carbon 濃度の推移 
吉村  陽 ,小坂  浩 , 
岡田圭司 , 坂本美

徳 

第 47 回大気環境学会年会 講演要旨集

1E1400, 2006.9 東京都 

アスベスト類似繊維状粒子の顕微鏡観察 吉村  陽 ,小坂  浩 , 
岡田圭司 , 坂本美

徳 

第 47 回大気環境学会年会 講演要旨集

1Ｈ1012, 2006.9 東京都 

位相差顕微鏡法によるアモサイト繊維計数

の分析者間比較 

坂本美徳，吉村 陽，

岡田圭司，小坂 浩

第 47 回大気環境学会年会 講演要旨集

1Ｈ1000, 2006.9 東京都 

偏光顕微鏡による大気中に飛散したアスベ

スト繊維の判別 

坂本美徳，吉村 陽，

岡田圭司，小坂 浩

第 47 回大気環境学会年会 講演要旨集

1Ｈ0936, 2006.9 東京都 

アスベスト除去工事現場から飛散した繊維

状粒子の顕微鏡観察事例 
岡田圭司，小坂 浩，

吉村 陽，坂本美徳 
第 47 回大気環境学会年会 講演要旨集

1H1036, 2006.9 東京都 

アスベスト濃度分析における分散染色法応

用の基礎的検討 
 

小坂  浩 , 岡田圭

司, 吉村 陽, 坂本

美徳 

第 47 回大気環境学会年会 講演要旨集

1Ｈ0948, 2006.9 東京都 

アスベスト除去工事における大気中へのア

スベスト飛散監視調査 
小坂  浩 , 岡田圭

司, 吉村 陽, 坂本

美徳 

第 47 回大気環境学会年会 講演要旨集

1Ｈ1024, 2006.9 東京都 

兵庫県におけるアスベスト測定について 

 

小坂 浩 第 47 回大気環境学会年会 講演要旨集

3Ｂ0930-4, 2006.9 東京都 

イオン沈着量の計算値と観測値の比較に対

する精度保証的評価 

 

原 宏，大原利眞，

鵜野伊津志, 平木 

隆年，馬昌珍，笠原

三紀夫 

第 47 回大気環境学会年会 講演要旨集

1Ｃ1012, 2006.9 東京都 

都市部における定量分割採取による降水成

分特性 

 

小林 賢，山下栄

次，平木隆年,石田

廣史 

第 47 回大気環境学会年会 講演要旨集

1Ｃ1324, 2006.9 東京都 
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演    題    名 発 表 者 名 学    会    名 

アスベスト測定に係る諸問題 英保次郎,小坂 浩,
岡田圭司,吉村 陽,
坂本美徳 

第 33 回環境保全・公害防止研究発表会

講演要旨集 pp50-51，2006.11 新潟市

兵庫県における放射能調査 

 

礒村公郎,平木隆年 第 48 回環境放射能調査研究成果発表会

講演要旨集 p221-223, 2006.12 東京都

日本国内各地域における食事由来の放射能

摂取量・被ばく線量に関する研究 

寺田 宙,飯島育代,

礒村公郎,高橋光

子,杉山英男 

第49回日本放射線影響学会講演要旨集

ｐ164，2006.9 札幌市 

「Relocatable Slide」によるアスベスト計

数クロスチェック 

坂本美徳，吉村 陽，

岡田圭司，小坂 浩

第 21 回全国環境研協議会東海・近畿・

北陸支部研究会 要旨集 p21, 2007.2

岐阜市 

大気海洋間における二酸化硫黄の乾性沈着

測定 

小林 賢，平木隆年，

石田廣史 

海洋気象学会，日本気象学会第 3 回例

会(近畿地区)2007.2 神戸市 
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９  論 文 発 表 抄 録  

9.1 他 誌 

【和文発表】 

兵庫県の結核罹患の現状 

兵庫県医師会医学雑誌,48,p108-111（2006） 

兵庫県立健康環境科学研究センター  沖   典 男 

兵庫県健康生活部健康局疾病対策課  余 田 政 治 

熊 谷 仁 人 

結核対策の資料作成を目的として，結核罹患率の経年

変化，年齢分布，地域特性などに関する特徴を検討した． 

1964年時点で500を超えていた兵庫県の結核罹患率（人

口10万対）は，1970年代は年平均11%の減少率で低下し

た．しかし，1980年代は年平均4%の減少率となり，1996

年と1997年は罹患率が前年より上昇した．結核緊急事態

宣言後の2000年以降は減少率が年平均10%まで回復した

が，罹患率の低下は鈍化傾向にある． 

罹患者の年齢階級別割合は，1998 年に全体の 35%を占

めた70歳以上の割合が2004年には45%と増加した．他の

年齢階級の割合は減少しているが，30～49 歳は 17%から

16%と僅かの減少にとどまっている． 

保健所別罹患率（2000～2004 年）は尼崎市，神戸市，

川西，洲本，芦屋，姫路市，明石の順で高い．近年，日

本の結核は大都市への偏在化傾向を示しているが，兵庫

県でも都市部で罹患率が高い傾向がみられる． 

兵庫県の罹患率を全国と比較すると，1960年代には100

以上あった罹患率の差は経年的に縮小し，2004 年は 5.7

（兵庫県29.0，全国23.3）となっている．罹患率の経年

変化から将来予測を行うと，2010年の罹患率は17.3とな

る．集団感染がなければ罹患率の低下は順調であるが，

罹患率の地域格差は解消していず，結核対策は今後も重

要である． 

 
 
GC/MS,LC/MSを用いた農産物中の残留農薬の一斉分析法 

今月の農業 1月号, 50-55（2007） 

兵庫県立健康環境科学研究センター   秋 山 由 美 

我々は，迅速簡易な多成分一斉分析法を開発し，適用

できる農薬数の拡大を図ってきた．この成果を基に，ポ

ジティブリスト制度にも対応して，多種類の農産物の検

査を行い，多数の農薬の残留を効率的に監視する体制を

確立している．本報では，ガスクロマトグラフ質量分析

計（GC/MS）および液体クロマトグラフ質量分析計

（LC/MS）を用いて500種の農薬および農薬代謝物を同

時に定量する方法と，この分析法により実施した農産物

中に残留する農薬の実態調査の結果について報告した． 
 
 

篤志観測船を用いた有害化学物質による地球規模海洋汚

染観測システムの開発 

分析化学，53(11)，835-845（2006） 
国立環境研究所 功刀正行 

兵庫県立健康環境科学研究センター  藤 森 一 男 

中  野    武 
残留性有機汚染物質による地球規模の海洋汚染の時空

間変動及び化学動態を把握するために，商船を用いたは

ん用性の高い海洋観測システムを開発した．篤志観測船

として，日本-ペルシャ湾間は油輸送船を，日本-オースト

ラリア間は鉱石運搬船を，それぞれ選定し，開発した観

測システムを搭載し，観測及び試料採取を実施した．海

水中の残留性有機汚染物質の捕集には固相抽出法を用い，

固相抽出材としてポリウレタンフォーム，活性炭素繊維

フィルター及びその複合材の回収率の検討を行った．試

料採取は，開発した濃縮捕集システムを用い，100-300L
の海水を固相抽出材を充填したカラムに通水することに

より捕集した．検出限界はHCHsで1pg/L，クロルデン類

で3pg/Lと高感度であり，極めて低濃度である外洋域の観

測に適応可能である．今回捕集したほとんどの試料から

HCHs及びクロルデン類が検出され，特徴的なHCHの異

性体パターンや水平分布が観測された． 
 
 
N,N-ジメチルドデシルアミン=N-オキシド（DDAO） 

底 質 
化学物質と環境（平成17年度）（環境省編）Ⅲ 327-336

（2006） 
兵庫県立健康環境科学研究センター  古武家 善 成 

 台所用洗剤，身体洗浄剤，化粧品添加剤などに用いら

れている非イオン界面活性剤 N,N-ジメチルドデシルア

ミン=N-オキシド（DDAO）について，LC/MS/MSを用

いた高感度分析により，環境底質中のng/g-dryレベルの

濃度を定量する手法を開発した． 
DDAOは非イオン界面活性剤に分類されているが，酸

性状態でカチオンとして挙動することから，アルカリ条

件下で溶媒抽出を行うことにより抽出効率を高めた． 定
量は LC/MS/MS-SRM 正イオンモードで行った．湿泥
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10g での検出下限値は 0.84ng/g-dry，定量下限値は

2.2ng/g-dryであった．添加濃度4.1 ng/g-dryでの回収実

験の回収率は70％程度であった． 

 

 

化学物質環境モニタリングの新展開 

－環境省ELISA実証事業の意義－ 

環境技術，35(9)，644-650（2006） 
兵庫県立健康環境科学研究センター  古武家 善 成 

環境省環境技術実証モデル事業の一環として，2004，
2005 年度に延べ 9 自治体研究機関が行った ELISA（酵

素標識免疫測定法）実証事業の結果を総括した． 
検討された市販ELISAキットの対象物質は，農薬を中

心に各年度8物質（2004年度：アトラジン，フェニトロ

チオン，陰イオン界面活性剤LAS，PCB，アルキルフェ

ノール，マラチオン，イトキサチオン，イソプロチオラ

ン，2005年度：イミダクロプリド，イプロジオン，クロ

ロタロニル，ポリ臭化ジフェニルエーテル，カルバリル，

ビテルタノール，フルトラニル，グリフォサート）であ

り，いずれのキットも競合法－分離法－固定法を反応原

理とした． 
基本性能 7 項目，実用性能 2 項目について検討した結

果，一部で低濃度や高濃度でのばらつきがみられたが，

いずれも概ね妥当な基本性能を有すると判断された．し

かし，実用性能では，半数以上のキットで高濃度のフミ

ン酸ナトリウムによる正の妨害がみられた．この結果か

ら，環境モニタリングへの適用において，高濃縮前処理

時のマトリックス対策の重要性が明らかになった． 
 
 

テフルトリンなど9種農薬の一斉分析法 

化学物質と環境（平成17年度）（環境省編），Ⅰ42-88
（2006） 

兵庫県立健康環境科学研究センター  吉 田 光方子 

中 野   武 

PRTR法に指定されている農薬類について，環境水試

料に対する一斉分析法を確立するための検討を行った．  
水質試料では，一斉分析法の前処理としてジクロロメ

タンを使用した溶媒抽出法で高い回収率が得られた．検

出下限値は，最も低いテフルトリンで0.038，最も高いα

-シペルメトリンでは9.8ng/Lであった． 
本法を河川水，海水などの環境試料に適用したところ，

河川水において，除草剤のチオベンカルブ，メフェナセ

ット，ピリミノバックメチルが検出され，海水において

は不検出であった．この結果から，環境試料に十分適用

できうる分析法であることが確認された．  
 

 
河川底質および廃棄物中のPCB測定におけるEIA法の 

適用 －市販キットの検討およびGC/MS法との比較－ 

環境技術，35(9)，676-682（2006） 
兵庫県立健康環境科学研究センター  北 本 寛 明 

松 村 千 里 

古武家 善 成 

 河川底質や廃棄物中の PCB を簡易に測定する方法と

して，市販3種類のEIAキット適用の可能性を，HR-GC 
/MS法による結果と比較しながら検討した． 
 試料からのPCBの抽出方法に関して，河川底質試料を

用いて，アセトン抽出法とメタノール簡易抽出キット法

とによる簡易抽出法で，マイクロプレートタイプ1およ

びチューブタイプ2の3キットの測定結果を比較した．

メタノール簡易抽出キットを用いた場合には，いずれの

キットでも，概ね，HR-GC/MS法による測定値の数倍以

内に収まる結果が得られた． 
 廃棄物中のPCBの測定に3キットを適用した結果では，

HR-GC/MS法の測定値との間で，濃度比に関し多少のキ

ット間差がみられたが，相関関係に関してはいずれのキ

ットでも良好な結果が得られた． 
 これらの結果から，PCB濃度が低い試料の場合を除け

ば，市販PCB測定用EIAキットによる測定方法は，河

川底質や廃棄物に関するPCBの迅速なモニタリングに

は充分利用可能であると考えられた． 
 

 
アスベスト濃度測定の精度向上のために 

全国環境研会誌，31(2)，55-59（2006） 
兵庫県立健康環境科学研究センター   小 坂  浩 

気中アスベスト濃度測定の精度について考察した．位

相差顕微鏡法は分析者間のデータのばらつきが大きいが，

分析の迅速性が求められるアスベスト除去工事現場での

漏洩監視では当面は同法に頼らざるを得ない．精度の向

上には，欧米で以前から続けられているような精度管理

をわが国でも始めなければならない．また，アスベスト

繊維判定基準も，幾何学的定義に加えて形態学的判定を

取り入れることを検討する必要がある．その際，走査型

電子顕微鏡による分析を活用すべきである． 
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兵庫県内都市部におけるヒートアイランド現象の状況 
あおぞら第28号, 1-3 (2006) 

兵庫県立健康環境科学研究センター  藍 川 昌 秀 

兵庫県の都市部において気温を測定している結果を，

気温分布の地域的な特徴という観点から解析し，その状

況を兵庫県都市部におけるヒートアイランド現象という

観点から解説した． 
 

 

【欧文発表】 
Molecular epidemiology of echoviruses 11 and 13, 

based on an environmental surveillance conducted in 
Toyama Prefecture, 2002-2003 

Appl. Environ. Microbiol., 72, 6381-6387(2006) 
          富山県衛生研究所 岩 井 正 恵 

                     松 浦 久美子 

                     滝 澤 剛 則 

                     永 井 美 之 

           国立感染症研究所  吉 田   弘 

                     清 水 博 之 

 兵庫県立健康環境科学研究センター 藤  本  嗣  人 

 富山県で 2002～2003 年に河川水から分離されたエ

コーウイルス 11 型および 13 型の分子疫学調査の結果を

検討した．その結果，エコーウイルス13型の2000年か

ら全国規模で発生した流行時に無菌性髄膜炎患者から分

離されたものとVP1領域でほとんど変異が見られなかっ

た．一方，11型は塩基配列から3つのクラスターに分類

され，患者から分離されたものと異なっていた．これら

の結果から，環境中のウイルスを分離して分子疫学的に

解析することは，小規模に流行しているウイルスを補足

する手法として活用できることが示唆された．  
 
 

HYDROXYLATED- AND METHOXYLATED- 
POLYBROMINATED DIPHENYL ETHERS AND 
POLYBROMINATED DIBENZO-P-DIOXINS IN 

RED ALGA FROM THE BALTIC SEA 
Organohalogen Compounds, 68, 1004-1007 (2006) 

ストックホルム大学 Anna Malmvarn 

Yngve Zebuhr 

Lena Kautsky 

Ake Bergman 

Lillemor Asplund 

兵庫県立健康環境科学研究センター   中 野  武 

バルト海のサケ血漿とムラサキガイ中で水酸化 PBDE
（OH-PBDEs）が同定されている．臭素化難燃剤（BFRs）
は，ラット，マウス，魚中で OH-PBDEs に代謝される

のが知られている． またOH-PBDEsは，海洋環境中で

自然由来でも生成すると報告されており，OH-PBDEs
の起源は人為起源と生物起源の両方が考えられる．バル

ト海の紅藻，魚，アザラシ，鳥でメチル化類似体，メト

キシ化 PBDE(MeO-PBDEs)が検出されている．今回，

バルト海の紅藻中の水酸化およびメトキシ

PBDE/PBDD を 測 定 し ， 2 種 の MeO-PBDEs 
（MeO-BDE68， MeO-BDE47）を同定した． 
 
 

Evaluation for the water quality of urban river in 
Nishinomiya City of Hyogo Pref. –Focusing around the 
river flowing through the area with advanced sewage 

works– 
Proceedings of the Second Japan-Korea Joint 

Symposium on Limnology (2005, Osaka), 68-74 (2006) 
神戸女学院大学 Koyomi Nakazawa 

ROHM Madoka Tatsumi 

神戸女学院大学 Yoshikazu Yamamoto 

兵庫県立健康環境科学研究センター Yoshinari Kobuke 

下水道が整備された地域を流れる河川の水質を評価す

るために，兵庫県西宮市内の2都市河川で，BOD，栄養

塩類，陰イオン界面活性剤などに関する経時，経月調査

を行った． 
諸項目の濃度から水質は全体として良好と判断された

が，流域の小規模農地からの栄養塩の流出や，ベランダ

排水など下水道非経由の生活系負荷が水質に影響を及ぼ

していることが示唆された．また，河川の評価に関する

住民アンケート結果との比較から，住民の感覚的評価は

理化学的指標による評価よりも厳しく，鉄沈積による河

川底の着色が自然由来であっても汚濁として認識するこ

とがわかった． 
 
 
Comparative Field Study on Precipitation, Throughfall, 

Stemflow, Fog Water, and Atmospheric Aerosol and 
Gases at Urban and Rural Sites in Japan 

Science of the Total Environment 366, 275- 285 (2006) 
兵庫県立健康環境科学研究センター  藍 川 昌 秀 

平 木 隆 年 

（財）ひょうご環境創造協会  玉 置 元 則 
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降水時開放型降水採取装置により採取された降水(WP)，
ろ過式採取装置により採取された降水(BP)，林内雨(TF)，
樹幹流(SF)，霧水(FW)及び大気中ガス・エアロゾル濃度

の比較調査を地点属性の異なる二地点（都市域（六甲山）

と郊外地域（粟鹿山））で行った．これらの項目について

総合的に調査を行った例はほとんどない．六甲山におけ

るpH を粟鹿山におけるpH と比較するとWP 及びTF で

は有意差はなく，BP では高く，SF 及び FW では低かっ

た．六甲山での pH は FW<SF<WP<TF<BP の順に高くな

り，粟鹿山ではFW<SF<BP <WP<TFの順であった．両地

点でのWP，TF，BP の pH の高低には大気中における硝

酸成分（硝酸ガス及び硝酸イオンを含む粒子）からの寄

与が関係していることが考えられ，六甲山では樹冠への

硝酸成分の乾性沈着によりTFのpHが低下していること

が推察された．試料中の化学種の濃度は全ての試料で，

また全ての化学種で六甲山の方が高濃度であった．特に，

硝酸イオン(NO3
-)で高濃度が観測された．六甲山での樹冠

への乾性沈着量は粟鹿山に比べて 1.17 倍と見積もられた．

正味林内雨沈着量（=TF-BP）は夏期に比べて秋期に多く，

その傾向はカリウムイオン(K+)で顕著に観測され，また六

甲山における NO3
-の正味林内雨沈着量は粟鹿山に比べて

多かった．NO3
-濃度及び沈着量が六甲山で高く，多いこ

とが，六甲山で採取された試料の pH の順番

（FW<SF<WP<TF<BP）にも関係していることが考察さ

れた．神戸市（須磨庁舎屋上）の大気中ガス・エアロゾ

ル濃度は粟鹿山と比べて約3.4倍であり，このことから六

甲山は神戸市の中心地から離れてはいるものの粟鹿山に

比べ高濃度であることが推測された．六甲山での化学成

分の沈着量は粟鹿山よりも多くなると考えられ，それは

大気中ガス・エアロゾル濃度が六甲山の方が高いことに

よると考えられた． 

 
 

Vertical Atmospheric Structure estimated by Heat 
Island Intensity and Temporal Variations of Methane 
Concentrations in Ambient Air in an Urban Area in 

Japan 
Atmospheric Environment 40, 4308-4315 (2006) 

兵庫県立健康環境科学研究センター  藍 川 昌 秀 

平 木 隆 年 

英 保 次 郎 

兵庫県阪神地域における大気鉛直構造を気温分布をも

とに考察した．尼崎市中心部（東難波町）と西宮市北部

（上甲東園）では最大 1.64℃(1:00)，最小 1.17℃(15:00)の

気温差が観測され，このことから0.47(1.64-1.17)℃のヒー

トアイランド強度が存在すると推定した．大気鉛直構造

に関する過去の研究結果と本研究で推定したヒートアイ

ランド強度から，当該地域での大気鉛直構造を考察し，

逆転層（ダストドーム）の高さを約90 mと計算した．こ

の計算から求めた逆転層高度とセンサスデータの交通量

を用いてメタン濃度日変化に観測される早朝のピークを

計算すると，観測されるピーク濃度とよく一致した結果

が得られた． 
 

 
Seven-year trend of the time and seasonal dependence 

of fog water collected near an industrialized area in 
Japan 

Atmospheric Research 83, 1-9 (2007) 
兵庫県立健康環境科学研究センター  藍 川 昌 秀 

平 木 隆 年 

兵庫県健康生活部環境管理局大気課  正 賀   充 

（財）ひょうご環境創造協会  玉 置 元 則 

住 友 聰 一 

神戸市に位置する六甲山（標高９３１m）で１９９７年

（平成９年）４月から２００４年（平成１６年）３月ま

での７年間にわたって霧水を採取している．神戸市は産

業が発展する都市域であり，六甲山はその背後地に位置

していることから，大気汚染物質の影響を受けやすい特

徴がある．霧水中の化学成分濃度及び霧の濃さを表す

liquid water content（LWC）（単位体積の空気に含まれる霧

水のグラム数で表す）には，調査期間中の増加傾向は観

測されなかった．霧の発生は夏期に多く，また夜間に多

かった．LWC は夜間に多く，NH4+（アンモニウムイオ

ン）及びnss-Ca2+（非海塩性カルシウムイオン）は昼間に

夜間より濃度が高かった．これに対し，NO3
-（硝酸イオ

ン）及び nss-SO4
2-（非海塩性硫酸イオン）の濃度には時

間帯依存性は観測されなかった．これらのことが，昼間

の H+濃度の方が夜間の H+濃度よりも低いことに反映さ

れていると考えられる．神戸市須磨区の研究センターで

測定された大気中のエアロゾル粒子中の化学成分濃度と

六甲山で採取された霧水中の化学成分濃度を比べると，

いくつかの成分で濃度に違いが観測され，大気中に微粒

子として存在する化学成分で主に違いが観測された． 
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Field Survey of Trans-boundary Air Pollution with 
High Time Resolution at Coastal Sites on the Sea of 

Japan during Winter in Japan 
Environmental Monitoring and Assessment 122,  

61-79 (2006) 
兵庫県立健康環境科学研究センター  藍 川 昌 秀 

平 木 隆 年 

（財）ひょうご環境創造協会  玉 置 元 則 

中部大学総合工学研究所  笠 原 三紀夫 

大阪大学大学院工学研究科  近 藤   明 

九州大学応用力学研究所  鵜 野 伊津志 

（独）国立環境研究所   向 井 人 史 

清 水   厚 

村 野 健太郎 

４段ろ紙法を用いて６時間毎に試料採取を行う，高時

間分解能ガス・エアロゾル濃度調査を，冬季に日本海に

面した地点で行った．その結果，今回調査を行った地点

でも冬季においては大陸からの影響が観測された．二酸

化硫黄(SO2(g))と硝酸ガス(HNO3(g))は同じ時間帯に高濃

度が観測されることが多かったが，アンモニア (NH3(g))
は SO2(g)や HNO3(g)とは異なる濃度変化を示した．これ

は，NH3(g)では SO2(g)や HNO3(g)とは異なる発生源から

の影響が観測されていることを意味しており，後方流跡

線解析（高濃度を与えた気団がどういう経路を通って調

査地点に到達したかを調べる解析）によると，SO2(g)や
HNO3(g)が越境移動されてきているのに対し NH3(g)は越

境移動よりもローカルな（国内の）発生源の影響を強く

受けていることがわかった．エアロゾル中の

NH4
+(p)/nss-SO4

2-(p)比は測定地点の特性のみならず測定

地点における気象的要素（地表面の雪による被覆等）に

より支配されていた．これには，ローカルな発生源から

発生した NH3(g)と越境移動により輸送される中で酸化さ

れた硫酸粒子（H2SO4(p)）及び硫酸水素アンモニウム粒子

（(NH4)HSO4(p)）との反応が関係していると考えられた． 
 
 

Separate chemical characterizations of fog water, 
aerosol, and gas before, during, and after fog events 

near an industrialized area in Japan 
Atmospheric Environment 41, 1950-1959 (2007) 

兵庫県立健康環境科学研究センター  藍 川 昌 秀 

平 木 隆 年 

鈴 木 元 治 

（財）ひょうご環境創造協会  玉 置 元 則 

中部大学総合工学研究所  笠 原 三紀夫 

霧が発生している状態で，霧水と大気中ガス・エアロ

ゾルを分別して採取する手法を考案・開発した．霧水の

採取には自動霧水捕集装置を，大気中ガス・エアロゾル

の採取にはフィルターパック法をそれぞれ用いた．複数

のフィルターパックを用い，霧水の発生の前・発生中・

後ごとに流路を切り替えることにより，霧が発生してい

る状態での霧水と大気中ガス・エアロゾルの分別採取を

可能にした．この分別採取法を用い，六甲山で調査した

結果，硝酸エアロゾル成分や硝酸ガスは霧水により効率

よく除去されるのに対し，硫酸エアロゾル成分や二酸化

硫黄の霧水による大気からの除去効率は低いことが明ら

かとなった．また，エアロゾル成分のうち，粗大粒子を

形成する成分は霧水により効率的に大気から除去される

ことが明らかとなった． 
 
 

Contents and Daily Intakes of Gamma-Ray Emitting 
Nuclides, 90Sr, and 238U using Market-Basket Studies 
in Japan 

Journal of Health Science,53, 107-118 (2007) 
国立保健医療科学院生活環境部 杉 山  英 男 

寺 田    宙 

高 橋 光 子 

神奈川県衛生研究所 飯 島 育 代 

兵庫県立健康環境科学研究センター 礒 村 公 郎 

食品中の放射性核種を対象として，国内各都市に流通

する食品のトータルダイエットスタディ（TDS）により

その存在量と成人の１日摂取量および被ばく線量に関す

る調査・評価を実施した．食品は2003年～2006年に，日

本国内のほぼ全域をカバーする主要17市区においてマー

ケットバスケット方式により購入し，13 群に分類した．

食品は通常の方法により調理を行い，飲料水を加えて各

地域14試料を作成した．γ線放出核種（人工放射性核種

である 137Cs ならびに天然放射性核種である 40K、U 系列

（214Bi、212Pb など、）Th 系列）の定量は各食品群別に高

純度 Ge 半導体検出器を用いたγ線スペクトロメトリで

行った．90Sr および 238U 分析用試料は飲料水を除く全 13
食品群を各群別の１日消費量データをもとに比率配分計

算した重量で均一化した混合試料を作成し，低バックグ

ラウンドβ線測定装置で測定した．238UはBiを内標準と

する ICP-MS法により分析した．13市における 137Csの１

日摂取量（mBq/person ･ day) は 12.5-<79.7 ， 40K は

57300-95700であった．飲料水を含まない 90Srの１日摂取
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量（mBq/person･day)は20.8-53.6で平均値は39.2(平均値の

偏差は23%) ，同様に，238Uは5.9-31.1で平均値は12.6 （平

均値の偏差は60%)で最小値と最大値には５倍以上の差が

あり地域間による差がみられた．なお，214Bi，212Pb など

のU系列，Th系列核種は多くの試料が検出下限値以下で

あった．食品群別の 137Cs１日摂取量は魚介類，乳類，肉

類・卵類やきのこ・海藻類からの寄与が高い傾向であっ

た．地域別の 40K１日摂取量は個別の食品群においては値

に差がみられたが，全 14 食品群の合計値としては 13 市

において同レベルであった．これら各放射性核種の摂取

に由来する成人の年実効線量(μSv/person･year)は 40K から

の寄与が大部分を占めており，40K が 130-217，137Cs が

0.049-<0.378，また，90Srが0.21-0.55，238Uが0.10-0.51と
推定された． 
 
 

9.2 兵庫県立健康環境科学研究センター紀要 

第3号，2006 

【原 著】 

Comparison of the Air Temperature Measured on Site 

Using Forcibly and Naturally Aspirated Shelters 

（強制通風型シェルター及び自然通風型シェルターを用

い測定された気温データの比較） 

Masahide AIKAWA，Takatoshi HIRAKI and Jiro EIHO 

 

【ノ－ト】 

兵庫県における悪性新生物による死亡の特徴 

沖 典男  

 

セレウス菌およびウエルシュ菌が同時に分離された集団

食中毒の分子疫学解析 

榎本 美貴， 西海 弘城， 辻 英高 

坪谷 嘉子， 稲田 幸司郎， 山岡 政興  

 

兵庫県におけるウエストナイル熱対策の一環として実施

した蚊の捕集調査 

押部 智宏， 福永 真治， 廣田 義勝       

近平 雅嗣 

 

キャピラリー電気泳動による魚肉中ヒスタミン及びチラ

ミンの同時分析 

祭原 ゆかり， 三橋 隆夫， 市橋 啓子 

 

 

GC/MS を用いたジイソプロピルナフタレンの高感度測定

法の開発 

鈴木 元治， 松村 千里， 中野 武  

 

GC/MS を用いた環境中のイソプロピルナフタレン類およ

びメチルナフタレン類の測定 

鈴木 元治， 松村 千里， 中野 武 

 

人工干潟における有機態窒素の無機化に対する二

枚貝の寄与 

宮崎 一  

 

Evaluation of the Data Acquisition Frequency in Air  

Temperature Measurements 

（気温測定における1時間間隔測定の妥当性の評価） 

Masahide AIKAWA， Takatoshi HIRAKI and Jiro EIHO 

 

Availability and Limitation of Alcohol Thermometer in 

a Survey of Air Temperature 

（気温測定調査におけるアルコール温度計の利用の有効

性と限界） 

Masahide AIKAWA， Takatoshi HIRAKI and Jiro EIHO 

 

【資  料】 

六甲山系渓流水における大腸菌の検出状況について 

竹田 洋子， 駒井 幸雄， 梅本 諭  
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１０ 著書発表一覧表 

エアロゾルの大気環境影響 

（笠原三紀夫・東野 達 編 京都大学学術出版会） 

湿性沈着における霧水の寄与，pp.237-244（2007.2） 

兵庫県立健康環境科学研究センター 平 木 隆 年 

森林地域における大気汚染物質の乾性沈着・湿性沈

着・霧水沈着の寄与について解説し，そのなかで大きな

役割を担っている霧水沈着と大気汚染物質の関係を六甲

山における観測データをもとに解説した． 
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１１ 検査結果等 

11.1  全結核の年齢階級別罹患率及び年齢調整罹患率（人口10万対） 
（平成17年，健康福祉事務所・政令市別） 
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エ ボ ラ 出 血 熱

ク リ ミ ア ・ コ ン ゴ 出 血 熱

痘 瘡

ペ ス ト

マ ー ル ブ ル グ 病

ラ ッ サ 熱

急 性 灰 白 髄 炎

コ レ ラ

細 菌 性 赤 痢

ジ フ テ リ ア

腸 チ フ ス

パ ラ チ フ ス

腸 管 出 血 性 大 腸 菌 感 染 症

Ｅ 型 肝 炎

ウエストナイル熱（ウエストナイル脳炎を含む）

Ａ 型 肝 炎

エ キ ノ コ ッ ク ス 症

黄 熱

オ ウ ム 病

回 帰 熱

Q 熱

狂 犬 病

高病原性鳥インフルエンザ

コ ク シ ジ オ イ デ ス 症

サ ル 痘

腎 症 候 性 出 血 熱

炭 疽

つ つ が 虫 病

デ ン グ 熱

ニ パ ウ イ ル ス 感 染 症

日 本 紅 斑 熱

日 本 脳 炎

ハ ン タ ウ イ ル ス 肺 症 候 群

Ｂ ウ イ ル ス 病

ブ ル セ ラ 症

発 疹 チ フ ス

ボ ツ リ ヌ ス 症

マ ラ リ ア

野 兎 病

ラ イ ム 病

リ ッ サ ウ イ ル ス 感 染 症

レ ジ オ ネ ラ 症

レ プ ト ス ピ ラ 症

ア メ ー バ 赤 痢

ウイルス性肝炎（Ｅ型肝炎及びＡ型肝炎を除く）

急性脳炎（ウエストナイル脳炎及び日本脳炎を除く）

ク リ プ ト ス ポ リ ジ ウ ム 症

クロイツフェルト・ヤコブ病

劇症型溶血性ﾚﾝｻ球菌感染症

後 天 性 免 疫 不 全 症 候 群

ジ ア ル ジ ア 症

髄 膜 炎 菌 性 髄 膜 炎

先 天 性 風 し ん 症 候 群

梅 毒

破 傷 風

バンコマイシン耐性黄色ブドウ球菌感染症

バンコマイシン耐性腸球菌感染症

１類感染症

２類感染症

３類感染症

４類感染症

５類感染症
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SARSコロナウイルスであるものに限る）
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11.2　全数把握対象疾病の疾病別週別患者数（平成18年）（その２）
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週報対象疾病の疾病別週別患者数（平成 年）（その１）

疾　　　　病　　　　名 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

インフルンザ（高病原性鳥インフルエンザを除く） 1377 3500 7681 8299 6613 3814 2632 1695 1049 776 499 338 192 84 103 161 308 386

RS ウ イ ル ス 感 染 症 60 98 50 73 39 28 25 20 19 22 11 9 7 7 11 9 7 1

咽 頭 結 膜 熱 28 21 26 33 32 37 47 68 84 97 127 146 140 138 124 160 118 83

A群溶血性レンサ球菌咽頭炎 70 123 191 170 199 185 218 257 253 339 219 175 176 137 147 182 182 134

感 染 性 胃 腸 炎 708 904 972 952 1013 920 1182 1174 1132 1198 1183 1094 978 952 981 933 797 673

痘水 360 455 324 351 308 229 362 270 389 318 329 336 348 306 292 266 295 275

手 足 口 病 6 5 7 8 7 12 19 5 9 10 21 20 11 10 25 24 15 31

伝 染 性 紅 斑 17 46 45 40 30 26 22 32 21 27 24 31 16 26 35 46 38 32

突 発 性 発 し ん 38 100 84 73 50 52 68 77 74 77 80 71 81 100 83 97 83 61

百 日 咳 0 0 1 1 0 0 0 1 0 0 1 2 4 1 1 0 0 0

風 し ん 0 0 0 0 0 0 2 1 0 0 0 1 0 2 0 0 0 1

ヘ ル パ ン ギ ー ナ 1 2 1 2 1 0 1 6 1 3 0 3 3 6 3 5 8 6

麻しん（成人麻しんを除く） 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

流 行 性 耳 下 腺 炎 116 119 97 94 89 64 80 106 101 130 170 145 160 154 136 134 111 122

急 性 出 血 性 結 膜 炎 0 0 1 1 0 1 1 1 4 1 1 1 0 1 0 1 0 2

流 行 性 角 結 膜 炎 23 24 26 23 23 21 24 38 24 23 20 26 25 21 29 22 24 24

細 菌 性 髄 膜 炎 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0

無 菌 性 髄 膜 炎 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 0

マ イ コ プ ラ ズ マ 肺 炎 2 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 3 0

クラミジア肺炎（オウム病を除く） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

成 人 麻 し ん 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

疾　　　　病　　　　名 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36

インフルンザ（高病原性鳥インフルエンザを除く） 299 325 371 278 110 62 32 10 8 12 1 1 1 1 3 0 0 0

RS ウ イ ル ス 感 染 症 2 8 5 2 5 2 2 1 0 0 2 0 0 2 4 2 6 0

咽 頭 結 膜 熱 152 136 185 193 211 174 185 143 162 154 132 132 89 76 54 56 61 50

A群溶血性レンサ球菌咽頭炎 168 247 246 277 322 243 242 198 222 146 127 110 86 64 56 69 59 65

感 染 性 胃 腸 炎 921 850 792 652 632 606 594 558 517 468 426 399 414 368 301 370 405 407

痘水 470 388 359 457 340 348 279 228 188 134 132 95 116 65 75 66 44 72

手 足 口 病 40 42 96 121 141 190 220 251 297 305 287 297 230 171 105 130 155 124

伝 染 性 紅 斑 45 49 81 66 52 62 63 79 57 88 45 32 45 24 20 29 23 19

突 発 性 発 し ん 88 92 76 70 68 72 90 107 87 85 83 111 105 92 89 115 125 106

百 日 咳 2 1 2 3 3 3 1 1 0 4 0 1 2 5 1 3 1 0

風 し ん 0 1 0 1 3 1 0 1 1 2 2 1 0 1 1 1 0 0

ヘ ル パ ン ギ ー ナ 19 35 60 119 194 291 421 592 669 789 563 463 354 198 100 81 60 40

麻しん（成人麻しんを除く） 0 0 1 2 2 0 0 1 1 1 2 0 1 4 3 0 0 0

流 行 性 耳 下 腺 炎 208 206 176 232 234 202 224 205 204 237 191 197 226 180 134 199 178 142

急 性 出 血 性 結 膜 炎 2 2 2 1 0 2 3 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1

流 行 性 角 結 膜 炎 52 32 45 50 44 34 25 35 27 40 32 30 38 29 15 46 31 32

細 菌 性 髄 膜 炎 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0

無 菌 性 髄 膜 炎 0 0 0 1 1 1 2 0 0 2 4 3 7 2 5 4 2 4

マ イ コ プ ラ ズ マ 肺 炎 1 3 1 0 2 1 1 2 2 0 2 2 3 1 1 2 2 0

クラミジア肺炎（オウム病を除く） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

成 人 麻 し ん 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

平成 19 年 3 月 7 日現在の把握数

インフルエンザ（高病原性鳥インフルエンザを除く）

インフルエンザ（高病原性鳥インフルエンザを除く）
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（その 2）
疾　　　　病　　　　名 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 計

インフルンザ（高病原性鳥インフルエンザを除く） 0 0 1 0 0 0 0 0 2 3 2 3 10 6 11 8

RS ウ イ ル ス 感 染 症 5 1 1 5 4 5 4 6 14 17 19 17 48 70 122 162

咽 頭 結 膜 熱 37 26 27 14 9 12 12 15 22 17 9 17 15 28 27 38

A群溶血性レンサ球菌咽頭炎 74 63 91 82 67 114 115 121 136 123 152 192 178 256 255 170

感 染 性 胃 腸 炎 408 345 420 573 484 730 1051 1292 2293 2991 3172 3195 3007 2854 2048 1430

痘水 49 50 77 57 58 75 83 77 129 146 165 222 228 330 255 347

手 足 口 病 99 68 70 58 43 66 55 48 56 36 41 33 38 29 38 30

伝 染 性 紅 斑 25 24 21 19 31 34 28 28 26 36 40 62 36 48 37 48

突 発 性 発 し ん 125 93 117 103 94 80 91 71 95 79 70 54 59 59 67 66

百 日 咳 1 1 4 2 4 3 4 1 1 2 1 0 0 1 1 1

風 し ん 0 0 1 0 2 2 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0

ヘ ル パ ン ギ ー ナ 26 19 22 12 5 4 4 0 6 1 1 2 3 0 3 0

麻しん（成人麻しんを除く） 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0

流 行 性 耳 下 腺 炎 153 160 220 214 154 243 171 189 213 162 179 201 195 220 166 184

急 性 出 血 性 結 膜 炎 1 0 1 0 0 0 0 2 0 2 1 1 0 0 0 0

流 行 性 角 結 膜 炎 40 34 30 24 18 21 19 13 19 21 18 17 22 12 23 27

細 菌 性 髄 膜 炎 0 0 1 0 1 1 0 0 1 0 0 0 0 1 2 1

無 菌 性 髄 膜 炎 2 3 2 0 1 3 1 0 0 1 2 0 2 0 0 0

マ イ コ プ ラ ズ マ 肺 炎 4 2 3 2 0 2 2 5 3 6 2 1 1 2 2 2

クラミジア肺炎（オウム病を除く） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

成 人 麻 し ん 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

41067

53719

12017

1039

4179

8493

4255

1976

4333

72

30

5208

23

8727

39

1435

13

60

73

0

0

平成 19 年 3 月 7 日現在の把握数

11.4 月報疾病別月別患者数（平成 18 年） 

疾　　　　病　　　　名 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 計

性 器 ク ラ ミ ジ ア 感 染 症 91 8 7 1 1 4 9 4 1 2 9 1 0 0 1 1 0 1 3 2 1 1 0 1 1 3 1 0 9 6 9

性器 ヘ ル ペ スウ イル ス感 染症 50 3 1 3 5 3 4 3 7 3 4 4 0 3 5 3 8 4 4 4 4 3 0 4 5 2

尖 圭 コ ン ジ ロ ー マ 34 2 4 1 6 3 0 2 7 3 6 2 5 2 3 2 9 2 6 2 6 1 4 3 1 0

淋 菌 感 染 症 43 3 6 3 7 3 2 4 7 4 9 4 3 4 5 3 7 3 2 3 7 3 1 4 6 9

メチシリン耐性黄色ブドウ球菌感染症 46 3 0 4 4 4 2 5 3 6 8 4 6 7 3 5 9 6 6 5 5 7 0 6 5 2

ペニシリン耐性肺炎球菌感染症 12 1 1 8 2 0 1 6 1 0 2 4 5 4 7 1 0 1 0 9

薬 剤 耐 性 緑 膿 菌 感 染 症 2 0 1 0 0 2 0 0 1 2 0 1 9

1 2 5 8

平成 19 年 3 月 7 日現在の把握数

11.5 細菌による集団食中毒事例 

依頼月日 健康福祉事務所 原因菌 患者数 原因食品 当所での検査 備考 

7/6,11  宝塚 S.Enteritidis 11 不明 血清型,PFGE 同一 PFGE 型

7/26,28,8/1 加古川,龍野,柏原 V.parahaemolyticus 22 不明 血清型,毒素 O1:K56, TRH+

 

インフルエンザ（高病原性鳥インフルエンザを除く）

週報対象疾病の疾病別週別患者数（平成 年）
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11.6 腸管出血性大腸菌感染症事例 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月　　日 健康福祉事務所 血　清　型 毒素型（VT） 感染者数（株数） 感染者間の関係など PFGE型

5/19 加古川 O157：H7 1＆2 1 － 06O157001

7/21 社 O157：H7 1＆2 1 － 06O157002

8/1 洲本 O157：H7 2 2 不明 06O157003

101/8

141/21

－1川古加42/8

族家2塚宝72/9

8/25 赤穂 1＆2 1 － 06O157006

－1穂赤52/8

－1塚宝72/9

8/25 和田山 1＆2 1 － 06O157008

9/4 加古川 O157：H7 1 1 － 06O157009

9/4 加古川 O157：HNM 2 1 － 06O157010

9/8 赤穂 O157：H7 2 1 － 06O157011

9/15 社 O157：H7 1＆2 3 家族 06O157012

9/27 宝塚 O157：H7 1＆2 3 不明 06O157013

9/27 宝塚 O157：H7 1＆2 1 － 06O157014

明不2塚宝72/9

－1川古加14/11

10/19 柏原 O157：H7 1＆2 1 － 06O157016

10/19 洲本 O157：H7 2 1 － 06O157017

10/27 加古川 O157：H7 2 3 家族 06O157018

10/30 宝塚 O157：H7 1＆2 1 － 06O157019

11/7 加古川 O157：H7 1＆2 1 － 06O157020

11/27 洲本 O157：H7 2 1 － 06O157021

－18/21

－172/21

12/26 加古川 O157：H7 2 1 － 06O157023

3/6 社 O157：H7 2 1 － 06O157024

1

9/4 洲本 O26：H11 1 3 家族 06O26002

10/2 明石 O26：H11 1 2 兄妹 06O26003

11/2 洲本 O26：H11 1 2 保育園 06O26004

a50062O601

b50062O603

06O26006

06O26006a

06O26006b

12/12 明石 O26:H11 1 1 － 06O26007

11/9,27

12/14
O26：H11

姉妹，保育園1O26：H11洲本11/2,9

－1 1(5)

220751O60社

O26：H11 1本洲
b10062O60

06O26001a
保育園

13

－

6/6,12,19

洲本

400751O602本洲

500751O602＆1

700751O602＆1

06O157015O157：H7 1＆2

O157：H7 1＆2

O157：H7

O157：H7

O157：H7

O157：H7

O157：H7
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11.7 インフルエンザウイルスの分離状況 

 

検体採取年月 検体数 分離ウイルス株数 

    A ソ連型 A 香港型 B 型 
合計 分離率(％) 

2006.4 6 0 0 2 2 33 

2006.5 14 0 0 12 12 86 

2007.1 22 3 0 0 3 14 

2007.2 26 2 11 6 19 73 

2007.3 8 1 3 4 8 100 

合計 76 6 14 24 44 58 

 
 
11.8 豚日本脳炎ウイルス抗体保有状況 

 

HI 抗体価 
採血年月日 検査頭数 

＜10 10 20 40 80 160 320 ≧640

陽性率

(%) 
2ME 感受性(%)

2006.7.11 11 11         0  0  

2006.8.2 11 11         0  0  

2006.8.11 11 11         0  0  

2006.8.29 11 11         0  0  

2006.9.5 11    1 5 3 1  1 100  9  

2006.9.21 11       1 1 9 100  9  

2006.9.27 11         11 100  9  

 
 
11.9 集団嘔吐下痢症からのノロウイルス検出結果 
 
事

例

No. 

月日 原因施設 感染経路 原因食等 対象者 患者数 検体 検体数 陽性数 遺伝子型

1 4.28 ホテル 食品 不明 36 30 患者便 1    

10 4 患者便 7    
2 5.2  食品 仕出し 

  調理人 3    

50 11 患者便 4  rotavirus
3 5.5 介護施設 ヒトヒト  

  介護人 1    

4 5.12 旅館 食品 不明 22 15 患者便 1 1 GⅡ 

12 5 患者便 1    
5 5.18 福祉 食品 不明 

  調理人 3    

80 13 患者便 6 6 GⅠ&Ⅱ 

  職員 1    6 5.26 保育所 ヒトヒト  

  調理人 2 1 GⅡ 

7 7.3 消防署 食品 仕出し   調理人 16    

8 7.18 剣道大会 食品 不明   患者便 33    

9 7.24  食品 仕出し 9 8 調理人 4    

園児 3 2 GⅠ 
10 10.2 保育所 ヒトヒト    

職員 7 3 GⅠ 

11 10.22 飲食店 食品 不明 16 6 患者便 2 2 GⅡ 

12 10.27    47 16 患者便 5 5 GⅡ 
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事

例

No. 

月日 原因施設 感染経路 原因食等 対象者 患者数 検体 検体数 陽性数 遺伝子型

15 患者便 9 9 GⅡ 

 調理人 12   

 食品 6   
13 10.29 仕出し 食品 不明  

 拭き取り 6   

14 11.1 小学校 ヒトヒト  157 17 生徒 6 6 GⅡ 

15 11.6 飲食店 食品 不明 17 13 患者便 1 1 GⅡ 

16 11.7 飲食店 食品 不明 32 8 患者便 3 3 GⅡ 

17 11.7 飲食店 食品 不明 23  患者便 3 3 GⅡ 

18 11.16 飲食店 食品 不明 38 23 患者便 18 18 GⅡ 

19 11.17 病院 ヒトヒト    患者便 9 7 GⅡ 

204 29 職員 1 1 GⅡ 

  入所者 4 4 GⅡ 20 11.17 徳養老人 ヒトヒト  

  吐物 1 1 GⅡ 

259 17 生徒 4 4 GⅡ 
21 11.20 小学校 ヒトヒト  

  教師 1 1 GⅡ 

73 8 園児 3 3 GⅡ 
22 11.20 保育所 ヒトヒト  

  職員 2 2 GⅡ 

83 21 園児 5 5 GⅡ 
23 11.20 保育所 ヒトヒト  

  職員 2 1 GⅡ 

24 11.22 不明     患者便 3 3 GⅡ 

25 11.24 飲食店 食品 不明   患者便 5 5 GⅡ 

26 11.24 飲食店 食品 不明   患者便 5 3 GⅡ 

84 52 患者便 5 5 GⅡ 

  調理人 5 1 GⅡ 27 11.25 飲食店 食品 不明 

  客室係 1 1 GⅡ 

50 35 患者便 12 12 GⅡ 
28 11.26 飲食店 食品 不明 

  従業員 3 3 GⅡ 

50 45 患者便 22 10 GⅡ 

  吐物 3 3 GⅡ 

  調理人 6 3 GⅡ 
29 11.26 集団給食 食品 不明 

  食品 4   

30 11.27 飲食店 食品 不明   患者便 2 2 GⅡ 

31 11.27 飲食店 食品 不明   患者便 1   

39 20 患者便 8 8 GⅡ 
32 11.28 飲食店 食品 不明 

  調理人 4   

27 10 患者便 4 4 GⅡ 

  調理人 6 1 GⅡ 33 11.30 老人福祉 ヒトヒト  

  拭き取り 10   

122 38 患者便 4 3 GⅡ 
34 11.29 旅館 食品 不明 

  吐物 2 2 GⅡ 

14 8 患者便 3 3 GⅡ 
35 11.29 養護老人 ヒトヒト  

  吐物 1 1 GⅡ 

36 11.28 不明  高校駅伝 19 9 患者便 7 6 GⅡ 

37 11.30 ホテル 食品 披露宴  20 患者便 8 8 GⅡ 

38 11.30 ホテル 食品 披露宴 80 19 患者便 3 3 GⅡ 

216 39 患者便 3 3 GⅡ 
39 11.30 養護老人 ヒトヒト  

  吐物 1   

40 12.1 飲食店 食品 不明 63 33 患者便 34 20 GⅡ 
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事

例

No. 

月日 原因施設 感染経路 原因食等 対象者 患者数 検体 検体数 陽性数 遺伝子型

  調理人 3 1 GⅡ 
     

  拭き取り 22   

41 12.2 旅館 食品 不明 32 16 調理人 8   

42 12.1 不明 食品 不明   患者便 2 2 GⅡ 

165 69 患者便 10 9 GⅡ 

  職員 18 6 GⅡ 

  拭き取り 12   
43 12.2 介護老人 ヒトヒト  

  食品 10   

44 1.24 飲食店 食品 不明 8  患者便 7 6 GⅡ 

  便 13 8 GⅡ 
45 12.6 飲食店 食品 不明 

  拭き取り 13   

24 9 調理人 2 2 GⅡ 
46 12.6 旅館 食品 不明 

  拭き取り 5   

  便 1   

  患者 3 3 GⅡ 

  調理人 19   

  拭き取り 13   

47 12.6 給食 食品 不明 

  食品 11   

48 12.6 不明     便 2   

49 12.6 不明     便 1 1 GⅡ 

  患者 1 1 GⅡ 
50 12.7 介護老人 ヒトヒト  

  調理人 1 1 GⅡ 

51 12.7 徳養老人 ヒトヒト  187 18 患者 2 2 GⅡ 

52 12.6 不明     便 3 2 GⅡ 

53 12.7 不明     便 1 1 GⅡ 

54 12.7 不明     便 1 1 GⅡ 

118 63 喫食者 14 11 GⅡ 
55 12.7 ホテル 食品  

  調理人 10 2 GⅡ 

56 12.7 旅館 食品  122 28 患者 13 9 GⅡ 

57 12.7 飲食店 食品 披露宴 80 12 患者 6 6 GⅡ 

58 12.8 不明     便 3 2 GⅡ 

59 12.8 不明     便 1 1 GⅡ 

60 12.8 不明     便 2 2 GⅡ 

  利用者 10 9 GⅡ 
61 12.8 介護老人 ヒトヒト  

  調理人 11 3 GⅡ 

62 12.9 飲食店 食品    患者便 1 1 GⅡ 

204 101 入所者 32 28 GⅡ 

  調理人 26 10 GⅡ 

  職員 26 24 GⅡ 

  食品 8   

63 12.9 介護老人 ヒトヒト  

  拭き取り 10   

64 12.11 飲食店 食品 不明 159 50 患者 2 2 GⅡ 

65 12.11 養護老人     患者 4 3 GⅡ 

130 28 患者 2 1 GⅡ 
66 12.12 病院 ヒトヒト  

  調理人 13   

67 12.12 不明     患者 1 1 GⅡ 

129 53 喫食者 21 18 GⅡ 
68 12.12 飲食店 食品 不明 

  調理人 6 4 GⅡ 
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事

例

No. 

月日 原因施設 感染経路 原因食等 対象者 患者数 検体 検体数 陽性数 遺伝子型

       拭き取り 10   

69 12.13 旅館 食品    患者 1 1 GⅡ 

17 10 患者 6 6 GⅡ 
70 12.13 飲食店 食品 中学生 

  調理人 3   

71 12.14 ホテル 食品 不明 35 27 患者 15 15 GⅡ 

72 12.13 飲食店 食品 不明   患者 3 1 GⅡ 

73 12.15 飲食店 食品 不明   患者 3 2 GⅡ 

74 12.15 病院 ヒトヒト    患者 1 1 GⅡ 

75 12.15 飲食店 食品 不明   患者 6 5 GⅡ 

42 9 患者 7 6 GⅡ 

  調理人 3   76 12.15 飲食店 食品 不明 

  拭き取り 8   

77 12.19 飲食店 食品 不明   患者 1   

78 12.19 飲食店 食品 不明 29 10 患者 9 5 GⅡ 

79 12.18 飲食店 食品 不明   患者 1 1 GⅡ 

80 12.19 小学校 不明  24 8 患者 6 6 GⅡ 

  患者 9 7 GⅡ 
81 12.19 旅館 食品 不明 

  調理人 15   

82 12.20 飲食店 食品 不明   患者 1 1 GⅡ 

118 63 喫食者 15 14 GⅡ 

  調理人 4 1 GⅡ 83 12.20 飲食店 食品 不明 

  拭き取り 5   

75 24 入所者 2 2 GⅡ 

45 10 職員    84 12.22 徳養老人 ヒトヒト  

  吐物 2 2 GⅡ 

85 12.25 飲食店 食品 不明   患者 1 1 GⅡ 

86 12.25 徳養老人 ヒトヒト  145 19 患者 2 2 GⅡ 

87 12.27 
身障者施

設 
ヒトヒト  88 26 患者 2 2 GⅡ 

88 1.4 介護老人 ヒトヒト  146 8 患者 1 1 GⅡ 

89 1.9 飲食店 食品 不明  20 患者 1 1 GⅡ 

90 1.9 飲食店 食品 不明 23 12 患者 2 2 GⅡ 

91 1.12 飲食店 食品 不明 78  患者 7 5 GⅡ 

1333 19 喫食者 26 23 GⅡ 

  調理人 29 1 GⅡ 

  拭き取り 13   
92 1.17 飲食店 食品 不明 

  食品 15   

93 1.17 徳養老人 ヒトヒト  72 16 入所 1 1 GⅡ 

60 11 利用者 6 5 GⅡ 

  調理 13 5 GⅡ 

  職員 3 2 GⅡ 
94 1.17 仕出し 食品 

老人ホー

ム 

  拭き取り 9   

  調理 16   
95 1.18 飲食店 食品 不明 

  喫食者 13 12 GⅡ 

96 1.18 飲食店 食品 不明   喫食者 3 3 GⅡ 

12 5 喫食者 2 2 GⅡ 

  調理 2 2 GⅡ 97 1.25 飲食店 食品 不明 

  拭き取り 10   
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事

例

No. 

月日 原因施設 感染経路 原因食等 対象者 患者数 検体 検体数 陽性数 遺伝子型

98 1.26 飲食店 食品 不明  55 喫食者 9 8 GⅡ 

99 1.26 病院 ヒトヒト  71 23 患者 1 1 GⅡ 

133 17 患者 5 5 GⅡ 
100 2.6 徳養老人 ヒトヒト  

  吐物 1   

101 2.6 飲食店 食品 不明 48 16 喫食者 2 1 GⅡ 

44 21 喫食者 6 2 GⅡ 

  調理 3 2 GⅡ 102 2.7 飲食店 食品 不明 

  拭き取り 5   

26 12 調理 9 2 GⅡ 

  拭き取り 11 4 GⅡ 103 2.13 飲食店 食品 不明 

  食品 6 1 GⅡ 

104 2.14 飲食店 食品 不明   喫食者 3 3 GⅡ 

105 2.19 飲食店 食品 不明 53 22 喫食者 9 7 GⅡ 

  喫食者 21 11 GⅡ 

  調理 6 2 GⅡ 106 2.22 飲食店 食品 不明 

  職員 7 1 GⅡ 

41 31 調理 2 2 GⅡ 

  拭き取り 15   107 2.24 旅館 食品 姫路中学

  食品 1 1 GⅡ 

  喫食者 7 5 GⅡ 

  吐物 1 1 GⅡ 

  調理 3   

  食品 15   

108 3.2 飲食店 食品 不明 

  拭き取り 20   

109 3.7 飲食店 食品 法事   調理 3   

110 3.14 養護老人 ヒトヒト  111  患者 3 3 GⅡ 

  調理 4   
111 3.15 飲食店 食品 ほか弁 

  拭き取り 12   

112 3.19 飲食店 食品 不明   喫食者 10 8 GⅡ 

113 3.22 養護老人 ヒトヒト  92 16 患者 2 1 GⅡ 

489 61 喫食者 30 23 GⅡ 

  食品 12   114 3.25 給食 食品 不明 

  拭き取り 14   

  喫食者 3   

  調理 3   115 3.30 飲食店 食品 不明 

  拭き取り 12   

(検査データ以外は兵庫県立健康環境科学研究センターが探知した数値）   
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11.10 感染症発生動向調査における月別ウイルス検出件数 

(下痢症およびインフルエンザを除く） 
（兵庫県で平成 18 年度に採取された検体から検出．ウイルスのほか肺炎マイコプラズマ，リケッチア

を含む） 

  年 H．18               H．19     

  月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 合  計

検  体  数 40 34 25 30 46 21 30 15 26 17 11 13 308 

患  者  数 39 33 21 21 31 20 28 15 24 16 10 13 271 

咽頭ぬぐい液 12 11 10 12 24 3 5 5 11 10 5 5 113 

髄  液 3 4 4 9 12 1 5 2 5 3 4 4 56 

鼻腔液 23 18 9 3 1 14 18 5 3   1  95 

便 1   2 3 7  1 3 6 2   4 29 

血清      1 2 2         5 

全血      1  1         2 

唾液   1             1 

尿 1    1     1 1    4 

検
査
材
料
と
件
数 

喀痰         1   1 1  3 

Adeno 1   2   1   1  2   1 7 

Adeno 2 3 2  2    1 6 1 2 1 18 

Adeno 3 4   2 2 4   1  2 2  17 

Adeno 5     1     2  1    4 

Adeno 40           1      1 

Adeno 型別中       1  1       2 4 

Cox.A 16      1   2        3 

Echo 18      2 1          3 

Enterovirus 71      2           2 

RS virus     1  1 1 4  1   1  9 

ｈMPV 13 3             16 

HHV6        1         1 

Norovirus          3 3 2    8 

Enterovirus 型別中   1 1 2 15  3  1 3   1 27 

Rhinovirus         1  1      2 

Rickettsia 
japonica        1         1 

 

検
出
ウ
イ
ル
ス
と
件
数 

肺炎ﾏｲｺﾌﾟﾗｽﾞﾏ 1 1             2 

検 出 株 数 21 9 5 11 23 3 11 8 13 11 5 5 125 

               

Adeno：ｱﾃﾞﾉｳｨﾙｽ， Cox.A：ｺｸｻｯｷｰｳｲﾙｽ A 群， hMPV：ﾋｭｰﾏﾝ･ﾒﾀﾆｭｰﾓｳｲﾙｽ， HHV6：ﾋﾄﾍﾙﾍﾟｽｳｨﾙｽ 6 
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11.11　平成18年度残留農薬検査結果
試験項目一覧　（農薬450種、代謝物40種）

　農　薬 定量限界(ppm) 　農　薬 定量限界(ppm) 　農　薬 定量限界(ppm) 　農　薬 定量限界(ppm)

2,4-Dｲｿﾌﾟﾛﾋﾟﾙ 0.01 ｴﾄﾌﾟﾛﾎｽ 0.005 ｸﾛﾙﾌﾟﾛﾌｧﾑ 0.01 ｾﾄｷｼｼﾞﾑ 0.01

2,4-Dｴﾁﾙ 0.01 ｴﾄﾍﾞﾝｻﾞﾆﾄﾞ 0.01 ｸﾛﾙﾍﾞﾝｼﾄﾞ 0.01 ｿﾞｷｻﾐﾄﾞ 0.01

2,4-Dﾌﾞﾄｷｼｴﾁﾙ 0.01 ｴﾄﾘｼﾞｱｿﾞｰﾙ 0.01 ｸﾛﾛｸｽﾛﾝ 0.01 ﾀｰﾊﾞｼﾙ 0.01

2,6-ｼﾞｲｿﾌﾟﾛﾋﾟﾙﾅﾌﾀﾚﾝ 0.01 ｴﾄﾘﾑﾎｽ 0.01 ｸﾛﾛﾄﾙﾛﾝ 0.01 ﾀﾞｲｱｼﾞﾉﾝ 0.01

BHC(a-,b-,g-,d- ) 0.005 ｴﾎﾟｷｼｺﾅｿﾞｰﾙ 0.01 ｸﾛﾛﾈﾌﾞ 0.01 ﾀﾞｲｱﾚｰﾄ 0.01

DCIP 0.01 ｴﾏﾒｸﾁﾝ(B1a,B1b) 0.01 ｸﾛﾛﾍﾞﾝｼﾞﾚｰﾄ 0.01 ﾀﾞｲﾑﾛﾝ 0.01

DDT (o,p'-,p,p'- ) 0.005 ｴﾝﾄﾞｽﾙﾌｧﾝ(a-,b- ) 0.01 ｻﾘﾁｵﾝ 0.01 ﾁｱｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ 0.01

EPN 0.01 ｴﾝﾄﾞﾘﾝ 0.005 ｼｱｿﾞﾌｧﾐﾄﾞ 0.01 ﾁｱｼﾞﾆﾙ 0.01

EPTC 0.01 ｵｷｻｼﾞｱｿﾞﾝ 0.01 ｼｱﾅｼﾞﾝ 0.01 ﾁｱｿﾞﾋﾟﾙ 0.01

MCPAﾒﾁﾙ 0.01 ｵｷｻｼﾞｱﾙｷﾞﾙ 0.01 ｼｱﾉﾌｪﾝﾎｽ 0.01 ﾁｱﾍﾞﾝﾀﾞｿﾞｰﾙ 0.01

MCPBｴﾁﾙ 0.01 ｵｷｻｼﾞｷｼﾙ 0.01 ｼｱﾉﾎｽ 0.01 ﾁｱﾑﾘﾝ 0.01

XMC 0.01 ｵｷｻｼﾞｸﾛﾒﾎﾝ 0.01 ｼﾞｳﾛﾝ 0.01 ﾁｱﾒﾄｷｻﾑ 0.01

ｱｸﾘﾅﾄﾘﾝ 0.01 ｵｷｻﾍﾞﾄﾘﾆﾙ 0.01 ｼﾞｴﾁﾙﾄﾙｱﾐﾄﾞ 0.01 ﾁｵｼﾞｶﾙﾌﾞ 0.01

ｱｻﾞｺﾅｿﾞｰﾙ 0.01 ｵｷｻﾐﾙ 0.01 ｼﾞｴﾄﾌｪﾝｶﾙﾌﾞ 0.01 ﾁｵｼｸﾗﾑ 0.01

ｱｼﾍﾞﾝｿﾞﾗﾙSﾒﾁﾙ 0.01 ｵｷｼｶﾙﾎﾞｷｼﾝ 0.01 ｼﾞｵｷｻﾁｵﾝ 0.01 ﾁｵﾌｧﾈｰﾄ 0.01

ｱｼﾞﾝﾎｽﾒﾁﾙ 0.01 ｵｷｼﾌﾙｵﾙﾌｪﾝ 0.01 ｼﾞｵﾌｪﾉﾗﾝ 0.01 ﾁｵﾌｧﾈｰﾄﾒﾁﾙ 0.01

ｱｾﾀﾐﾌﾟﾘﾄﾞ 0.01 ｵｷｽﾎﾟｺﾅｿﾞｰﾙﾌﾏﾙ酸塩 0.01 ｼｸﾛｴｰﾄ 0.01 ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ 0.01

ｱｾﾄｸﾛｰﾙ 0.01 ｵﾒﾄｴｰﾄ 0.01 ｼｸﾛｷｼｼﾞﾑ 0.01 ﾁｵﾒﾄﾝ 0.01

ｱｾﾌｪｰﾄ 0.01 ｵﾘｻﾞﾘﾝ 0.01 ｼﾞｸﾛｼﾒｯﾄ 0.01 ﾁﾌﾙｻﾞﾐﾄﾞ 0.01

ｱｿﾞｷｼｽﾄﾛﾋﾞﾝ 0.01 ｵﾙﾄﾌｪﾆﾙﾌｪﾉｰﾙ 0.01 ｼﾞｸﾛﾄﾎｽ 0.01 ﾃﾞｨﾙﾄﾞﾘﾝ 0.005

ｱﾄﾗｼﾞﾝ 0.01 ｶｽﾞｻﾎｽ 0.01 ｼﾞｸﾛﾌｪﾝﾁｵﾝ 0.01 ﾃｸﾅｾﾞﾝ 0.01

ｱﾆﾛﾎｽ 0.01 ｶﾌｪﾝｽﾄﾛｰﾙ 0.01 ｼﾞｸﾛﾌﾞﾄﾗｿﾞｰﾙ 0.01 ﾃﾞｽﾒﾃﾞｨﾌｧﾑ 0.01

ｱﾍﾞﾙﾒｸﾁﾝ(B1a,B1b) 0.01 ｶﾌﾟﾀﾎｰﾙ 0.01 ｼﾞｸﾛﾌﾙｱﾆﾄﾞ 0.01 ﾃﾄﾗｸﾛﾛﾋﾞﾝﾎｽ 0.01

ｱﾐﾄﾗｽﾞ 0.01 ｶﾙﾊﾞﾘﾙ 0.01 ｼｸﾛﾌﾟﾛﾄﾘﾝ 0.01 ﾃﾄﾗｺﾅｿﾞｰﾙ 0.01

ｱﾒﾄﾘﾝ 0.01 ｶﾙﾌｪﾝﾄﾗｿﾞﾝｴﾁﾙ 0.01 ｼﾞｸﾛﾍﾞﾆﾙ 0.01 ﾃﾄﾗｼﾞﾎﾝ 0.01

ｱﾗｸﾛｰﾙ 0.005 ｶﾙﾌﾟﾛﾊﾟﾐﾄﾞ 0.01 ｼﾞｸﾛﾎｯﾌﾟﾒﾁﾙ 0.01 ﾃﾄﾗﾒﾄﾘﾝ 0.01

ｱﾗﾏｲﾄ 0.01 ｶﾙﾍﾞﾀﾐﾄﾞ 0.01 ｼﾞｸﾛﾗﾝ 0.01 ﾃﾆﾙｸﾛｰﾙ 0.01

ｱﾘﾄﾞｸﾛｰﾙ 0.01 ｶﾙﾍﾞﾝﾀﾞｼﾞﾑ 0.01 ｼﾞｸﾛﾙﾎﾞｽ 0.01 ﾃﾌﾞｺﾅｿﾞｰﾙ 0.01

ｱﾙｼﾞｶﾙﾌﾞ 0.01 ｶﾙﾎﾞｷｼﾝ 0.01 ｼﾞｸﾛﾙﾐﾄﾞ 0.01 ﾃﾌﾞﾁｳﾛﾝ 0.01

ｱﾙﾄﾞﾘﾝ 0.005 ｶﾙﾎﾞﾌｪﾉﾁｵﾝ 0.01 ｼﾞｺﾎｰﾙ 0.01 ﾃﾌﾞﾌｪﾉｼﾄﾞ 0.01

ｱﾚｽﾘﾝ 0.01 ｶﾙﾎﾞﾌﾗﾝ 0.01 ｼﾞｽﾙﾎﾄﾝ 0.01 ﾃﾌﾞﾌｪﾝﾋﾟﾗﾄﾞ 0.01

ｲｻｿﾞﾎｽ 0.01 ｷｻﾞﾛﾎｯﾌﾟPﾃﾌﾘﾙ 0.01 ｼﾞﾁｵﾋﾟﾙ 0.01 ﾃﾌﾟﾗﾛｷｼｼﾞﾑ 0.01

ｲｿｳﾛﾝ 0.01 ｷｻﾞﾛﾎｯﾌﾟｴﾁﾙ 0.01 ｼﾞﾃｭﾛﾝ 0.01 ﾃﾌﾙﾄﾘﾝ 0.01

ｲｿｶﾙﾎﾞﾎｽ 0.01 ｷｼﾘﾙｶﾙﾌﾞ 0.01 ｼﾆﾄﾞﾝｴﾁﾙ 0.01 ﾃﾌﾙﾍﾞﾝｽﾞﾛﾝ 0.01

ｲｿｷｻｼﾞﾌｪﾝｴﾁﾙ 0.01 ｷﾅﾙﾎｽ 0.01 ｼﾞﾉﾃﾌﾗﾝ 0.01 ﾃﾞﾒﾄﾝSﾒﾁﾙ 0.01

ｲｿｷｻﾁｵﾝ 0.01 ｷﾉｷｼﾌｪﾝ 0.01 ｼﾊﾛﾄﾘﾝ 0.01 ﾃﾞﾙﾀﾒﾄﾘﾝ 0.01

ｲｿｷｻﾌﾙﾄｰﾙ 0.01 ｷﾉｸﾗﾐﾝ 0.01 ｼﾊﾛﾎｯﾌﾟﾌﾞﾁﾙ 0.01 ﾃﾙﾌﾞｶﾙﾌﾞ 0.01

ｲｿｼﾝｺﾒﾛﾝ酸二ﾌﾟﾛﾋﾟﾙ 0.01 ｷｬﾌﾟﾀﾝ 0.01 ｼﾞﾌｪﾅﾐﾄﾞ 0.01 ﾃﾙﾌﾞﾁﾗｼﾞﾝ 0.01

ｲｿﾌｪﾝﾎｽ 0.01 ｷﾝﾄｾﾞﾝ 0.01 ｼﾞﾌｪﾆﾙ 0.01 ﾃﾙﾌﾞﾄﾘﾝ 0.01

ｲｿﾌﾟﾛｶﾙﾌﾞ 0.01 ｸﾏﾎｽ 0.01 ｼﾞﾌｪﾆﾙｱﾐﾝ 0.01 ﾃﾙﾌﾞﾎｽ 0.005

ｲｿﾌﾟﾛﾁｵﾗﾝ 0.01 ｸﾐﾙﾛﾝ 0.01 ｼﾞﾌｪﾉｺﾅｿﾞｰﾙ 0.01 ﾄﾗﾙｺｷｼｼﾞﾑ 0.01

ｲｿﾌﾟﾛﾂﾛﾝ 0.01 ｸﾚｿｷｼﾑﾒﾁﾙ 0.01 ｼﾌﾙﾄﾘﾝ 0.01 ﾄﾗﾛﾒﾄﾘﾝ 0.01

ｲﾅﾍﾞﾝﾌｨﾄﾞ 0.01 ｸﾚﾄｼﾞﾑ 0.01 ｼﾌﾙﾌｪﾅﾐﾄﾞ 0.01 ﾄﾘｱｼﾞﾒﾉｰﾙ 0.01

ｲﾌﾟﾛｼﾞｵﾝ 0.01 ｸﾛｷﾝﾄｾｯﾄﾒｷｼﾙ 0.01 ｼﾞﾌﾙﾌｪﾆｶﾝ 0.002 ﾄﾘｱｼﾞﾒﾎﾝ 0.01

ｲﾌﾟﾛﾊﾞﾘｶﾙﾌﾞ 0.01 ｸﾛｼﾞﾅﾎｯﾌﾟﾌﾟﾛﾊﾟﾙｷﾞﾙ 0.01 ｼﾞﾌﾙﾍﾞﾝｽﾞﾛﾝ 0.01 ﾄﾘｱｿﾞﾎｽ 0.01

ｲﾌﾟﾛﾍﾞﾝﾎｽ 0.01 ｸﾛｿﾞﾘﾈｰﾄ 0.01 ｼﾌﾟﾛｺﾅｿﾞｰﾙ 0.005 ﾄﾘｱﾚｰﾄ 0.01

ｲﾏｻﾞﾒﾀﾍﾞﾝｽﾞﾒﾁﾙ 0.01 ｸﾛﾁｱﾆｼﾞﾝ 0.01 ｼﾌﾟﾛｼﾞﾆﾙ 0.01 ﾄﾘｸﾗﾐﾄﾞ 0.01

ｲﾏｻﾞﾘﾙ 0.01 ｸﾛﾌｪﾝﾃｼﾞﾝ 0.01 ｼﾍﾟﾙﾒﾄﾘﾝ 0.01 ﾄﾘｸﾛﾙﾎﾝ 0.01

ｲﾐﾀﾞｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞ 0.01 ｸﾛﾏｿﾞﾝ 0.01 ｼﾏｼﾞﾝ 0.01 ﾄﾘｼｸﾗｿﾞｰﾙ 0.01

ｲﾐﾌﾟﾛﾄﾘﾝ 0.01 ｸﾛﾏﾌｪﾉｼﾞﾄﾞ 0.01 ｼﾒｺﾅｿﾞｰﾙ 0.01 ﾄﾘｼﾞﾌｪﾝ 0.01

ｲﾐﾍﾞﾝｺﾅｿﾞｰﾙ 0.01 ｸﾛﾒﾄｷｼﾌｪﾝ 0.01 ｼﾞﾒﾀﾒﾄﾘﾝ 0.01 ﾄﾘﾁｺﾅｿﾞｰﾙ 0.01

ｲﾝﾀﾞﾉﾌｧﾝ 0.01 ｸﾛﾒﾌﾟﾛｯﾌﾟ 0.01 ｼﾞﾒﾁﾋﾟﾝ 0.01 ﾄﾘﾌﾞﾎｽ 0.01

ｲﾝﾄﾞｷｻｶﾙﾌﾞ 0.01 ｸﾛﾘﾀﾞｿﾞﾝ 0.01 ｼﾞﾒﾁﾘﾓｰﾙ 0.01 ﾄﾘﾌﾙﾐｿﾞｰﾙ 0.01

ｳﾆｺﾅｿﾞｰﾙP 0.01 ｸﾛﾙｴﾄｷｼﾎｽ 0.01 ｼﾞﾒﾁﾙﾋﾞﾝﾎｽ(-E,-Z ) 0.01 ﾄﾘﾌﾙﾑﾛﾝ 0.01

ｴｽﾌﾟﾛｶﾙﾌﾞ 0.01 ｸﾛﾙﾀｰﾙｼﾞﾒﾁﾙ 0.01 ｼﾞﾒﾃﾅﾐﾄﾞ 0.01 ﾄﾘﾌﾙﾗﾘﾝ 0.01

ｴﾀﾙﾌﾙﾗﾘﾝ 0.01 ｸﾛﾙﾃﾞﾝ(ｼｽ-,ﾄﾗﾝｽ-) 0.01 ｼﾞﾒﾄｴｰﾄ 0.01 ﾄﾘﾌﾛｷｼｽﾄﾛﾋﾞﾝ 0.01

ｴﾁｵﾌｪﾝｶﾙﾌﾞ 0.01 ｸﾛﾙﾆﾄﾛﾌｪﾝ 0.01 ｼﾞﾒﾄﾓﾙﾌ(-E,-Z ) 0.01 ﾄﾘﾎﾘﾝ 0.01

ｴﾁｵﾝ 0.01 ｸﾛﾙﾋﾟﾘﾎｽ 0.005 ｼﾒﾄﾘﾝ 0.01 ﾄﾘﾙﾌﾙｱﾆﾄﾞ 0.01

ｴﾁｸﾛｾﾞｰﾄ 0.01 ｸﾛﾙﾋﾟﾘﾎｽﾒﾁﾙ 0.01 ｼﾞﾒﾋﾟﾍﾟﾚｰﾄ 0.01 ﾄﾙｸﾛﾎｽﾒﾁﾙ 0.01

ｴﾁﾌﾟﾛｰﾙ 0.01 ｸﾛﾙﾌｪﾅﾋﾟﾙ 0.01 ｼﾓｷｻﾆﾙ 0.01 ﾄﾙﾌｪﾝﾋﾟﾗﾄﾞ 0.01

ｴﾃﾞｨﾌｪﾝﾎｽ 0.01 ｸﾛﾙﾌｪﾝｿﾝ 0.01 ｼﾗﾌﾙｵﾌｪﾝ 0.01 ﾅﾌﾁﾙｱｾﾀﾐﾄﾞ 0.01

ｴﾄｷｻｿﾞｰﾙ 0.01 ｸﾛﾙﾌｪﾝﾋﾞﾝﾎｽ(-E,-Z ) 0.01 ｼﾝﾒﾁﾘﾝ 0.01 ﾅﾌﾟﾛｱﾆﾘﾄﾞ 0.01

ｴﾄﾌｪﾝﾌﾟﾛｯｸｽ 0.01 ｸﾛﾙﾌﾞﾌｧﾑ 0.01 ｽｴｯﾌﾟ 0.01 ﾅﾌﾟﾛﾊﾟﾐﾄﾞ 0.01

ｴﾄﾌﾒｾｰﾄ 0.01 ｸﾛﾙﾌﾙｱｽﾞﾛﾝ 0.01 ｽﾙﾌﾟﾛﾎｽ 0.01 ﾅﾚﾄﾞ 0.01
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11.11　平成18年度残留農薬検査結果
試験項目一覧　（農薬450種、代謝物40種）

　農　薬 定量限界(ppm) 　農　薬 定量限界(ppm) 　農　薬 定量限界(ppm) 　農　薬 定量限界(ppm)

ﾆﾃﾝﾋﾟﾗﾑ 0.01 ﾌｪﾆﾄﾛﾁｵﾝ 0.01 ﾌﾙﾘﾄﾞﾝ 0.01 ﾍﾞﾝﾌﾚｾｰﾄ 0.01

ﾆﾄﾗﾋﾟﾘﾝ 0.01 ﾌｪﾉｷｻﾆﾙ 0.01 ﾌﾟﾚﾁﾗｸﾛｰﾙ 0.01 ﾎｷｼﾑ 0.01

ﾆﾄﾛﾀｰﾙｲｿﾌﾟﾛﾋﾟﾙ 0.01 ﾌｪﾉｷｻﾌﾟﾛｯﾌﾟｴﾁﾙ 0.01 ﾌﾟﾛｸﾛﾗｽﾞ 0.01 ﾎｻﾛﾝ 0.01

ﾆﾄﾛﾌｪﾝ 0.01 ﾌｪﾉｷｼｶﾙﾌﾞ 0.01 ﾌﾟﾛｼﾐﾄﾞﾝ 0.01 ﾎﾞｽｶﾘﾄﾞ 0.01

ﾉﾅｸﾛﾙ(ｼｽ-,ﾄﾗﾝｽｰ) 0.01 ﾌｪﾉﾁｵｰﾙ 0.01 ﾌﾟﾛﾁｵﾎｽ 0.01 ﾎｽﾁｱｾﾞｰﾄ 0.01

ﾉﾊﾞﾙﾛﾝ 0.01 ﾌｪﾉﾁｵｶﾙﾌﾞ 0.01 ﾌﾟﾛﾊﾟｷｻﾞﾎｯﾌﾟ 0.01 ﾎｽﾌｧﾐﾄﾞﾝ 0.01

ﾉﾙﾌﾙﾗｿﾞﾝ 0.01 ﾌｪﾉﾄﾘﾝ 0.01 ﾌﾟﾛﾊﾟｸﾛｰﾙ 0.01 ﾎｽﾒｯﾄ 0.01

ﾊﾞｰﾊﾞﾝ 0.01 ﾌｪﾉﾌﾞｶﾙﾌﾞ 0.01 ﾌﾟﾛﾊﾟｼﾞﾝ 0.01 ﾎﾉﾎｽ 0.01

ﾊﾟｸﾛﾌﾞﾄﾗｿﾞｰﾙ 0.005 ﾌｪﾘﾑｿﾞﾝ(-E,-Z ) 0.01 ﾌﾟﾛﾊﾟﾆﾙ 0.01 ﾎﾙﾍﾟｯﾄ 0.01

ﾊﾞﾐﾄﾞﾁｵﾝ 0.01 ﾌｪﾝｱﾐﾄﾞﾝ 0.01 ﾌﾟﾛﾊﾟﾎｽ 0.01 ﾎﾙﾓﾁｵﾝ 0.01

ﾊﾟﾗﾁｵﾝ 0.01 ﾌｪﾝｸﾛﾙﾎｽ 0.01 ﾌﾟﾛﾊﾟﾓｶﾙﾌﾞ 0.01 ﾎﾚｰﾄ 0.01

ﾊﾟﾗﾁｵﾝﾒﾁﾙ 0.01 ﾌｪﾝｽﾙﾎﾁｵﾝ 0.01 ﾌﾟﾛﾊﾟﾙｷﾞｯﾄ 0.01 ﾏｲﾚｯｸｽ 0.01

ﾊﾙﾌｪﾝﾌﾟﾛｯｸｽ 0.01 ﾌｪﾝﾁｵﾝ 0.01 ﾌﾟﾛﾋﾟｺﾅｿﾞｰﾙ 0.01 ﾏﾗﾁｵﾝ 0.01

ﾋﾞｵｱﾚｽﾘﾝ 0.01 ﾌｪﾝﾄｴｰﾄ 0.01 ﾌﾟﾛﾋﾟｻﾞﾐﾄﾞ 0.01 ﾐｸﾛﾌﾞﾀﾆﾙ 0.01

ﾋﾞｵﾚｽﾒﾄﾘﾝ 0.01 ﾌｪﾝﾄﾗｻﾞﾐﾄﾞ 0.01 ﾌﾟﾛﾋﾄﾞﾛｼﾞｬｽﾓﾝ 0.01 ﾐﾙﾍﾞﾒｸﾁﾝ(A3,A4) 0.01

ﾋﾟｺﾘﾅﾌｪﾝ 0.01 ﾌｪﾝﾊﾞﾚﾚｰﾄ 0.01 ﾌﾟﾛﾌｧﾑ 0.01 ﾒｶﾙﾊﾞﾑ 0.01

ﾋﾞﾃﾙﾀﾉｰﾙ 0.01 ﾌｪﾝﾋﾟﾛｷｼﾒｰﾄ(-E,-Z ) 0.01 ﾌﾟﾛﾌｪﾉﾎｽ 0.01 ﾒｿﾐﾙ 0.01

ﾋﾞﾌｪﾅｾﾞｰﾄ 0.01 ﾌｪﾝﾌﾞｺﾅｿﾞｰﾙ 0.01 ﾌﾟﾛﾍﾟﾀﾝﾎｽ 0.01 ﾒﾀｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ 0.01

ﾋﾞﾌｪﾉｯｸｽ 0.01 ﾌｪﾝﾌﾟﾛﾊﾟﾄﾘﾝ 0.01 ﾌﾟﾛﾍﾞﾅｿﾞｰﾙ 0.01 ﾒﾀｸﾘﾎｽ 0.01

ﾋﾞﾌｪﾝﾄﾘﾝ 0.01 ﾌｪﾝﾒﾃﾞｨﾌｧﾑ 0.01 ﾌﾟﾛﾎﾟｷｽﾙ 0.01 ﾒﾀﾍﾞﾝｽﾞﾁｱｽﾞﾛﾝ 0.01

ﾋﾟﾍﾟﾛﾆﾙﾌﾞﾄｷｼﾄﾞ 0.01 ﾌｻﾗｲﾄﾞ 0.01 ﾌﾞﾛﾏｼﾙ 0.01 ﾒﾀﾐﾄﾞﾎｽ 0.01

ﾋﾟﾍﾟﾛﾎｽ 0.01 ﾌﾞﾀｸﾛｰﾙ 0.01 ﾌﾟﾛﾒｶﾙﾌﾞ 0.01 ﾒﾀﾐﾄﾛﾝ 0.01

ﾋﾟﾗｸﾛｽﾄﾛﾋﾞﾝ 0.01 ﾌﾞﾀﾌｪﾅｼﾙ 0.01 ﾌﾟﾛﾒﾄﾘﾝ 0.01 ﾒﾀﾗｷｼﾙ 0.01

ﾋﾟﾗｸﾛﾎｽ 0.01 ﾌﾞﾀﾐﾎｽ 0.01 ﾌﾞﾛﾓﾌﾞﾁﾄﾞ 0.01 ﾒﾁｵｶﾙﾌﾞ 0.01

ﾋﾟﾗｿﾞｷｼﾌｪﾝ 0.01 ﾌﾞﾁﾚｰﾄ 0.01 ﾌﾞﾛﾓﾌﾟﾛﾋﾟﾚｰﾄ 0.01 ﾒﾁﾀﾞﾁｵﾝ 0.01

ﾋﾟﾗｿﾞﾎｽ 0.01 ﾌﾞﾄﾛｷｼｼﾞﾑ 0.01 ﾌﾞﾛﾓﾎｽ 0.01 ﾒﾁﾙﾀﾞｲﾑﾛﾝ 0.01

ﾋﾟﾗｿﾞﾚｰﾄ 0.01 ﾌﾞﾋﾟﾘﾒｰﾄ 0.01 ﾌﾞﾛﾓﾎｽｴﾁﾙ 0.01 ﾒﾄｷｼｸﾛｰﾙ 0.01

ﾋﾟﾗﾌﾙﾌｪﾝｴﾁﾙ 0.01 ﾌﾞﾌﾟﾛﾌｪｼﾞﾝ 0.01 ﾍｷｻｸﾛﾛﾍﾞﾝｾﾞﾝ 0.01 ﾒﾄｷｼﾌｪﾉｼﾞﾄﾞ 0.01

ﾋﾟﾘﾀﾞﾌｪﾝﾁｵﾝ 0.01 ﾌﾗﾁｵｶﾙﾌﾞ 0.01 ﾍｷｻｺﾅｿﾞｰﾙ 0.01 ﾒﾄｺﾅｿﾞ-ﾙ 0.01

ﾋﾟﾘﾀﾞﾍﾞﾝ 0.01 ﾌﾗﾑﾌﾟﾛｯﾌﾟﾒﾁﾙ 0.01 ﾍｷｻｼﾞﾉﾝ 0.01 ﾒﾄﾌﾟﾚﾝ 0.01

ﾋﾟﾘﾀﾞﾘﾙ 0.01 ﾌﾗﾒﾄﾋﾟﾙ 0.01 ﾍｷｻﾌﾙﾑﾛﾝ 0.01 ﾒﾄﾐﾉｽﾄﾛﾋﾞﾝ(-E,-Z ) 0.01

ﾋﾟﾘﾌｪﾉｯｸｽ(-E,-Z ) 0.01 ﾌﾘﾗｿﾞｰﾙ 0.01 ﾍｷｼﾁｱｿﾞｸｽ 0.01 ﾒﾄﾗｸﾛｰﾙ 0.01

ﾋﾟﾘﾌﾀﾘﾄﾞ 0.01 ﾌﾙｱｸﾘﾋﾟﾘﾑ 0.01 ﾍﾞﾅﾗｷｼﾙ 0.01 ﾒﾄﾘﾌﾞｼﾞﾝ 0.01

ﾋﾟﾘﾌﾞﾁｶﾙﾌﾞ 0.01 ﾌﾙｱｽﾞﾛﾝ 0.01 ﾍﾞﾉｷｻｺｰﾙ 0.01 ﾒﾄﾙｶﾙﾌﾞ 0.01

ﾋﾟﾘﾌﾟﾛｷｼﾌｪﾝ 0.01 ﾌﾙｵﾒﾂﾛﾝ 0.01 ﾍﾞﾉﾐﾙ 0.01 ﾒﾊﾟﾆﾋﾟﾘﾑ 0.01

ﾋﾟﾘﾐｶｰﾌﾞ 0.01 ﾌﾙｷﾝｺﾅｿﾞｰﾙ 0.01 ﾍﾌﾟﾀｸﾛﾙ 0.01 ﾒﾋﾞﾝﾎｽ 0.01

ﾋﾟﾘﾐｼﾞﾌｪﾝ 0.01 ﾌﾙｼﾞｵｷｿﾆﾙ 0.01 ﾍﾌﾟﾀｸﾛﾙｴﾎﾟｷｼﾄﾞ(ｴﾝﾄﾞ,ｴｷ 0.01 ﾒﾌｪﾅｾｯﾄ 0.01

ﾋﾟﾘﾐﾉﾊﾞｯｸﾒﾁﾙ(-E,-Z ) 0.01 ﾌﾙｼﾄﾘﾈｰﾄ 0.01 ﾍﾟﾌﾞﾚｰﾄ 0.01 ﾒﾌｪﾉｷｻﾑ 0.01

ﾋﾟﾘﾐﾎｽﾒﾁﾙ 0.01 ﾌﾙｼﾗｿﾞｰﾙ 0.01 ﾍﾟﾙﾒﾄﾘﾝ 0.01 ﾒﾌｪﾝﾋﾟﾙｼﾞｴﾁﾙ 0.01

ﾋﾟﾘﾒﾀﾆﾙ 0.01 ﾌﾙﾁｱｾｯﾄﾒﾁﾙ 0.01 ﾍﾟﾝｺﾅｿﾞｰﾙ 0.01 ﾒﾌﾟﾛﾆﾙ 0.01

ﾋﾟﾚﾄﾘﾝ(Ⅰ,Ⅱ) 0.01 ﾌﾙﾄﾗﾆﾙ 0.01 ﾍﾟﾝｼｸﾛﾝ 0.01 ﾓﾉｸﾛﾄﾎｽ 0.01

ﾋﾟﾛｷﾛﾝ 0.01 ﾌﾙﾄﾘｱﾎｰﾙ 0.01 ﾍﾞﾝｽﾘﾄﾞ 0.01 ﾓﾉﾘﾆｭﾛﾝ 0.01

ﾋﾞﾝｸﾛｿﾞﾘﾝ 0.01 ﾌﾙﾊﾞﾘﾈｰﾄ 0.01 ﾍﾞﾝｿﾞﾋﾞｼｸﾛﾝ 0.01 ﾓﾘﾈｰﾄ 0.01

ﾌｧﾑﾌｰﾙ 0.01 ﾌﾙﾌｪﾅｾﾄ 0.01 ﾍﾞﾝｿﾞﾌｪﾅｯﾌﾟ 0.01 ﾗｸﾄﾌｪﾝ 0.01

ﾌｧﾓｷｻﾄﾞﾝ 0.01 ﾌﾙﾌｪﾉｸｽﾛﾝ 0.01 ﾍﾞﾝﾀﾞｲｵｶﾙﾌﾞ 0.01 ﾘﾆｭﾛﾝ 0.01

ﾌｨﾌﾟﾛﾆﾙ 0.002 ﾌﾙﾌｪﾝﾋﾟﾙｴﾁﾙ 0.01 ﾍﾟﾝﾃﾞｨﾒﾀﾘﾝ 0.01 ﾙﾌｪﾇﾛﾝ 0.01

ﾌｪﾅﾐﾎｽ 0.01 ﾌﾙﾐｵｷｻｼﾞﾝ 0.01 ﾍﾟﾝﾄｷｻｿﾞﾝ 0.01 ﾚｽﾒﾄﾘﾝ 0.01

ﾌｪﾅﾘﾓﾙ 0.01 ﾌﾙﾐｸﾛﾗｯｸﾍﾟﾝﾁﾙ 0.01 ﾍﾞﾝﾌﾙﾗﾘﾝ 0.01 ﾚﾅｼﾙ 0.01

N -(2-ｴﾁﾙﾍｷｼﾙ)-8,9,10-ﾄﾘﾉﾙﾎﾞﾙﾝ-5-ｴﾝ-2,3-ｼﾞｶﾙﾎﾞｷｼｲﾐﾄﾞ 0.01 1,1-ｼﾞｸﾛﾛ-2,2-ﾋﾞｽ(4-ｴﾁﾙﾌｪﾆﾙ)ｴﾀﾝ 0.01

[代謝物]

EPNｵｷｿﾝ 0.01 ﾁｱｸﾛﾌﾟﾘﾄﾞｱﾐﾄﾞ 0.01 ｱﾙｼﾞｶﾙﾌﾞｽﾙﾎｷｼﾄﾞ 0.01 ｱﾙｼﾞｶﾙﾌﾞｽﾙﾎﾝ 0.01

ｲｿｷｻﾁｵﾝｵｷｿﾝ 0.01 3-OHｶﾙﾎﾞﾌﾗﾝ 0.01 ｴﾁｵﾌｪﾝｶﾙﾌﾞｽﾙﾎｷｼﾄﾞ 0.01 ｴﾁｵﾌｪﾝｶﾙﾌﾞｽﾙﾎﾝ 0.01

ｲｿﾌｪﾝﾎｽｵｷｿﾝ 0.01 ﾊﾞﾐﾄﾞﾁｵﾝｽﾙﾎﾝ 0.01 ﾒﾁｵｶﾙﾌﾞｽﾙﾎｷｼﾄﾞ 0.01 ﾒﾁｵｶﾙﾌﾞｽﾙﾎﾝ 0.01

ｽﾙﾌﾟﾛﾎｽｵｷｿﾝ 0.01 ｼﾞｽﾙﾎﾄﾝｽﾙﾎﾝ 0.01 ﾃﾞﾒﾄﾝSﾒﾁﾙｽﾙﾎｷｼﾄﾞ 0.01 ﾃﾞﾒﾄﾝSﾒﾁﾙｽﾙﾎﾝ 0.01

ﾀﾞｲｱｼﾞﾉﾝｵｷｿﾝ 0.01 ｵｷｼｸﾛﾙﾃﾞﾝ 0.01 ｼﾞｺﾎｰﾙ代謝物 4,4'-ｼﾞｸﾛﾛﾍﾞﾝｿﾞﾌｪﾉﾝ 0.01

ﾊﾟﾗﾁｵﾝｵｷｿﾝ 0.01 ﾎﾙﾍﾟｯﾄ代謝物 ﾌﾀﾙｲﾐﾄﾞ 0.01 ｷｬﾌﾟﾀﾝ,ｶﾌﾟﾀﾎｰﾙ代謝物 cis -1,2,3,6-ﾃﾄﾗﾋﾄﾞﾛﾌﾀﾙｲﾐﾄﾞ 0.01

ﾊﾟﾗﾁｵﾝﾒﾁﾙｵｷｵﾝ 0.01 ｲﾐﾍﾞﾝｺﾅｿﾞｰﾙ脱ﾍﾞﾝｼﾞﾙ体 0.01 ｲﾐﾍﾞﾝｺﾅｿﾞｰﾙ代謝物 2,4-ｼﾞｸﾛﾛｱﾆﾘﾝ 0.01

ﾌｪﾆﾄﾛﾁｵﾝｵｷｿﾝ 0.01 ｵｷｽﾎﾟｺﾅｿﾞｰﾙﾎﾙﾐﾙ体 0.01 ｵｷｽﾎﾟｺﾅｿﾞｰﾙ代謝物 4,4'-ｼﾞﾒﾁﾙ-2-ｵｷｻｿﾞﾘｼﾞﾉﾝ 0.01

ﾌﾟﾛﾁｵﾎｽｵｷｿﾝ 0.01 ﾌﾗﾒﾄﾋﾟﾙﾋﾄﾞﾛｷｼ体 0.01 ｼﾞｸﾛﾌﾙｱﾆﾄﾞ代謝物 N',N' -ｼﾞﾒﾁﾙ-N-ﾌｪﾆﾙ ｽﾙﾎﾆﾙｼﾞｱﾐﾄﾞ 0.01

ﾏﾗﾁｵﾝｵｷｿﾝ 0.01 ﾒﾊﾟﾆﾋﾟﾘﾑﾌﾟﾛﾊﾟﾉｰﾙ体 0.01 ﾄﾘﾙﾌﾙｱﾆﾄﾞ代謝物 N',N' -ｼﾞﾒﾁﾙ-N-p -ﾄﾘﾙｽﾙﾎﾆﾙｼﾞｱﾐﾄﾞ 0.01

DDD (p,p'- ) 0.01 ﾄﾘﾌﾙﾐｿﾞｰﾙ代謝物 4-ｸﾛﾛ-a,a,a -ﾄﾘﾌﾙｵﾛ-N -(1-ｱﾐﾉ-2-ﾌﾟﾛﾎﾟｷｼｴﾁﾘﾃﾞﾝ）- o -ﾄﾙｲｼﾞﾝ 0.01

DDE (p,p'- ) 0.01 ｲﾌﾟﾛｼﾞｵﾝ代謝物 N-(3,5-ｼﾞｸﾛﾛﾌｪﾆﾙ)-3-ｲｿﾌﾟﾛﾋﾟﾙ-2,4-ｼﾞｵｷｿｲﾐﾀﾞｿﾞﾘｼﾞﾝ-1-ｶﾙﾎﾞｷｻﾐﾄﾞ 0.01

ｴﾝﾄﾞｽﾙﾌｧﾝｽﾙﾌｧｰﾄ 0.01 ｲﾏｻﾞﾘﾙ代謝物 1-(2,4-ｼﾞｸﾛﾛﾌｪﾆﾙ)-2-(1 H -ｲﾐﾀﾞｿﾞｰﾙ-1-ｲﾙ)-1-ｴﾀﾉｰﾙ 0.01



（国内産） 実施期間：平成18年5月～平成19年2月

分　類 品   名 検 出 農 薬 名 検出数 / 検体数 検出値 ppm
穀　類 米（玄米） 0 / 2

とうもろこし 0 / 1
豆類 大豆 プロシミドン 1 / 1 0.37 2
野　菜 アスパラガス 0 / 1

えだまめ アセタミプリド 1 / 2 0.03 5
エトフェンプロックス 2 / 0.01,0.12 5
クロマフェノジド 1 / 0.01 5
シラフルオフェン 1 / 0.02 2
シペルメトリン 1 / 0.09 5.0
テフルベンズロン 1 / 0.01 1

うり 0 / 1
オクラ 0 / 1
かぼちゃ 0 / 1
きゃべつ アセフェート 1 / 8 0.16 5.0

カルベンダジム
*1 2 / 0.01,0.02 3

プロシミドン 1 / 0.06 2

きゅうり カルベンダジム*1 1 / 6 0.10 3
シペルメトリン 1 / 0.03 0.5
ニテンピラム 1 / 0.01 5
プロシミドン 2 / 0.01,0.05 5
ホスチアゼート 1 / 0.01 0.2

ごぼう 0 / 1
こまつな 0 / 2
しいたけ メタアルデヒド 1 / 5 0.19 1

しゅんぎく カルベンダジム*1 1 / 3 7.8 3
ダイアジノン 1 / 0.03 0.1
ニテンピラム 1 / 0.20 5
マラチオン 1 / 0.03 2.0

セロリ チアメトキサム 1 / 2 0.01 2
だいこん類(根) 0 / 2
たまねぎ 0 / 1
ちんげんさい シペルメトリン 1 / 3 0.27 5.0

ジメトエート 1 / 0.03 1
フェンバレレート 1 / 0.12 1.0

トマト カルベンダジム*1 1 / 5 0.05 3
クロルフェナピル 1 / 0.01 1
シアゾファミド 1 / 0.01 2
ジエトフェンカルブ 1 / 0.03 5.0
トリフルミゾール 2 / 0.01,0.01 2.0
フルフェノクスロン 1 / 0.02 0.5
ボスカリド 1 / 0.01 3

なす クロチアニジン 1 / 4 0.01 1
ジノテフラン 1 / 0.01 2
ノバルロン 1 / 0.01 0.5
ピリダリル 1 / 0.02 1
プロシミドン 1 / 0.05 5
ボスカリド 1 / 0.05 2

にんじん イプロジオン 2 / 4 0.02,0.02 5.0

カルベンダジム
*1 1 / 0.04 3

ねぎ ジノテフラン 1 / 3 0.01 5
はくさい イプロジオン 1 / 4 0.05 5.0

オキサジキシル 1 / 0.01 5

カルベンダジム*1 1 / 0.01 3
トリクロルホン 1 / 0.01 0.50

メソミル*2 1 / 0.01 2
ばれいしょ 0 / 1
ピーマン イプロジオン 1 / 3 0.02 10

イミダクロプリド 1 / 0.15 3
クロルフェナピル 1 / 0.06 1
ジノテフラン 1 / 0.03 3
トリフルミゾール 1 / 0.04 5.0

基準値 ppm
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ニテンピラム 1 / 0.01 1
プロシミドン 1 / 0.06 5
メタラキシル 2 / 0.01,0.16 2

ブロッコリー 0 / 2
ほうれんそう シアゾファミド 1 / 6 0.04 25

レナシル 1 / 0.01 0.3
未成熟いんげん フルジオキソニル 1 / 2 0.29 5
未成熟えんどう 0 / 1
レタス アセフェート 1 / 4 1.28 5.0

アラクロール 1 / 0.01 0.01
オキサジキシル 1 / 0.02 5
クロルフェナピル 1 / 0.16 3
メタミドホス 1 / 0.11 1.0

れんこん 0 / 1
果　実 いちご アセタミプリド 2 / 2 0.05,0.18 5

プロシミドン 1 / 0.07 10
メタラキシル 1 / 0.05 1

いちじく アセタミプリド 1 / 3 0.02 5
うめ キャプタン　 1 / 2 0.02 5

クレソキシムメチル 1 / 0.01 5
ジフェノコナゾール 1 / 0.01 1
ビテルタノール 1 / 0.01 2.0

おうとう アゾキシストロビン 1 / 1 0.15 5
イプロジオン 1 / 1.20 10
キャプタン　 1 / 0.09 5
クロチアニジン 1 / 0.27 5
チアメトキサム 1 / 0.02 5
ビフェントリン 1 / 0.10 2
フェンブコナゾール 1 / 0.12 1

かき 0 / 1
すいか イプロジオン 1 / 1 0.02 10
すもも イプロジオン 1 / 1 0.07 10
日本なし アゾキシストロビン 1 / 3 0.02 2

イプロジオン 1 / 0.08 10

カルベンダジム
*1 1 / 0.03 3

キャプタン 1 / 0.01 25
クレソキシムメチル 2 / 0.03,0.07 5
シプロジニル 1 / 0.01 5
シペルメトリン 1 / 0.03 2.0
シラフルオフェン 1 / 0.01 2

デルタメトリン*3 1 / 0.01 0.5
プロチオホス 1 / 0.02 0.1

びわ カルベンダジム*1 1 / 3 0.01 3
ぶどう アセタミプリド 1 / 5 0.03 5

イプロジオン 2 / 0.02,0.06 25

カルベンダジム*1 2 / 0.13,0.38 3
クレソキシムメチル 3 / 0.03～0.48 15
クロチアニジン 1 / 0.04 5
チアメトキサム 1 / 0.01 5
トリフルミゾール 1 / 0.01 2.0
メパニピリム 1 / 0.01 15

まくわうり 0 / 1
みかん 0 / 1
メロン類 オキサジキシル 1 / 2 0.02 1
もも アセタミプリド 2 / 2 0.03,0.04 5

カルベンダジム*1 1 / 0.02 2
ゆず クレソキシムメチル 1 / 1 0.01 10

りんご カルベンダジム*1 1 / 1 0.04 3
クレソキシムメチル 1 / 0.06 5

種　実 くり 0 / 1
茶 茶 クロルフェナピル 1 / 2 1.23 50

検体数：116
*1：チオファネートメチルを含む；　*2：チオジカルブを含む；　*3：トラロメトリンを含む
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(輸入品） 実施期間：平成18年5月～平成19年2月

分　類 品   名 検 出 農 薬 名 検出数 / 検体数 検出値 ppm
穀　類 米(白米） イソプロチオラン 1 / 1 0.03 2
野　菜 アスパラガス 0 / 4

オクラ カルベンダジム*1 1 / 1 0.01 3
かぼちゃ イミダクロプリド 1 / 3 0.01 1

キャプタン 1 / 0.04 5
クロルピリホス 1 / 0.01 0.05

ごぼう 0 / 2
セロリ アセフェート 1 / 2 0.20 10

アゾキシストロビン 1 / 0.08 5
オキサミル 1 / 0.02 5.0
ジクロラン 1 / 2.70 10
プロピコナゾール 1 / 0.03 5.0
ペルメトリン 2 / 0.01,0.15 2.0
メタミドホス 1 / 0.02 5

にんじん 0 / 1
ねぎ 0 / 2
ブロッコリー アゾキシストロビン 1 / 4 0.05 5

オキシデメトンメチル 2 / 0.05,0.14 0.5
クロルタールジメチル 1 / 0.01 4

未成熟えんどう カルベンダジム
*1 1 / 1 0.24 3

ジメトエート 1 / 0.06 1
トリアジメノール 1 / 0.12 0.3

パクロブトラゾール 1 / 0.005 0.01 *2

冷凍野菜 アスパラガス 0 / 2
えだまめ エトフェンプロックス 2 / 2 0.07,0.35 5

カルベンダジム*1 1 / 0.15 3
クロルフルアズロン 1 / 0.03 2.0
フェンピロキシメート 1 / 0.01 2.0

オクラ 0 / 2
カリフラワー 0 / 1
グリンピース 0 / 2
こまつな シハロトリン 1 / 1 0.05 0.5

メソミル 1 / 0.01 2
メタラキシル 1 / 0.01 2

さといも 0 / 4
しいたけ 0 / 1
とうもろこし 0 / 3
ねぎ 0 / 1
ブロッコリー 0 / 1
ほうれんそう オメトエート 1 / 1 0.02 1

フルフェノクスロン 1 / 0.14 10

未成熟いんげん カルベンダジム
*1 2 / 3 0.02,0.03 2

ジコホール 1 / 0.02 1
トリアジメノール 1 / 0.03 1
メソミル 1 / 0.02 1

果　実 アボカド カルベンダジム*1 1 / 3 0.01 3
チアベンダゾール 1 / 0.01 3
ペルメトリン 1 / 0.02 5.0

おうとう アジンホスメチル 1 / 1 0.06 2
カルバリル 1 / 0.43 10
キノキシフェン 1 / 0.01 0.3
トリフルミゾール 1 / 0.11 3.0
ピラクロストロビン 1 / 0.02 0.9
フェナリモル 1 / 0.12 1.0
ボスカリド 1 / 0.07 3

オレンジ イマザリル 5 / 6 0.53～1.28 5.0

カルベンダジム*1 2 / 0.30,0.74 3
クロルピリホス 3 / 0.005～0.15 1
チアベンダゾール 5 / 0.21～2.15 10
マラチオン 1 / 0.01 4.0
メチダチオン 2 / 0.04,0.55 5

基準値 ppm
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キウイ 0 / 2
グレープフルーツ イマザリル 5 / 5 0.32～2.41 5.0

オルトフェニルフェノー 1 / 0.07 10
トリフロキシストロビン 1 / 0.02 0.3
ピラクロストロビン 3 / 0.01～0.08 2
ピリプロキシフェン 4 / 0.01～0.04 0.5
プロチオホス 1 / 0.01 0.1
メチダチオン 1 / 1.11 5

パイナップル イプロジオン 1 / 6 0.03 10

バナナ カルベンダジム*1 1 / 1 0.03 3
クロルピリホス 1 / 0.01 3
プロクロラズ 1 / 0.01 5

パパイヤ アゾキシストロビン 1 / 2 0.01 2
マンゴー アゾキシストロビン 1 / 4 0.01 2

エトフェンプロックス 1 / 0.01 2
チアベンダゾール 1 / 0.01 3
フェントエート 1 / 0.01 0.1
プロクロラズ 1 / 0.09 2

メロン類 0 / 2

ライム カルベンダジム*1 1 / 1 0.02 3
ジコホール 1 / 0.04 5

レモン アセフェート 1 / 5 0.10 5.0
イマザリル 3 / 1.50～1.98 5.0
クレソキシムメチル 1 / 0.03 10
クロルピリホス 4 / 0.01～0.05 1
ジコホール 1 / 0.61 5
チアベンダゾール 3 / 1.11～1.51 10
メタミドホス 1 / 0.01 1

検体数：83
*1：チオファネートメチルを含む　；*2：一律基準
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11.12 国内産食肉の残留農薬試験結果 
                                実施期間：平成 19 年 2 月 

総検体数：12 検体 
 
注１：アジンホスメチル，エチオン，エトプロホス，クロルピリホス，クロルピリホスメチル，ジスルホト 

ン，ダイアジノン，チオメトン，テトラクロルビンホス，テルブホス，トリアゾホス，パラチオン，

パラチオンメチル，ピリミホスメチル，ファムフール，フェナミホス，フェニトロチオン，フェンチ

オン，プロフェノホス，ホスメット，ホレート，マラチオン，メチダチオン， 
注２：ジスルホトンスルホン，ダイアジノンオキソン，パラチオンオキソン 
注３：γ-BHC，DDT（o,p’-，p,p’-），アルドリン，エンドスルファン（α-，β-），エンドリン，キントゼン，

クロルデン（シス-，トランス-），クロロネブ，ジコホール，ディルドリン，ヘキサクロロベンゼン，

ヘプタクロル，メトキシクロル 
注４：p,p’-DDD，p,p’-DDE，オキシクロルデン，ジコホール代謝物（4,4’-ジクロロベンゾフェノン），ヘプ

タクロルエポキシド（endo，exo） 
注５：フェノブカルブ，プロポキスル，ベンダイオカルブ 
注６：EPTC，アトラジン，イプロジオン，イマザリル，エトリジアゾール，オキサジアゾン，オキシフル

オルフェン，カルボキシン，キノキシフェン，クレソキシムメチル，クロルフェナピル，ジフルフェ

ニカン，シプロコナゾール，シマジン，チオベンカルブ，テブコナゾール，テルブトリン，トリアジ

メノール，トリアジメホン，トリアレート，トリフルラリン，ノルフルラゾン，ピコリナフェン，ピ

リダベン，ピリミカーブ，ビンクロゾリン，フィプロニル，フェナリモル，フェノキサプロップエチ

ル，フェンプロピモルフ，フルキンコナゾール，フルジオキソニル，フルシラゾール，フルトラニル，

プロシミドン，プロパニル，プロピコナゾール，プロピザミド，ペンコナゾール，ペンディメタリン，

ミクロブタニル，メタラキシル，メトラクロール 
注７：イプロジオン代謝物 {N-(3,5-ジクロロフェニル)-3-イソプロピル-2,4-ジオキソイミダゾリジン-1-カル

ボキサミド} 
注８：アレスリン，シハロトリン，シフルトリン，シペルメトリン，テフルトリン，ビオアレスリン，ビオ 

レスメトリン，ビフェントリン，ピレトリン（Ⅰ，Ⅱ），フェンプロパトリン，フルシトリネート，ペ

ルメトリン，レスメトリン 
注９：エトフメセート，スピロキサミン，ピペロニルブトキシド，プロパルギット，ブロモプロピレート，

メトプレン 
定量検出限界値：テフルトリンは 0.001ppm その他すべての農薬は 0.01ppm 
 
 
 

 

 

 

 

 

      検体の種類 
試験項目 

牛-筋肉 
（4 検体） 

豚-筋肉 
（4 検体） 

鶏-筋肉 
（4 検体） 

有機リン系農薬（23 項目）注 1 
および代謝物（3 項目）注 2 

すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 

有機塩素系農薬（14 項目）注 3 
および代謝物（5 項目）注 4 

すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 

N-メチルカーバメイト系農薬（3 項目）注 5 すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 

含窒素系農薬（43 項目）注 6 

および代謝物（1 項目）注 7 
すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 

ピレスロイド系農薬（13 項目）注 8 すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 

その他の農薬（6 項目）注 9 すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 
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11.13 畜水産食品等の残留医薬品試験結果（輸入畜水産食品） 
実施期間：平成１８年９月～１２月 

試験項目 牛肉 
（５検体） 

豚肉 
（5 検体） 

鶏肉 
（５検体） 

えび 
（１５検体） 

テトラサイクリン類（４項目）注１ 
すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 

フルオロキノロン剤（８項目）注２ 
すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 

酸性キノロン剤（３項目）注３ 
すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 

サルファ剤（18 項目）注４ 
すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 

すべて残留は 
認められない 

ホルモン剤（２項目）注５ 
すべて残留は 
認められない    

総検体数：30 検体 

 
注１：オキシテトラサイクリン，テトラサイクリン，クロルテトラサイクリン，ドキシサイクリン 
注２：エンロフロキサシン，オフロキサシン，オルビフロキサシン，サラフロキサシン，ジフロキサシン，

シプロフロキサシン，ダノフロキサシン，ノルフロキサシン 
注３：オキソリン酸，ナリジクス酸，フルメキン 
注４：スルファアセトアミド，スルファキノキサリン，スルファグアニジン，スルファクロルピリダジン，

スルファジアジン，スルファジミジン，スルファジメトキシン，スルファチアゾール，スルファドキ
シン，スルファニルアミド，スルファピリジン，スルファベンズアミド，スルファメトキサゾール，
スルファメトキシピリダジン，スルファメラジン，スルファモノメトキシン，スルフィソキサゾール，
スルフィソミジン 

注５：ゼラノール，β-トレンボロン 

 

 

11.14 輸入柑橘類の防かび剤試験結果 
実施期間：平成 18 年 11 月 

品     名 試 験 項 目 検出数 / 検体数  検出値 ppm 基準値 ppm 

オ レ ン ジ ＯＰＰ 0 / 5    10    

 ジフェニル 0 / 5    70    

 チアベンダゾール 3 / 5  0.53～1.28 10    

 イマザリル 3 / 5  0.24～2.15 5.0   

グレープフルーツ ＯＰＰ 1 / 5  0.07 10    

 ジフェニル 0 / 5    70    

 チアベンダゾール 0 / 5   10    

 イマザリル 5 / 5  0.32～2.41     5.0  

レ モ ン ＯＰＰ 0 / 5    10    

 ジフェニル 0 / 5    70    

  チアベンダゾール 3 / 5  1.11～1.51 10    

  イマザリル 3 / 5  1.50～1.98     5.0  

総検体数:15 
定量限界値：0.01ppm 
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11.15 輸入食品における指定外添加物等の試験結果             
実施期間：平成 18 年 7 月～19 年 2 月       

総検体数：７０ 
＊1：液体の場合は 0.1g/kg 
 
[原産国別検体数] 
清 涼飲料水等：アメリカ（3），台湾（1） 
麺 ,粉 ,即席めん：韓国（6），タイ（5），中国（2），台湾（1） 
チ ョコレート：スイス（1），ベルギー（1），ニュージーランド（1） 
ジャム・バター等：フランス（3），イギリス（1），ギリシャ（1） 
ソ ー ス 類：ドイツ（2），オランダ（1），アメリカ（1），中国（1），タイ（1），ベリーズ（1） 
菓 子 類：イタリア（4），ドイツ（3），ベルギー（2），スペイン（2），アメリカ（2），マレーシア（2）， 

イギリス（1），フランス（1），デンマーク（1），オランダ（1），アラブ（1），中国（1）， 
台湾（1），フィリピン（1），ベトナム（1） 

乾 燥 果 実：フランス（1），アメリカ（1） 
スープ・ブイヨン：アメリカ（1），ベトナム（1），ニュージーランド（1） 
瓶 詰 ・ 缶 詰：中国（2），南アフリカ（2），タイ（1），フィリピン（1） 
農 産物加工品：ドイツ（1），中国（1） 
 

着色料の検査項目：下記の 36 種類 

指定外着色料（日本で使用が認められていないもの）：ポンソー6R，ナフトールエローS，トロペオリン O，

ブラック PN，オレンジ G，キシレンファストエロー2G，アシッドレッド 1，ウラニン，アシッ

ドレッド 13，アシッドグリーン 50，アゾルビン，ポンソー2R，キノリンイエロー，オレンジ

Ⅰ，ポンソーSX，ポンソー3R，マーチウスエロー，アシッドレッド 87，アシッドブルー1，オ

レンジⅡ，クロセインオレンジ G，パテントブルーV，パテントグリーン，アシッドバイオレ

ット 6B（24 種類） 

許可着色料（日本で使用が認められているもの）：食用赤色 2 号，食用赤色 3 号，食用赤色 40 号，食用赤色

102 号，食用赤色 104 号，食用赤色 105 号，食用赤色 106 号，食用青色 1 号，食用青色 2 号，

食用緑色 3 号，食用黄色 4号，食用黄色 5 号（12 種類） 

 
 

 

着 色 料 ポリソルベート
パ ラ オ キ シ

安息香酸メチル
ソルビン酸

tert-ﾌﾞﾁﾙﾋﾄﾞ
ﾛｷﾉﾝ(TBHQ) 

サイクラミン酸
品  名 

検体数 結果 検体数 結果 検体数 結果 検体数 結果 検体数 結果 検体数 結果

清涼飲料水等 4 適           

麺,粉,即席めん   3 ND     11 ND   

チョコレート     3 ND 3 ND     

ジャム・バター

等 
    5 ND 5 ND     

ソ ー ス 類   6 ND     1 ND   

菓 子 類 9 適 11 ND     4 ND   

乾 燥 果 実     2 ND 2 ND     

スープ・ブイヨ

ン 
        3 ND   

瓶 詰 ・ 缶 詰 2 適         4 ND 

農産物加工品         1 ND 1 ND 

検 出 限 界 値 ― 0.２g/kg＊１ 0.005g/kg 0.010g/kg 0.001g/kg 0.005g/kg 
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11.16 ピーナッツ等のカビ毒（アフラトキシン）試験結果 
                     実施期間：平成 18 年 7 月～8 月 

アフラトキシン（ppb） 
品   名 検 体 数 

B1 B2 G1 G2 
ナ ツ メ グ ８ ND-5.4 ND ND-0.8 ND 
唐 辛 子  ２ ND ND ND ND 

パ プ リ カ  １ 3.0 ND ND ND 

ピーナッツバター 10 ND-1.0 ND ND ND 
ピ ー ナ ッ ツ 13 ND ND ND ND 
ピ ス タ チ オ 11 ND ND ND ND 
タ ー メ リ ッ ク １ ND ND ND ND 
コ リ ア ン ダ ー １ ND ND ND ND 
カシューナッツ ２ ND ND ND ND 
ア ー モ ン ド ２ ND ND ND ND 

コ ー ヒ ー 豆 ２ ND ND ND ND 

ク ロ ー ブ 末 １ ND ND ND ND 

カ ル ダ モ ン １ ND ND ND ND 

ブラックペパー ３ ND ND ND ND 
レ ッ ド ペ パ ー １ ND ND ND ND 
白 コ シ ョ ウ １ ND ND ND ND 

   総検体数：6０ 
ND（検出限界）：B1, B2, G1,G2 ともに 0.5ppb 未満 
アフラトキシン B１の規制値：10.0 ppb 以下 

 
 
 
11.17 重要貝類等毒化点検調査結果 

総検体数：85 
ND：麻痺性貝毒 2 MU/g 以下，下痢性貝毒 0.05 MU/g 以下 
規制値：麻痺性貝毒 4 MU/g 以下，下痢性貝毒 0.05 MU/g 以下 
 

麻痺性貝毒 下痢性貝毒 
品  名 調査年月 

検体数 検査結果 
(MU/g) 検体数 検査結果 

(MU/g) 

平成 18 年 4 月 18 ND - 73.2 3 ND 
平成 18 年 5 月 8 ND - 2.5 4 ND アサリ 
平成 18 年 6 月 4 ND 4 ND 
平成 18 年 10 月 3 ND 3 ND 
平成 18 年 11 月 3 ND 3 ND 
平成 18 年 12 月 3 ND 3 ND 
平成 19 年 1 月 3 ND 3 ND 
平成 19 年 2 月 3 ND 3 ND 

マガキ 

平成 19 年 3 月 3 ND 3 ND 
アサリ 平成 19 年 3 月 5 ND 3 ND 
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11.18 器具・容器包装の規格試験結果              
        実施期間：平成 18 年 6 月～7 月      

溶 出 試 験（ppm） 
材 質 等 品 名 検 体 数 

鉛 カドミウム 

ガ ラ ス コ ッ プ 10 ND ND 

容 器 2 ND ND 
碗 2 ND ND 

カ ッ プ 3 ND ND 
陶 磁 器 

鉢 4 ND - 0.38 ND 
容 器 2 ND ND 
や か ん 3 ND ND ホウロウ製品 

鍋 4 ND ND 
総検体数：30 
ND：鉛 0.25ppm 以下，カドミウム 0.025ppm 以下 
規格基準 [ホウロウ引き製，陶磁器製，ガラス製] 溶出試験（鉛：5ppm 以下，カドミウム：0.5ppm 以下， 
ただし，1.1L 以上の容量の場合 鉛：2.5ppm 以下，カドミウム：0.25ppm 以下） 
 
 
 
11.19 食品用洗浄剤の規格試験  
                              実施期間：平成 18 年 5 月～6 月        

種  別 検 査 項 目 検 体 数 結 果 備    考 
 重金属，ヒ素    
食 品 用 メタノール，液性（pH） 10 適 食品衛生法に基づく検査 

 蛍光増白剤，漂白剤    

総検体数：10 
 
 
 
11.20 家庭用品（繊維製品）の試買試験結果 

                            実施期間：平成 18 年 5 月～6 月 

総検体数：53（内 3 件は収去試験） 
繊維製品 （有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律に基づく検査） 

 
 

 

 

区 分 品 名 試 験 項 目 検 体 数 結  果 

お し め カ バ ー 2 適 
お し め 2 適 
下 着 4 適 
よ だ れ か け 11 適 7，不適 4 
く つ し た ・ 手 袋 4 適 

生後 24 ヶ月以内の 
乳 幼 児 用 

中衣・外衣・寝衣 

ホルムアルデヒド 

22 適 
下 着 2 適 
寝 衣 4 適 上 記 以 外 の も の 
靴 下 

ホルムアルデヒド 
2 適 
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11.21 アレルギー物質を含む食品の試験結果 
実施期間：平成 18 年 11～12 月 

検査対象項目 品   名 アレルギー物質を含む旨の表示 検査結果 

そば粉 無し 陰性 
小麦 

そば粉 無し 陰性 

そうめん 有り（そば） 陰性 
そば 

そうめん 有り（そば，卵） 陰性 

加熱食肉製品 有り（卵） 陰性 
乳 

食肉製品 有り（小麦,卵，乳） 陰性 

生菓子 有り（卵白） 陰性 
落花生 

焼菓子 無し 陰性 

乾燥牛肉 有り（大豆，小麦） 陰性 
卵 

食肉製品 無し 陰性 

総検体数：10 
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11.22 水道水質試験の検査項目 

※1 平成 19 年 3 月 31 日までの間は流路型吸光光度法も適用可能． 

※2 クロロホルム，ジブロモクロロメタン，ブロモジクロロメタン及びブロモホルムのそれぞれの濃度の総  

和． 

※3 平成 16 年 4 月 1 日現在，布設されている水道により供給される水の基準は，平成 19 年 3 月 31 日まで

の間は 0.00002mg／L とする． 

基   準   項   目 基    準    項    目 水 質 管 理 目 標 設 定 項 目 

一般細菌 

大腸菌 

カドミウム及びその化合物 

水銀及びその化合物 

セレン及びその化合物 

鉛及びその化合物 

ヒ素及びその化合物 

六価クロム化合物 

シアン化物イオン及び塩化シアン※1 

硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 

フッ素及びその化合物 

ホウ素及びその化合物 

亜鉛及びその化合物 

アルミニウム及びその化合物 

鉄及びその化合物 

銅及びその化合物 

ナトリウム及びその化合物 

マンガン及びその化合物 

塩化物イオン 

カルシウム，マグネシウム等(硬度) 

蒸発残留物 

陰イオン界面活性剤※1 

ジェオスミン※3 

2-メチルイソボルネオール※3 

非イオン界面活性剤 

フェノール類※1 

有機物(全有機炭素(TOC)の量)

pH 値 

味 

臭気 

色度 

濁度 

四塩化炭素 

1,4-ジオキサン 

1,1-ジクロロエチレン 

シス-1，2-ジクロロエチレン 

ジクロロメタン 

テトラクロロエチレン 

トリクロロエチレン 

ベンゼン 

クロロ酢酸 

クロロホルム 

ジクロロ酢酸 

ジブロモクロロメタン 

臭素酸 

総トリハロメタン※2 

トリクロロ酢酸 

ブロモジクロロメタン 

ブロモホルム 

ホルムアルデヒド 

アンチモン及びその化合物 

ウラン及びその化合物 

ニッケル及びその化合物 

亜硝酸態窒素 

カルシウム，マグネシウム等(硬度)

マンガン及びその化合物 

遊離炭酸 

1,1,1-トリクロロエタン 

メチル-t-ブチルエーテル 

有機物等(過マンガン酸カリウム消費量)

臭気強度(TON) 

蒸発残留物 

濁度 

pH 値 

腐食性(ランゲリア指数) 

1，2-ジクロロエタン 

トランス-1，2-ジクロロエチレン

1，1，2-トリクロロエタン 

トルエン 

フタル酸ジ(2-エチルヘキシル) 

亜塩素酸 

塩素酸 

二酸化塩素 

ジクロロアセトニトリル 

抱水クロラール 

農薬類 

残留塩素 
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11.23 水質管理目標設定項目の農薬類（101 種） 

 

殺  虫  剤 殺  菌  剤 除  草  剤 

1,3-ジクロロプロペン(D-D) 

イソキサチオン 

ダイアジノン 

フェニトロチオン(MEP) 

ジクロルボス(DDVP) 

フェノブカルブ(BPMC) 

EPN 

カルボフラン 

(カルボスルファン代謝物) 

アセフェート 

イソフェンホス 

クロルピリホス 

トリクロルホン(DEP) 

ピリダフェンチオン 

カルバリル(NAC) 

イソプロカルブ(MIPC) 

メチダチオン(DMTP) 

ジメトエート 

エンドスルファン 

(エンドスルフェートベンゾエピ

ン) 

エトフェンプロックス 

フェンチオン(MPP) 

マラソン(マラチオン) 

メソミル 

ベンフラカルブ 

フェニトエート(PAP) 

ブプロフェジン 

エチルチオメトン 

チオジカルブ 

ピリプロキシフェン 

チウラム 

クロロタロニル(TPN) 

イプロベンホス(IBP) 

イプロジオン 

エトリジアゾール(エクロメゾール) 

オキシン銅 

キャプタン 

クロロネブ 

トルクロホスメチル 

フルトラニル 

ペンシクロン 

メタラキシル 

メプロニル 

エディフェンホス 

(エジフェンホス,EDDP) 

ピロキロン 

フサライド 

チオファネートメチル 

カルプロパミド 

プロシミド 

ベノミル 

プロベナゾール 

トリシクラゾール 

アゾキシストロビン 

イミノクタジン酢酸塩 

ホセチル 

ポリカーバメート 

プロピコナゾール 

イソプロチオラン(IPT) 

シマジン(CAT) 

チオベンカルブ 

プロピザミド 

クロルニトロフェン(CNP) 

CNP-アミノ体 

ベンタゾン 

2,4-ジクロロフェノキシ酢酸(2,4-D) 

トリクロピル 

アシュラム 

ジチオピル 

テルブカルブ(MBPMC) 

ナプロパミド 

ピリブチカルブ 

ブタミホス 

ベンスリド(SAP) 

ベンフルラリン(ベスロジン) 

ペンディメタリン 

メコプロップ(MCPP) 

メチルダイムロン 

アラクロール 

メフェナセット 

プレチラクロール 

テニルクロール 

ブロモブチド 

モリネート 

アニロホス 

アトラジン 

ダラポン 

ジクロベニル(DBN) 

ジクワット 

ジウロン(DCMU) 

グリホサート 

シメトリン 

ジメピペレート 

エスプロカルブ 

ダイムロン 

ビフェノックス 

ベンスルフロンメチル 

ピペロホス 

ジメタメトリン 

ハロスルフロンメチル 

フラザスルフロン 

シデュロン 

トリフルラリン 

カフェンストロール 
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11.24 浄水検査結果の概要（検出された項目を記載） 

検  出  項  目 検 出 数 ／ 検 体 数 検出値 mg/L 
基準値 

目標値 mg/L 

鉛 2／28 0.001  0.01 

NO2及び NO3態窒素 28／28 0.31  -  3.05 10 

フッ素 28／28 0.02  -  0.31 0.8 

ホウ素 23／28 0.01  -  0.04 1.0 

1,4-ジオキサン 3／28 0.0009-  0.005 0.05 

ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾚﾁﾚﾝ 1／28 0.004 0.03 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 2／28 0.003 -  0.005 0.03 

ｸﾛﾛﾎﾙﾑ 12／28 0.001 -  0.033 0.06 

ジクロロ酢酸 12／28 0.002 -  0.025 0.04 

ｼﾞﾌﾞﾛﾓｸﾛﾛﾒﾀﾝ 25／28 0.001 -  0.01 0.1 

臭素酸 7／28 0.0007-  0.0021 0.01 

総ﾄﾘﾊﾛﾒﾀﾝ 26／28 0.001 -  0.045 0.1 

トリクロロ酢酸 13／28 0.002 -  0.027 0.2 

ﾌﾞﾛﾓｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 21／28 0.001 -  0.013 0.03 

ﾌﾞﾛﾓﾎﾙﾑ 15／28 0.001 -  0.006 0.09 

亜鉛 3／28 0.01  -  0.05 0.2 

アルミニウム 8／28 0.02  -  0.08 0.2 

鉄 14／28 0.01  -  0.02 0.3 

銅 4／28 0.01  -  0.03 0.3 

ﾅﾄﾘｳﾑ 28／28 2.9   - 26.6 200 

マンガン 3／28 0.001 0.05 

塩素イオン 28／28 7.9   - 44.4 200 

硬度(Ca,Mg 等) 28／28 5.75  - 98.2 300 

蒸発残留物 28／28 63     -195.3 500 

有機物質 19／28 0.5   -  2.0 3 

ｐH 値 28／28 6.9   -  7.6 5.8 - 8.6 

色度 16／28 0.1   -  0.4 5 度以下 

ﾌﾀﾙ酸ｼﾞ(2-ｴﾁﾙﾍｷｼﾙ) 1／44 0.01 0.05(暫定) 

亜塩素酸 1／28 0.001 0.05(暫定) 

塩素酸 15／28 0.02  -  0.11 0.6 

ジクロロアセトニトリル 2／28 0.002 -  0.003 0.04(暫定) 

残留塩素 28／28 0.1   -  0.5 1 

遊離炭酸 4／ 4 1.8   -  4.8 20 

KMnO4 消費量 2／ 2 1.4   -  1.6 3 

ランゲリア指数 4／ 4 -2.4 ～  -1.0 -1 程度以上 

電気伝導率 2／ 2 125     -  153  

アルカリ度 2／ 2 28     - 29  

硝酸態窒素 2／ 2 0.5   - 0.8  

ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ 1／45 0.00002 0.02 

ﾍﾞﾝﾀｿﾞﾝ 1／43 0.00007 0.2 

ｶﾙﾎﾞﾌﾗﾝ 1／45 0.00011 0.005 

2,4-ｼﾞｸﾛﾛﾌｪﾉｷｼ酢酸 1／43 0.00009 0.03 

ﾒｺﾌﾟﾛｯﾌﾟﾞ 2／49 0.00006- 0.0003 0.005 

ﾌﾟﾚﾁﾗｸﾛｰﾙ 1／44 0.00002 0.04 

ﾌﾞﾛﾓﾌﾞﾁﾄﾞ 2／46 0.0001 - 0.0004 0.04 

ﾌｪﾝﾁｵﾝ 6／44 0.00001- 0.00002 0.001 

ﾀﾞｲﾑﾛﾝ 3／38 0.00002- 0.00065 0.8 

ﾍﾞﾝｽﾙﾌｫﾝﾒﾁﾙ 1／38 0.0001 0.4 
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11.25 水道原水検査結果の概要（検出された項目を記載） 

 

検 出 項 目 検 出 数／検 体 数 検出値 mg/L 参考値（浄水の場合の基
準値又は目標値 mg/L） 

一般細菌 11／28 13-1300 ｺ/ml 100 ｺ/mL 
大腸菌 10／28 1-410MPN/100ml 検出されないこと 
ヒ素 10／28 0.001- 0.02 0.01 
NO2及び NO3態窒素 28／28 0.12 - 3.06 10 
フッ素 28／28 0.03 - 0.62 0.8 
ホウ素 20／28 0.01 - 0.04 1.0 
1,4-ジオキサン 3／28 0.0009- 0.006 0.05 
ｼｽｰ 1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 1／28 0.006 0.03 
ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 2／28 0.003- 0.011 0.03 
亜鉛 1／28 0.03 0.2 
アルミニウム 9／28 0.02 - 0.17 0.2 
鉄 18／28 0.01 -10.6 0.3 
ﾅﾄﾘｳﾑ 28／28 2.9  -26.1 200 
マンガン 16／28 0.001- 1.002 0.0500 
塩素イオン 28／28 4.3  -36.7 200 
硬度(Ca,Mg 等) 28／28 3.45 -76.9 300 
蒸発残留物 28／28 56.6 -231.9 500 
有機物質 28／28 0.5  - 3.6 5 
ｐH 値 28／28 6.7  - 7.7 5.8 - 8.6 
味 1／28 金気味 異常でないこと 
色度 20／28 0.1  -30.9 5 度以下 
臭気 1／28 金気臭 異常でないこと 
濁度 18／28 0.01 -28.94 2 度以下 
ウラン 2／31 0.0002-0.0003 0.002 
遊離炭酸 17／28 1.5  -16.7 20 
KMnO4 消費量 28／28 0.78 - 5.85 3 
臭気強度 1／28 3 3 
ランゲリア指数 28／28 -2.8 ～ -0.9 -1 程度以上 
ｱﾝﾓﾆｱ態窒素 6／28 0.02 - 0.08  
BOD 7／12 0.5  - 0.8  
COD 2／ 2 2.2  - 3.2  
SS 12／12 0.5  - 8.2  
全窒素 2／ 2 0.16 - 0.33  
全リン 2／ 2 0.01 - 0.02  
浸食性遊離炭酸 23／28 1.8  -19.3  
電気伝導率 2／ 2 93 -138μS/cm  
アルカリ度 2／ 2 26 - 27  
硝酸態窒素 2／ 2 0.37 - 0.70  
溶存酸素 2／ 2 9.04 - 9.6  
ﾐｸﾛｷｽﾃｨﾝ 5／ 6 0.00022-0.00085 0.0008 
ﾍﾞﾝﾀｿﾞﾝ 3／57 0.00006-0.00029 0.2 
2,4-ｼﾞｸﾛﾛﾌｪﾉｷｼ酢酸 1／53 0.00005 0.03 
ｸﾛﾛﾈﾌﾞ 1／46 0.00026 0.05 
ﾒｺﾌﾟﾛｯﾌﾟ 1／57 0.00006 0.005 
ﾋﾟﾛｷﾛﾝ 1／50 0.00001 0.04 
ｲｿﾌﾟﾛｶﾙﾌﾞ 1／54 0.00006 0.01 
ﾌﾟﾛﾓﾌﾞﾁﾄﾞ 1／46 0.00002 0.04 
ｼﾞｸﾜｯﾄ 1／57 0.0028 0.005 
ﾌｪﾝﾁｵﾝ 2／50 0.00002 0.001 
ｼﾒﾄﾘﾝ 2／50 0.00002-0.00006 0.03 
ﾀﾞｲﾑﾛﾝ 8／57 0.00003-0.00031 0.8 
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11.26 温泉水の検査項目と試験結果の概要 

 

検  査  項  目 濃  度  範  囲 鉱 泉 の 定 義 療養泉の定義 

泉温(℃) 18.0  －   96.2 ≧25 ≧25 

湧出量（L/min） 3.5  －  330   

ｐH 5.75 －    8.80   

ラドン(Bq/kg) 0    －  218 ≧74 ≧111 

蒸発残留物(mg/kg) 116    －50700   

ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ(mg/kg) <0.01 －   60.7 ≧1  

ﾅﾄﾘｳﾑｲｵﾝ(mg/kg) 5.33 －15300   

ｶﾘｳﾑｲｵﾝ(mg/kg) 0.82 － 3050   

ﾏｸﾞﾈｼｳﾑｲｵﾝ(mg/kg) 0.037－  194   

ｶﾙｼｳﾑｲｵﾝ(mg/kg) 4.47 － 2790   

ｽﾄﾛﾝﾁｳﾑｲｵﾝ(mg/kg) 0.045－   49.8 ≧10  

ﾊﾞﾘｳﾑｲｵﾝ(mg/kg) <0.005－   45.1 ≧5  

ﾏﾝｶﾞﾝｲｵﾝ(mg/kg) <0.001－   31.6 ≧10  

総鉄ｲｵﾝ(mg/kg) <0.01 －   51.2 ≧10 ≧20 

ｱﾙﾐﾆｳﾑｲｵﾝ(mg/kg) <0.01 －    0.46  ≧100 

銅ｲｵﾝ(mg/kg) <0.01 －    0.02  ≧1 

亜鉛ｲｵﾝ(mg/kg) <0.01 －    1.96   

鉛ｲｵﾝ(mg/kg) <0.01 －    0.03   

ﾌｯ化物ｲｵﾝ(mg/kg) <0.1  －   12.1 ≧2  

塩化物ｲｵﾝ(mg/kg) 4.44 －31600   

臭化物ｲｵﾝ(mg/kg) <0.1  －   61.2 ≧5  

硫酸ｲｵﾝ(mg/kg) 0.5  －   74.2   

炭酸水素イオン(mg/kg) 37.0  － 9126 ≧340  

炭酸ｲｵﾝ(mg/kg) 0.01 －    6.67   

メタケイ酸(mg/kg) 22    －  271 ≧50  

メタホウ酸(mg/kg) <0.01 －  964 ≧5  

メタ亜ヒ酸(mg/kg) <0.01 －    6.71 ≧1  

非解離成分計(mg/kg) 27    － 1028   

溶存物質総計(ガス性のものを除く) (mg/kg) 105    －52100 ≧1000 ≧1000 

遊離二酸化炭素(mg/kg) <0.01 － 2160 ≧250 ≧1000 

総水銀(mg/kg) <0.00005   

総ヒ素(mg/kg) <0.001－    0.93   

硫化水素イオン(mg/kg) <0.01 －    0.09   

成分総計(mg/kg) 114   －52200   
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